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独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 
平成２２年度計画 

 
 
 独立行政法人通則法第３１条第１項に基づき、独立行政法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構（以下「機構」という。）の平成２２年度（平成２２年４月１日～平成２３年

３月３１日）の事業運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を次のように定める。 
 
１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 
（１）産業技術開発関連業務 
 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、第３期科学技術基本計画（平

成１８年３月閣議決定）において重点分野とされたライフサイエンス、情報通信、環境、

ナノテクノロジー・材料、エネルギー、ものづくり技術等の基本的な政策に基づく分野

について、日本の産業競争力強化へつながるプロジェクトを実施する。２２年度におい

ては、これらの取り組みにあたり、特に以下の点に留意する。 
 
＜グリーンイノベーション、ライフイノベーション等の強化＞ 
これまで機構が取り組んできた太陽光、燃料電池、蓄電池等のグリーンイノベーショ

ン関連技術開発、ライフイノベーション関連技術開発、国際標準化研究開発などをさら

に強化する。 
 
＜国際的取り組みの強化＞ 
世界的なエネルギー・環境問題の解決をリードしつつ、我が国の経済成長を実現させ

ていくため、これまで機構はスマートグリッド分野や水分野などでの国際共同事業を行

ってきているが、引き続き、我が国の有するエネルギー・環境関連技術について、世界

標準となる技術の確立を図るとともに、将来におけるエネルギー、環境、産業分野での

市場の拡大を目指し、国際的な協力・協調関係をさらに重層化していく。 
 
（ア）研究開発マネジメントの高度化 
ⅰ）全般に係る事項 
 機構が産業技術開発関連業務を推進するに当たっては、ＰＤＳ（企画－実施－評

価）サイクルを深化させ、高度な研究開発マネジメントを実践する。具体的には、産

業技術開発関連業務を実施するに当たって、以下に留意することとする。 
・ 将来の社会ニーズや技術進歩の動向、国際的な競争ポジション等を踏まえ、要素技

術、要求スペック、それらの導入シナリオを時間軸上に示した「技術戦略マップ」

の改訂を行う。 
・ また、技術戦略マップの更なる普及促進を図るため、国内外の技術開発の現状や重
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点開発項目を簡潔に分かりやすく纏めた技術戦略マップ概要版を作成する。 
・ 「技術戦略マップ」の策定・改訂及び日々の学界・産業界との情報交換等により構

築した有識者とのネットワークを深化・拡大し、機構の研究開発マネジメントに活

用する。 
・ プロジェクトにおける知財や標準化についてのマネジメントを的確に行うとともに、

技術戦略マップ等の蓄積された知見をもとに、研究開発の長期ビジョン策定や研究

開発の人的ネットワーク構築を行うことで効率的に事業を実施する。 
・ プロジェクトにおけるアウトカムをこれまで以上に明確化し、その社会経済への普

及を効果的に進めるべくＰＤＳサイクルを実践する。 
・ 「ＮＥＤＯ研究開発マネジメントガイドライン」については、機構が実施する中間

評価、事後評価等から得られた知見を追加して平成２２年度中に改訂し、機構内に

周知する。また、同ガイドラインが機構内でより一層活用されるよう、年度内に２

回以上、機構内の普及活動を行う。 
・ 機構職員が研究現場に直接出向くことにより「企業・大学インタビュー」を実施し、

その結果を研究開発マネジメントの高度化等のための具体的な取組に結び付け、平

成２３年度のインタビューで評価する。 
・ 海外機関との国際連携を図り、双方にとってのＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を構築するた

め、我が国と相手国双方の利益に結び付く可能性のある技術等について、その有効

性を十分検証した上で、情報交換協定などの協力関係構築を推進する。その際、意

図せざる技術流出の防止の強化を図る観点から、機構の事業の実施者の成果の取扱

についての仕組みの整備等に努めるものとする。 
 
ⅱ）企画段階 
・ 必要な実施体制の見直しを行うものとし、実施プロジェクト数が平成１９年度の数

を上回らないようにするという中期計画の達成に向けてプロジェクトを重点化する。 
・ 研究開発に係るプロジェクトについては、市場創出効果・雇用創造効果等が大きく、

広範な産業への高い波及効果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化

に資することや内外のエネルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上

回る効果が見込まれるかどうかの費用対効果分析の実施を徹底するよう努める。 
・ 有識者をプログラムマネージャー（ＰＭ）・プログラムディレクター（ＰＤ）として

採用して活用する。また、分野融合型・連携型プロジェクトの企画を促進するため、

部署横断的なリエゾン担当の設置や、機動的な実施体制の構築を図る。 
・ 機構の支援を受けるに至っていない地域に埋もれた優れた技術シーズを発掘するた

めに、地方経済産業局や地方の大学等との連携強化を図ることとし、各支部に配置

している機構職員による３名の「イノベーション・オフィサー」及び全国各地に配

置している外部専門家による２６名の「新技術調査委員」の一層の活用を図る。 
 
ⅲ）実施段階 
・ 約５，０００人の外部有識者を活用し、プロジェクト実施前に適切に事前評価を行

うとともに、採択においては企画競争・公募を通じ、審査を厳正かつ公正に行う。 
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・ 高の英知を集めたプロジェクトフォーメーションを実現すべく、テーマ間の連携

や資金の適切な流れの確保も含め、実施体制の調整を行う等により、積極的に機構

のプロジェクトマネジメント機能を発揮する。 
・ 特に、実施者を選定する際は、これまで以上にその役割、必要性などを精査してい

く。 
・ 機構外部の専門家・有識者を活用して中間評価を１６件実施し、その結果を基にプ

ロジェクト等の加速化・縮小・中止・見直し等を迅速に行う。 
・ 各事業で得られた成果を相互に活用する等、事業間連携に取り組むとともに、分野

連携・融合を促進し、成果の 大化を図るため、必要に応じて関係部署の連携によ

る意見交換会を実施する。また、制度においては各制度を連携して実施するととも

に、必要に応じて複数制度を大括り化する等、機動的な運用を行う。 
・ 研究開発については、複数年実施の案件が太宗であることを踏まえ、複数年度契

約・交付決定を極力実施する。また、「複数年度契約・交付決定」、「年複数回採択」

等の制度面・手続き面の改善を行うとともに、事業実施者に対する説明会を平成２

２年度に４回以上行う。 
・ 事業実施者における経費の適正な執行を確保するため、不正行為を行った事業実施

者に対しては新たな委託契約及び補助金交付決定を 大６年間停止（研究活動にお

ける不正行為については 大１０年間停止）するといった厳しい処分並びに不正事

項を処分した場合の全件公表及び機構内部での情報共有等の取組を、関係機関の動

向等を踏まえつつ徹底する。 
 
ⅳ）評価段階 
・ 研究開発期間中のみならず終了後も、その成果の実用化に向けて、研究開発の実施

者のみならず幅広く産業界等に働きかけを行うとともに、研究開発成果をより多く、

迅速に社会につなげるための成果普及事業としてサンプルマッチング事業、成果実

証事業等を実施する。 
・ また、制度面で研究開発成果の実用化を阻害する課題を収集・整理し、関係機関に

働きかけるための仕組みを構築する。 
・ さらに、標準化、知財に係るマネジメントガイドラインの策定、企業の技術経営推

進のためのアドバイザリー事業の活用、プロジェクトで取得した特許の更なる活用

促進等により、成果がより社会経済に普及する取組を強力に推進する。 
・ 評価に伴う過重な作業負担の回避という観点を考慮しつつ、第１期中期目標期間中

からの継続分のうち平成２２年度調査対象となっている５７件に加え、第２期中期

目標期間から調査を開始した１１件及び新たに平成２２年度に事後評価を行う２０

件のナショナルプロジェクトについて追跡調査を行い、その結果について分析及び

評価を行う。 
・ また、追跡調査の結果として把握される継続事業（機構の事業終了後において事業

実施者が機構の成果を活用して実施する研究開発等の活動をいう。）の比率を把握す

る。さらに、機構のプロジェクトは国際競争力のある産業・製品の創出や社会経済

への好影響、ＣＯ２削減や安心・安全な社会を実現する上で重要な役割を果たして
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おり、今後もその把握・分析に努める。 
 
ⅴ）社会への貢献 
・ 機構の活動は、広く国民・社会からの理解及び支持を得ることが重要であることか

ら、機構の成果を国民・社会へ還元する観点から、展示会等において、事業で得ら

れた研究開発成果を積極的に発表する。 
・ 事業で得られた研究開発成果と企業とのマッチングの場を設け、成果の普及促進を

図る。 
・ 研究開発成果の国際的普及のため、研究開発実施中から国際標準化に一体的に取り

組む。また、研究開発終了後、引き続き国際標準化の取組が必要なテーマについて

は、標準化フォローアップ事業を実施する。さらに、我が国の研究開発成果につい

て、国際的な普及に必要となる国際標準化を目指した標準化研究開発事業を実施す

る。上記事業に関し、平成２２年度においては以下の項目に関する数値目標を設定

し、その達成を図る。 
① 研究開発プロジェクトにおける標準化に係る取組を含む基本計画数：３０件程

度 
② 機構の事業におけるＩＳＯ等の国内審議団体又はＩＳＯ等への標準化に関する

提案件数：１０件程度 
・ 機構における各標準化事業を支援するため、国際標準化アドバイザーを整備する。

（２２年度末までに２０名） 
・ 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを構築し、このネットワークを活用

しつつ技術経営力に関する知見を深化させ、その成果を産業界に発信する。 
・ 大学が研究の中核として、新しい産業技術を生み出しつつあるプロジェクトを対象

とし、大学に拠点を設けて人材育成、人的交流事業等を展開する「ＮＥＤＯ特別講

座」について、効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施する。 
 
（イ）研究開発の実施 
 研究開発事業の推進に当たっては、①民間のみでは取り組むことが困難な、実用化ま

でに中長期の期間を要し、かつリスクの高い「ナショナルプロジェクト」、②産業技術

及び新エネルギー・省エネルギー技術の「実用化・企業化促進事業」、③大学や公的研

究機関等の有望な技術シーズを育成する「技術シーズの育成事業」を、技術分野ごとの

特性や研究開発を取り巻く環境の変化を踏まえて適切に組み合わせて実施する。 
 上記の３種類の研究開発事業について、以下の原則の下で実施する。 
・ 研究開発の実施に際しては、産学官で取組む基盤的技術の開発、安全性基準や市場

性のない特定環境技術の開発、国際共同研究・実証等は委託とし、それ以外は２／

３を上限とした共同研究又は助成とする。本運用は、平成２２年度新規事業に適用

する。 
・ また、間接費率については、中小企業と大学等を除き、原則として１０％とする。 
・ 業務委託契約等について、再委託の額を原則として契約金額の５０％未満とする。 
 このような研究開発事業をより効率的に実施するための方策を講じつつ、以下の目標
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の達成を図る。 
・ 「ナショナルプロジェクト」においては、平成２２年度に事後評価を実施予定の２

０件のプロジェクトについて、成果、実用化見通し、マネジメント及び位置付けを

評価項目とし、評点法を用いて「優良」又は「合格」（＊）との結果を得たプロジェク

トがどの程度あるかを年度内に把握し、速やかに対外的に公表する。 
（＊）原則として、①成果及び②実用化の見通しをそれぞれＡ（優）＝３点、Ｂ（良）＝２点、Ｃ

（可）＝１点、Ｄ（不可）＝０点で評価者に評価してもらい、それぞれ平均得点を算出した上で、

①と②の和が４．０点以上であれば「優良」とし、３．０点以上であれば「合格」とする。 

また、真に産業競争力の強化に寄与する発明等、その質の向上に留意しつつ、平

成２２年度における特許出願件数を国内特許については１，０００件以上、海外特

許については２００件以上を目指し、その取得に取り組む。 

・ 「実用化・企業化促進事業」においては、イノベーション推進事業（次世代戦略技

術実用化開発助成事業を除く。）、ＳＢＩＲ技術革新事業、福祉用具実用化開発推進

事業及びエネルギー使用合理化技術戦略的開発（実用化開発フェーズ、実証研究フ

ェーズ）の平成２０年度以降に事業が終了する研究開発テーマについて、終了後３

年以上経過した時点での実用化達成率を２５％以上とするという中期計画の達成に

向けて取り組む。また、イノベーション推進事業については、機構外部の専門家・

有識者を活用した事後評価において、技術的成果、実用化見通し等を評価項目とし、

６割以上が「順調」（＊）との評価を得るという中期計画の達成に向けてマネジメント

を行うとともに、同評価により得られた知見を基に、技術経営力の強化に関する助

言業務の観点も踏まえ、事業実施者に対してアドバイスを行う。 
（＊）原則として、①技術に関する評価項目（技術開発の達成状況等）及び②実用化見通しに関する評

価項目（実用化スケジュール等）をそれぞれＡ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点、D＝１点、E＝０

点で評価者に評価してもらい、それぞれ平均得点を算出した上で、原則として合計４．０点以上

の場合を「順調」とする。 

・ 「技術シーズの育成事業」においては、事業の実施に基づく査読済み研究論文の予

算当たりの発表数を、技術分野ごとの特徴その他適当な条件を加味した上で、第１

期中期目標期間と同等以上とするという中期計画の達成に向けて取り組む。さらに、

これらの研究成果が、どのような社会的インパクトを与えたかをシミュレートする

モデル及び指標に関して、平成２１年度に実施した検討を踏まえ、継続して検討す

る。 
 
ⅰ）ナショナルプロジェクト 
 ナショナルプロジェクトは、民間のみでは取り組むことが困難な、実用化までに中

長期の期間を要し、かつリスクの高い技術テーマにつき、民間の能力を活用して機構

が資金負担を行うことによりその研究開発を推進するものである。このため、国際的

な研究開発動向、我が国産業界の当該技術分野への取組状況や国際競争力の状況、エ

ネルギー需給の動向、当該技術により実現される新市場・新商品による我が国国民経

済への貢献の程度、産業技術政策や新エネルギー・省エネルギー政策の動向、国際貢

献の可能性等を十分に踏まえつつ、適切なプロジェクトの企画立案、実施体制の構築
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及び着実な推進を図るものとする。係る目的の実現のため、以下に留意しつつ【産業

技術開発関連業務における技術分野ごとの計画】のとおり実施する。 
 また、基盤技術研究促進事業については、第２期中期目標期間中において、事業の

廃止を含めた検討を行う。なお、先進操縦システム等研究開発については、その将来

の売上に不確定な要素はあるが、そのリスクを上回る政策的意義を有することにかん

がみ、基盤技術研究促進事業により実施する。なお、平成２２年度に中間評価を実施

する。 
さらに、 先端研究開発支援プログラムについては、総合科学技術会議にて選定さ

れた中心研究者の研究支援担当機関として業務を実施する。 
・ プロジェクトの立ち上げに当たっては、産業界・学術界等の外部の専門家・有識者

を活用して、市場創出効果・雇用創造効果等が大きく、広範な産業への高い波及効

果を有し、中長期的視点から我が国の産業競争力の強化に資することや内外のエネ

ルギー・環境問題の解決に貢献するなど、投入費用を上回る効果が見込まれるかど

うかの費用対効果の観点も含めた事前評価を可能な限り実施し、その結果を反映す

るとともに、全てのプロジェクトについて開始前に広く国民から意見を収集するパ

ブリックコメントを１回以上実施する。その結果を活用しつつ、機構は民間では実

施が困難なハイリスクの研究開発を実施することにかんがみ、将来の産業・社会に

大きな改革をもたらす研究課題には果敢に取り組むことが必要であること、また、

機構の研究開発の成果は、単純に実際の投入費用に対する収益額の大小でその成否

を判断するのは適切ではなく、むしろ経済全体への波及効果という公共・公益性の

観点において社会へ還元すべきであることにも留意して、プロジェクトを実施する。 
・ 事前評価の結果、実施することとなったプロジェクトについては、経済産業省が定

めるプログラム基本計画等に沿って、産業界・学術界等の外部有識者との意見交換

及び広く国民から収集した意見を反映させ、適切なプロジェクト基本計画を策定す

る。プロジェクト基本計画には、プロジェクト終了時点での 終目標を極力定量的

かつ明確に記述し、「出口イメージ」を明確に記述するものとする。 
・ プロジェクト基本計画で定める研究期間については、中長期的な視点から、必要に

応じ、中期目標期間にとらわれず柔軟かつ適切に策定する。 
・ ５年間以上の期間を要するプロジェクトについては、プロジェクト基本計画上、３

年目を目途とした中間時点での中間目標を極力定量的かつ明確に記述する。 
・ 設置が適切でない場合を除き、指導力と先見性を有するプロジェクトリーダーを選

定・設置し、プロジェクトリーダーが機構内部との明確な役割分担に基づき、機構

と連携してプロジェクトを推進できるよう、当該プロジェクトの推進に必要かつ十

分な権限と責任を負うような体制の構築に努める。また、必要に応じて企画立案段

階からプロジェクトリーダーが参画できるよう、プロジェクトリーダーのプロジェ

クト開始前からの選定・設置を行う。 
・ プロジェクトについては、その性格や目標に応じ、企業間の競争関係や協調関係を

活用した適切な研究開発体制の構築を行う。その際、真に技術力と事業化能力を有

する企業を実施者として選定し、成果を 大化するための 適な研究開発体制の構

築に努める等、安易な業界横並び体制に陥ることのないよう留意する。 
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・ プロジェクトの終了後、機構外部の専門家・有識者による事後評価２０件を実施し、

研究成果、実用化見通し、マネジメント等について評価するとともに、その結果を

以後の機構のマネジメントに活用する。 
 
ⅱ）実用化・企業化促進事業 
 実用化・企業化促進事業として、下記を実施する。 
① イノベーション推進事業 
② ＳＢＩＲ技術革新事業 
③ 福祉用具実用化開発推進事業 
④ 新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ） 
⑤ エネルギー使用合理化技術戦略的開発（実用化開発フェーズ、実証研究フェー

ズ） 
⑥ 省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ） 

 
① イノベーション推進事業については、企業や大学等の技術シーズを実用化に効率

的に結実させるため、テーマ重視の柔軟な運用の下に実施する。事業実施中は実

用化を念頭に置いた技術開発マネジメントを支援する。平成２２年度においては、

新たに研究を開始するテーマの採択を行い実施するとともに、継続分１７７件の

テーマを実施する。また、平成２３年度新規採択に係る公募を年度内に実施する。 
② ＳＢＩＲ技術革新事業については、公的機関のニーズ等を踏まえた技術研究課題

を設定した上で公募を実施し、事前研究（Ｆ／Ｓ）の採択を行い、実施するとと

もに、研究開発（Ｒ＆Ｄ）として継続分７件を実施する。なお、新規Ｆ／Ｓ採択

案件に対して、Ｒ＆Ｄへ移行する案件を絞り込むことを目的としてステージゲー

ト評価を実施する。 
③ 福祉用具実用化開発推進事業については、優れた技術や創意工夫ある福祉用具実

用化開発を行う民間企業等に対するテーマの採択を行い実施するとともに、継続

分２件のテーマを実施する。また、平成２３年度新規採択に係る公募を年度内に

実施する。さらに、その開発成果について、広く社会への普及啓発を図るため、

助成事業終了後、１０事業者以上を展示会等のイベントを通じて広く社会へ紹介

する。 
④ 新エネルギーベンチャー技術革新事業（フェーズＣ）については、継続的な新エ

ネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在化を実現し、次

世代の社会を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその関連

技術に関する技術課題を提示し、事業化可能性の高い基盤技術を保有している

ベンチャー・中小企業による実用化技術の研究、実証研究等を実施する。平成

２２年度においては、新規に研究を開始するテーマの採択を行い、助成（助成

率２／３）で実施するとともに、ハンズオン支援を実施する。また、平成２３

年度新規採択に係る公募を年度内に実施する。 
⑤ エネルギー使用合理化技術戦略的開発（実用化開発フェーズ、実証研究フェー

ズ）については、「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月）で示された２０
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３０年までに更に３０％以上のエネルギー消費効率の改善を図るという目標を達

成するため、継続分３件のテーマを実施する。なお、継続テーマの実施体制変更

に伴う実施者の公募を必要に応じて行う。新たなテーマの公募は行わない。 
⑥ 省エネルギー革新技術開発事業（実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ）につ

いては、「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」を策定したことを受け、「エ

ネルギー使用合理化技術戦略的開発」に貢献するため、平成２２年度に研究開発

を開始するテーマの採択を行い、実施するとともに、継続分１４件のテーマを実

施する。また、平成２３年度新規採択に係る公募を平成２２年度内に実施する。 
 

ⅲ）技術シーズの育成事業 
 技術シーズの育成事業として「産業技術研究助成事業（若手研究グラント）」を実

施する。当該事業の実施に当たっては、基礎的・基盤的なものから、広範な産業への

波及効果が期待できるものまで、将来の産業技術シーズとして広くポテンシャルを有

するテーマを対象とするとともに、所属機関や経歴・業績などにとらわれず、若手研

究者や地方の大学・公的研究機関からの優れた案件にも助成する。さらに、中間評価

を通じて、研究の進捗、企業との連携状況を評価し、必要に応じ重点化を図ることと

する。平成２２年度においては、継続分２８０件のテーマを実施する。 
 
（ウ）産業技術人材養成の推進 
 民間企業や大学等において中核的人材として活躍し、イノベーションの実現に貢献す

る技術者の養成事業の質的強化を図る。具体的には、産業技術の将来を担う創造性豊か

な技術者・研究者を機構の研究開発プロジェクトや公的研究機関等の 先端の研究現場

において研究開発等に携わらせること及び大学等の研究者への助成をすることにより人

材を育成するとともに、機構の研究開発プロジェクトに併設する「ＮＥＤＯ特別講座」

について効率的・効果的な実施方法の工夫を図りつつ実施する。これらの活動を通じ、

民間企業や大学等において中核的人材として活躍する技術者を、高齢化の進展状況、政

府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同等程度養成す

る。産業技術フェローシップ事業については、優れた人材の養成を図るとともに、終了

者の追跡調査等を実施し、事業成果の把握に努める。 
 
（エ）技術経営力の強化に関する助言 
 ナショナル・イノベーション・システムにおける機構の役割と責務を踏まえ、研究開

発等の成果が事業者の経営上活用されることを重視し、機構が実施してきた研究開発マ

ネジメントの高度化に向けた取組を強化することにより技術経営力に関する知見を深化

させるとともに、その成果を活用した事業者の技術経営力の強化に関する助言に係る業

務として、以下の取組を実施する。 
 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に係る人

材育成に必要なスキル標準の構築及び見直し・検証を行うとともに、技術経営力の強化

をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見を産業界等

に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトのフォーメーショ
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ン等の決定における採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後における評価委員会

などにおける外部有識者を含めた関係各方面とのネットワークを十二分に活用する。 
・ 職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開

発現場等に派遣し、その経験を積ませる。また、２名の職員を大学院のＭＯＴコー

ス等に派遣し、博士号、修士号の取得を目指し、必要な知識を習得させる。 
・ イノベーション、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践

的研究発表として、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機

構自身として２０本程度の発表を行う。 
・ 知財や国際標準化等の有識者を活用することにより、機構の事業実施者に対し、技

術経営力に係る助言等を行う。 
・ 研究開発マネジメントのノウハウ等の成果を、研究開発管理に係る人材育成に必要

なスキル標準として構築及び見直し・検証を行う。 
・ イノベーション推進事業においては、申請時に企業経営自己評価レポートの提出を

求めるとともに、審査の際に申請者による知的資産経営のプレゼンテーションを実

施することとする。また、審査の過程で得られた知見を基に、技術経営力の強化に

関する助言業務の観点も踏まえ、ベンチャー企業、中小企業等の事業実施者に対し

てアドバイスを行う。 
・ 事業者の技術経営力の強化に向けた業務の一環としての観点も踏まえつつ、良質な

技術シーズを発掘するため、機構の事業に対する応募に係る相談対応を２回以上実

施する。 
 
【産業技術開発関連業務における技術分野ごとの計画】 別添 
 
（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等 
 新エネルギー・省エネルギー分野については、米国において１０年間で１５００億ド

ルを再生可能エネルギーに投資する等のグリーン・ニューディール政策を発表している

ほか、中国を始めとした新興国においても取り組みを強化してきており、諸外国の政策

競争が激化している。 
こうした中、我が国においても、２０２０年までに温室効果ガス排出量の２５％削減

（１９９０年比）の実現を政府が掲げており、「新成長戦略（基本方針）（平成２１年１

２月閣議決定）」において、蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化、情報通信シ

ステムの低消費電力化などの革新的技術開発や再生可能エネルギーやそれを支えるスマ

ートグリッドの構築などが掲げられるなど、新エネルギー・省エネルギー関連業務等の

重要性はますます高まっている。 
これらの情勢を踏まえ、機構は、新エネルギー・省エネルギーにおける政府として重

点的に取り組むべき分野の技術開発、実証試験及び導入普及の各業務、石炭資源開発業

務等を戦略的・重点的に【新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ご

との計画】のとおり推進する。 
 これらの業務の推進を通じ、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩による設備能

力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、国内における第１期中期目
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標期間の温暖化ガスの排出抑制効果と遜色のないレベルの排出抑制を図るという中期計

画の達成に向けて取り組む。 
 なお、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務においては、石油代替エネルギーの

開発及び導入の促進に関する法律（昭和５５年法律第７１号）及びエネルギーの使用の

合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づき定められた目標の達成状況を

踏まえつつ、すべての事業について、第２期中期目標期間中に継続の必要性や事業成果

について検証し、必要性や成果が乏しい事業については廃止する。また、継続実施する

事業及び新たに実施する事業については、必ず終期を設定する。 
 また、新エネルギー・省エネルギー導入普及業務における実施者ごとの個別の案件の

実施期間について、原則２年以内とし、２年を超える場合には、事業ごとに技術的専門

家から構成されることとなる委員会によって事業実施期間を設定する。ただし、設備・

機器の生産や設置工事等の関係であらかじめ定めた事業実施期間内での完了が困難な場

合は、有識者から構成されている審査委員会の審査を受けて事業実施期間を延長する。 
 
【新エネルギー・省エネルギー関連業務等における技術分野ごとの計画】 別添 

 
（３）産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等の実施に係る共

通的実施方針 
 
（ア）企画・公募段階 
ⅰ）円滑かつ迅速な事業実施・推進を図るため、極力多くの事業について、政府予算の

成立を条件として、平成２２年度の３月までに公募を開始する。 
ⅱ）ホームページ等のメディアの 大限の活用等により採択基準を公表しつつ、公募を

実施する。また、公募に際しては、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ月前

（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能なものを除く。）には公募に係る

事前の周知を行う。また、テーマ公募型の研究開発事業においては、地方の提案者の

利便にも配慮し、地方を含む公募説明会の一層の充実を図る。 
ⅲ）テーマ公募型の研究開発事業については、採択件数の少ない事業を除き、年度の枠

にとらわれない随時の応募相談受付と年間複数回の採択を行う。 
ⅳ）新エネルギー・省エネルギー関連業務等の「実証」及び「導入普及」業務において

は、制度の利用者が容易に事業の趣旨や応募方法等を理解できるよう、補助金交付規

程等の規程類を機構のホームページ上で公開する等、利用者の利便性の向上に向けた

情報提供をさらに充実する。 
ⅴ）機構外部からの優れた専門家・有識者の参加による、客観的な審査・採択基準に基

づく公正な選定を行う。 
ⅵ）選定結果の公開と不採択案件応募者に対する明確な理由の通知を行う。 

 
（イ）業務実施段階 
 交付申請・契約・検査事務などに係る事業実施者の事務負担を極力軽減するとともに、

委託事業においては研究開発資産等の事業終了後の有効活用を図る。 
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 国からの運営費交付金を原資とする事業については、事業実施者から目標達成に向け

た明確なコミットメントが得られる場合には、 長３年間程度の複数年度契約・交付決

定を実施する。国からの補助金等を原資とする事業については、その性格を踏まえつつ

も、制度の趣旨に応じた柔軟な応募受付・事業実施システムを構築することにより、年

度の切れ目が事業実施の上での不必要な障壁となることのないよう、利用者本位の制度

運用を行う。 
 なお、十分な審査期間を確保することに 大限留意の上、応募総数が多い場合等、特

段の事情がある場合を除き、公募締切から採択決定までの期間をそれぞれ以下の日数と

することにより、事務の合理化・迅速化を図る。 
・ ナショナルプロジェクト：原則４５日以内 
・ 実用化・企業化促進事業：原則７０日以内 
・ 技術シーズの育成事業：原則９０日以内 
・ 新エネルギー・省エネルギー関連業務の「実証」及び「導入普及業務」 

：原則６０日以内 
 委託先の事情により適用できない場合等を除き、委託事業における日本版バイドール

条項の適用比率１００％とすることにより、研究開発実施者の事業取組へのインセンテ

ィブを高めるとともに、委託先に帰属する特許権等について、委託先における企業化の

状況及び第三者への実施許諾の状況等につき調査し、適切な形で対外的に公表する。 
 事業実施者に対するアンケートで、中期目標期間中に８割以上の回答者から肯定的な

回答を得られるように、事業実施者の利便性の向上を意識しつつ、制度面・手続き面の

改善を行う。また、事業実施者に対する説明会を４回以上行う。 
 
（ウ）評価及びフィードバック 
 機構外部の専門家・有識者を活用した厳格な評価を行い、その結果を分析したデータ

を基に、事業の加速化・縮小・中止・見直し等を迅速に行うとともに、以降の事業実施

及び予算要求プロセスに反映する。 
 特に、中間時点での評価結果が一定水準に満たない事業については、国からの運営費

交付金を原資とする事業にあっては抜本的な改善策等がない場合には原則として中止す

るとともに、国からの補助金等を原資とする事業にあっては技術開発動向、エネルギー

市場・産業の動向、制度利用者の要望等を踏まえた政策当局への提言等をより積極的に

行い、政策実施機関としての役割を全うする。 
 
（エ）成果の広報・情報発信に関する事項 
ⅰ）平成２２年度においては、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業

技術開発の社会への貢献を分かりやすくまとめた３０年史を作成する。なお、各分野

のパンフレットは重複がないように適宜見直し、合理的に作成する。 
 広報誌として、研究成果の 新情報や機構が取り組む様々な活動の紹介などをわか

りやすく掲載した「ＦＯＣＵＳ ＮＥＤＯ」を４回発行する。 
 国民への情報発信のため、マスメディアへの積極的アピールを進めるべく、各部門

の研究成果について記者会見を実施する。また、マスメディアに対してＮＥＤＯ事業



12 

への理解を深めるためのブリーフィングを実施する。 
 さらに、機構の取り組んできたエネルギー・環境技術開発、産業技術開発の社会へ

の貢献を広く国民に理解してもらえるよう、各種成果報告会の開催、セミナー・シン

ポジウムの開催、来場者１万人超の展示会への出展等を行う。なお、出展する展示会

の選定にあたってはゼロベースで見直しを行う。 
 また、一般国民への分かりやすい情報発信を行うために、ホームページのコンテン

ツの見直し、リニューアルを行う。 
 我が国の次世代の研究開発を担う小中学生を対象とした情報発信を科学技術館等に

おいて積極的展開するほか、小中学生向けのイベント等普及啓発事業を３回以上行う。 
 分かりやすい情報発信を行うよう広報活動を強化するため、広報室の各部への指導

強化を行う。 
ⅱ）研究開発の成果を基礎とした産業競争力及び新エネルギー・省エネルギー分野への

貢献（アウトカム）については、中長期的な視野で様々な事例とその幅広い波及効果

を収集・把握することに努め、印刷物、ホームページ等により、広く情報発信を行う。 
ⅲ）展示会等の企画・開催、学会等との連携による共同イベントの実施等を通じ、事業

で得られた研究開発成果を積極的に発表することにより、研究開発成果と企業とのマ

ッチングの場を設け、成果の普及促進を図る。その際、成果の公表等については、国

民への情報発信や学界での建設的情報交換等の視点と、知的財産の適切な取得、国際

標準化等その成果の我が国経済活性化への確実な貢献等の視点とに留意する。 
ⅳ）内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーショ

ン、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表とし

て、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として２０

本程度の発表を行う。 
 
 なお、補正予算により追加的に措置された交付金及び補助金については、それぞれの

政策目的のために措置されたことを認識し、着実に執行する。 
 

（４）クレジット取得関連業務 
 クレジット取得関連業務の実施に当たっては、経済産業省及び環境省との緊密な連携

の下、「京都議定書目標達成計画」に基づき、京都議定書に定める第一約束期間の目標

達成に向けて、国内対策を基本として国民各界各層が 大限努力してもなお京都議定書

の約束達成に不足する差分を踏まえ、計画的に目標達成に必要と見込まれるクレジット

の取得及び政府への移転を、制度改善と運用体制の強化をしつつ実施するものとする。

その際、①計画的にクレジットを取得するとともに、国の財政支出の効率化の観点から、

取得に係る予算総額の低減を含めた、効率的かつ着実なクレジットの取得に努めること、

②地球規模での温暖化防止、途上国の持続可能な開発への支援を図ること、という観点

を踏まえつつ、適切に業務を推進する。 
 以下において「プロジェクト」とは、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）、共同実施

（ＪＩ）又はグリーン投資スキーム（ＧＩＳ）のいずれかに係るプロジェクトをいう。 
 また、クレジット取得事業の形態は、下記のとおりとする。 
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① 機構が、自らもプロジェクト参加者等として京都議定書に基づく他のプロジェクト

参加者等との間でクレジット購入契約を締結し、クレジット発行者からクレジット

を直接取得する事業。 
② 機構が、クレジットを既に取得又は今後取得する見込みのある事業者等との間で転

売等によるクレジット購入契約等を締結し、クレジットを取得する事業。 
③ 機構が、日本国政府と京都議定書附属書Ｂ国※政府による覚書等に基づき、附属書

Ｂ国政府と排出割当量売買契約を締結し、クレジットを取得する事業。 
   ※附属書Ｂ国とは、京都議定書附属書Ｂに掲げられた排出削減に関する数値目標

を有している国を指す。 
 
（ア）企画・公募段階 
ⅰ）ＣＤＭ・ＪＩ・ＧＩＳに係るプロジェクトによるクレジットの取得に 大限努力す

る。 
ⅱ）クレジット取得に係る契約の相手先となる事業者等（以下「契約相手先」とい

う。）の選定については、原則として、公募によるものとし、必要に応じて随時の応

募受付と年間複数回の採択を実施するものとする。その際ホームページ等のメディア

の 大限の活用等を図る。また、必要に応じて公募説明会を開催し、契約相手先に対

して公募に関する周知を図る。 
ⅲ）契約相手先の選定においては、客観的な審査・採択基準に基づく公正な審査を行う。

具体的には、信用力、プロジェクトの内容、提案されたクレジットの価格や移転時期

その他必要な事項を考慮して選定する。その際、必要に応じて世界で取引されている

クレジットのデータベース等の活用などを図るなど、優れた提案等を速やかに採択す

るための審査体制を維持する。また、審査に当たっては、提案者等が国際ルール等を

踏まえて行った、クレジットを生成するプロジェクトに係る環境に与える影響及び地

域住民に対する配慮の徹底について確認を行う。 
ⅳ）クレジット取得においては、リスクの低減を図りつつ、費用対効果を考慮してクレ

ジットを取得する観点から、個々のクレジット取得におけるリスクを厳正に評価する

ことに加えて、取得事業全体として、契約相手方やプロジェクト実施国を分散させる

ことなどの措置を講じる。 
 
（イ）業務実施段階 
ⅰ）クレジット取得に係る契約の締結に際しては、費用対効果を考慮してクレジットを

取得する観点から、必要に応じて取得契約額の一部前払いを行う。この際、契約相手

先の業務遂行能力・信用力等を厳格に審査するとともに、原則前払い額の保全のため

の措置を講じる。また実際にクレジットが移転されるまでに相当の期間を要すること

から、必要に応じ、複数年度契約を締結する。 
ⅱ）契約相手先からの進捗状況に関する定期報告の提出及び随時の報告の聴取や必要に

応じた現地調査等を行うことにより、プロジェクトの進捗状況の把握に努めるととも

に、必要に応じて契約相手先と協議し、適切な指導を行い、当初の取得契約が遵守さ

れるよう管理する。また、管理に当たっては、複数年度契約により年々累積していく
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契約条件を効率的に管理していくための体制を構築する。 
ⅲ）クレジット取得等業務を取り巻く環境の変化等を踏まえて柔軟かつ適切に対応する

体制とするとともに、必要に応じた職員の能力向上、機構内の関係部門との連携を図

る。また、将来のプロジェクトの案件形成にあっては、その実施が可能な地域や省エ

ネルギー技術、新エネルギー技術等の拡大を図るため、関連する業務の成果との連携

を図る。これらにより、適切に効率的かつ効果的な業務管理・運営を実施する。 
 
（ウ）評価及びフィードバック・情報発信 
ｉ）クレジット取得関連業務が京都議定書の目標達成という国際公約に関係しているこ

とのみならず、国民の関心の高い地球温暖化防止に直結した業務であることを踏まえ、

毎年度、クレジット取得量及び取得コストの実績について、外部の専門家・有識者を

活用しつつ、京都メカニズムクレジットの市場価格等を踏まえたクレジット取得事業

全体の検証及び評価を実施する。また、クレジット取得の状況や事業を取り巻く環境

の変化などの情報収集・分析を行い、これらを踏まえて以降の事業実施に反映させる。

さらに、制度の運用状況や改善点について精査し、政策当局への提言等を行う。 
ⅱ）クレジットの取得状況に関する情報発信については、原則として、契約相手先の名

称、取得契約に係るクレジット量並びに毎年度の取得量及び取得コストの実績につい

て、できる限り速やかに公表（注）する。ただし、公表するクレジットの取得コストに

ついては、我が国がクレジット取得事業を実施するに当たって不利益を被らないもの

に限定する。 
（注）：我が国が不利益を被らないよう公表時期・内容について十分留意しつつ実施する。 

 
（５）債務保証経過業務・貸付経過業務 

 省エネルギー・リサイクル推進に係る債務保証業務については、求償権を有している

案件について、求償権の回収額から回収コストを差し引いた額の 大化に向け適切な措

置を講じる。なお、同債務保証の新規採択業務は平成１９年度末をもって廃止されてい

ることから、当該業務を実施するための基金に係る政府出資金については、所要の法整

備が行われた後に全額国庫納付する。 
 鉱工業承継業務に係る貸付金の回収については、債権の管理を適切に行い、回収額の

大化に向けて計画的に進める。 
 
（６）石炭経過業務 
（ア）貸付金償還業務 
 回収額の 大化に向け、管理コスト等を勘案しつつ、個別債務者の状況に応じた適切

な措置を講じ、計画的に貸付金の回収を進める。 
 平成２２年度は平成２２年度償還予定分を回収する。ただし、回収額は個別債務者の

状況によって変動する。 
 

（イ）旧鉱区管理等業務 
 旧石炭鉱業構造調整臨時措置法（昭和３０年制定）により機構が買収し、 終鉱業権
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者となっている旧鉱区に関する鉱害発生の未然防止のため、当該鉱区の管理及び鉱害発

生後の賠償を行う。 
 具体的には、旧鉱区管理マニュアルに従って、旧鉱区及びぼた山等の管理を行うとと

もに、買収した旧鉱区に係る鉱害については、平成２１年度採択未処理物件を含め、発

生した時点において公正かつ適正に賠償する。 
 
２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
（１）機動的・効率的な組織 
 近年における産業技術分野の研究開発を巡る変化や、国際的なエネルギー・環境問題

の動向の推移に迅速かつ適切に対応し得るような、柔軟かつ機動的な組織体制を構築し、

意思決定及び業務執行の一層の迅速化と効率化を図る。その際、人員及び財源の有効利

用により組織の肥大化の防止及び支出の増加の抑制を図るため、事務及び事業の見直し

を積極的に実施するとともに、人員及び資金の有効活用の目標として、下記を設定し、

その達成に努める。 
 
（ア）効率的な業務遂行体制を確保するため、各部門の業務に係る権限と責任を規程等に

より対外的にも明確化する。 
 産業技術開発関連業務及び新エネルギー・省エネルギー関連業務等については、基

本計画等により業務の進捗及び成果に関する目標を明確に設定し、組織内部において

その達成状況を厳格に評価する。 
（イ）関連する政策や技術動向の変化、業務の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を行う。

また、外部専門家等の外部資源の有効活用を行う。特に、プログラムマネージャー等、

高度の専門性が必要とされるポジションについては、積極的に外部人材を登用する。 
（ウ）社会情勢、技術動向に迅速に対応できる組織体制になるよう、更なる随時見直しを

図る。 
（エ）本部、地方支部、海外事務所間における双方の円滑な流通・有機的連携を一層図る

とともに、業務の状況を踏まえ必要に応じ組織の見直しを図る。 
 
（２）自己改革と外部評価の徹底 
 平成２２年度に中間評価を行う全てのプロジェクトについて、不断の改善を行う。ま

た、評価に当たっては機構外部の専門家・有識者を活用するなど適切な体制を構築する。

評価は、研究開発関連事業に関する研究評価と事業評価の両面から適切に実施し、その

後の事業改善へ向けてのフィードバックを行う。なお、テーマ公募型の研究開発事業に

係る制度評価に関しては、当該事業の運営・管理等の改善に資するため、中間評価を適

切に実施するとともに、事業終了時には事後評価を行う。 
 さらに、管理会計の視点を可能な限り考慮した評価のあり方を検討する。 

 
（３）職員の意欲向上と能力開発 
 職員の意欲向上と能力開発に関し、平成２２年度は以下の対応を行う。 
・ 平成２０年度より適用した人事評価制度の運用の定着化を図る。（実効率向上） 
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・ 人事評価制度に対する理解度向上のための研修に加え、管理職に対し、評価者の視

点の統一と部下の管理・育成能力強化のため、評価者向け研修を実施する。 
・ 人事評価制度についての理解度調査、意見徴収を行う。 
・ 階層別研修やプロジェクトマネジメント研修等の研修全般については、プロジェク

トの効率的な運営に専門的な能力を発揮する職員に求められるキャリア・パス、そ

の効果等を踏まえ必要に応じて見直しを行う。平成２２年度は、１～５年目までの

職員の基礎的業務処理能力の着実な習得、各階層における部下指導能力の向上、職

員の国際的センス涵養を目指した取り組みを実施する。 
・ 技術経営力に関する各界有識者のネットワークを活用しつつ、研究開発管理に係る

人材育成に必要なスキル標準の構築及び見直し・検証を行うとともに、技術経営力

の強化をテーマとしたシンポジウム等を１回以上開催すること等により、その知見

を産業界等に発信する。とりわけ、これまでに蓄積された研究開発プロジェクトの

フォーメーション等の決定における採択審査委員会、プロジェクトの途中及び事後

における評価委員会などにおける外部有識者を含めた関係各方面とのネットワーク

を十二分に活用する。 
・ 職員の研究開発マネジメント能力の更なる向上のため、１名の職員を外部の研究開

発現場等に派遣し、その経験を積ませる。また、２名の職員を大学院のＭＯＴコー

ス等に派遣し、博士号、修士号の取得を目指し、必要な知識を習得させる。 
・ 内外の研究開発マネジメント機関との情報交換を実施するとともに、イノベーショ

ン、研究開発マネジメント及びプロジェクトマネジメント関係の実践的研究発表と

して、セミナー、学会、シンポジウム、内外の学会誌、専門誌等に機構自身として

２０本程度の発表を行う。 
・ 研究開発マネジメントへの外部人材の登用に際しては、機構における業務が「技術

の目利き」の能力向上の機会としてその後のキャリア・パスの形成に資するよう、

人材の育成に努める。また、研究開発管理に係る人材の育成に必要なスキル標準の

構築及び見直し・検証を行う。 
・ 研究開発マネジメント、契約・会計処理の専門家等、機構職員に求められるキャリ

ア・パスを念頭に置き、適切に人材の養成を行うとともに、こうした個人の能力、

適性及び実績を踏まえた適切な人員配置を行う。 
 
（４）業務の電子化の推進 
 業務の電子化の推進に関し、平成２２年度には以下の対応を行う。 
・ 「ＮＥＤＯポータル」については、開始後２年経過したことを踏まえ、機能の見直

しを行う。 
・ ホームページのコンテンツの充実、電子メール等を活用した新着情報の配信、機構

の制度利用者の利便性の向上に努める。 
・ 平成２１年度に実施したシステム改善要望アンケートの結果等に基づき、費用対効

果の観点等を考慮し優先順位を付けた上でシステムの改善を行い、業務の効率化及

び安定運用を図る。 
・ 幅広いネットワーク需要に対応しつつ、職員の行う事務作業を円滑かつ迅速に行う
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ことができるよう、機構内情報ネットワークの充実を図る。 
・ ホームページ及び海外事務所のセキュリティ対策を実施するとともに、詐称メール

によるウイルス攻撃への監視及び対応を行い、情報セキュリティの強化を図る。ま

た、機構内全役職員を対象に情報セキュリティに関する教育研修を実施し、情報セ

キュリティに関する意識の維持・向上を図る。 
・ 「独立行政法人等の業務・システム 適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥＤＯ 

ＰＣ－ＬＡＮシステムの 適化計画」を踏まえ、次期ＰＣ－ＬＡＮシステムを調達

し、新システムへの円滑な移行を図る。また、サーバ、ＯＳ等の業務システムの更

新計画を作成する。 
 
（５）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観点から、法人自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用

が適当と考えられる業務を精査し、外部の専門機関の活用が適当と考えられる業務につ

いては、引き続き外部委託を活用する。特に、機構の研究成果等を外部発信する活動の

一環として設置している科学技術館の常設展示ブースについては、今後も引き続き外部

委託により保守・運営業務を効率的に実施する。 
 なお、外部委託の活用の際には、機構の各種制度の利用者の利便性の確保に 大限配

慮する。 
 

（６）省エネルギー及び省資源の推進と環境への配慮 
 今日の環境問題に的確に対応し、環境と経済が好循環する持続可能な社会を構築して

いくため、①環境報告書を作成・公表することにより積極的な環境配慮の取組を示す。

②職員に対する啓蒙普及活動を行うことで、電力消費量の削減などエネルギー使用量の

抑制及び古紙の利活用など資源の有効利用を図る。③機構の温室効果ガス排出抑制等の

ための実施計画（平成１９年７月２日作成）に基づき、平成２４年度において平成１８

年度比６％削減の達成に向けた取組を実施する。 
 
（７）業務の効率化 
 一般管理費（退職手当を除く。）については、業務改善、汎用品の活用等による調達

コストの削減の取組等を通じて業務の効率化を進めることにより、第２期中期目標期間

の 後の事業年度において平成１９年度比１５％を上回る削減に向けた取組を行う。 
 総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律（平成１８年法律第４７号）等に基づき、平成２３年度において平成１７年度比

５％を上回る総人件費削減に向けた取組を引き続き実施する。 
 給与水準については、ラスパイレス指数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総人件費

を引き続き公表するとともに、国民に対して納得が得られるよう説明する。また、以下

のような観点から給与水準の検証を行い、これを維持する合理的な理由がない場合には

必要な措置を講じることにより、給与水準の適正化に取り組み、その検証結果や取組状

況を公表する。 
・ 法人職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を
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上回っていないか。 
・ 高度な専門性を要する業務を実施しているためその業務内容に応じた給与水準とし

ているなど給与水準が高い原因について、是正の余地がないか。 
・ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説明ができるか。 
・ その他、法人の給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなっ

ているか。 
 事業については、京都メカニズムクレジット取得関連業務、基盤技術研究促進事業及

び競争的資金（産業技術研究助成事業、エネルギー使用合理化技術戦略的開発及び）を

除き、第２期中期目標期間の 後の事業年度において平成１９年度比５％を上回る効率

化に向けた取組を行うともに、事業の着実な遂行に必要となる研究開発管理費について

は必要額を厳正に精査の上効率的な執行を図る。また、既存事業については進捗状況を

踏まえて不断の見直しを行う。 
 事務及び事業の見直し、石炭経過業務の縮小、内部管理部門と事業実施部門との連携

推進、各種申請の電子化の拡大等を踏まえ、組織体制の合理化を図るため、実施プロジ

ェクト数が平成１９年度の数を上回らないようにするという中期計画の達成に向けてプ

ロジェクトを重点化する。 
 民間委託による経費削減については、既に実施している窓口業務の民間委託に加え、

特に間接部門における更なる委託の可能性につき検討する。また、各種申請の電子化の

範囲を拡大し、その有効活用を図ることにより経費削減を図る。 
さらに、社会情勢の変化等に対し迅速に対応した見直しを行うことにより、業務の効

率化を図る。 
 
（８）石炭経過業務の効率化に関する事項 
 必要に応じマニュアルを見直すとともに、これに従って、効果的かつ適切な業務の運

用を図る。 
 
（９）随意契約の見直しに関する事項 
 契約の相手方、金額等について、少額のものや秘匿すべきものを除き引き続き公表し、

透明性の向上を図る。また、「随意契約見直し計画（平成１９年１２月作成）」に基づく

取組を引き続き着実に実施するとともに、その取組状況を公表する。具体的には、物品

調達等の契約については、競争性のない随意契約を原則廃止し、競争入札の厳格な適用

により透明性・公平性を確保するとともに、国に準じた随意契約によることができる限

度額の基準を厳格に運用する。一方、研究開発関連事業等の委託契約については、選定

手続きの透明性・公平性を十分に確保しつつ、企画競争・公募の方法により効率的な運

用を行う。 
 これらの方策により、競争性のある契約方式における国の水準（平成２０年度 件

数：８２％、金額７８％）を上回るようにする。 
 また、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて（平成２１年１１月閣議決

定」に基づき、平成２１年１２月に設置した契約監視委員会による契約の点検・見直し
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の結果を踏まえて、過年度に締結した競争性のない随意契約のうち可能なものについて

は競争契約に移行させるとともに、一者応札・応募について、仕様書の具体性の確保、

参加要件の緩和、公告期間の見直し、情報提供の充実等を通じて一層の競争拡大に努め

る。 
 さらに、全ての契約に係る入札・契約の適正な実施がなされているかどうかについて、

監事等による監査を受ける。 
 
（１０）コンプライアンスの推進 
 機構におけるコンプライアンスの取組については、個々のリスク事項の発生防止を目

指すとともに、発生を前提とした抑止策の調査・検討を行い、研修を活用しつつ組織全

体でリスクを 小化するよう取り組む。職員研修は年間４回以上実施するなどにより、

コンプライアンスの取組を体系的に強化する。 
 不正事業者の抑制に向け、新規の受託者や補助事業者のうち過去に公的資金の受入実

績がない者に対する経理指導を全件実施するとともに、受託者や補助事業者に対しても

コンプライアンス研修を年４回実施する。さらに、不正事業者に対して厳正な対応を図

るため、不正を行った者に対する処分は全件公表するといった措置を徹底する。 
 監査については、独立行政法人制度に基づく外部監査の実施に加え、内部業務監査や

会計監査を実施する。その際には、単なる問題点の指摘にとどまることなく、可能な限

り具体的かつ建設的な改善提案を含む監査報告を作成するよう努める。 
関連法人については、関連法人への再就職の状況及び機構と関連法人との間の取引等 

の状況について情報を開示する。 
 

３．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 
（１）予算 
 ① 総計（別表１－１） 
 ② 一般勘定（別表１－２） 
 ③ 電源利用勘定（別表１－３） 
 ④ エネルギー需給勘定（別表１－４） 
 ⑤ 基盤技術研究促進勘定（別表１－５） 
 ⑥ 鉱工業承継勘定（別表１－６） 
 ⑦ 石炭経過勘定（別表１－７） 
 ⑧ 特定事業活動等促進経過勘定（別表１－８） 
 
（２）収支計画 
 ① 総計（別表２－１） 
 ② 一般勘定（別表２－２） 
 ③ 電源利用勘定（別表２－３） 
 ④ エネルギー需給勘定（別表２－４） 
 ⑤ 基盤技術研究促進勘定（別表２－５） 
 ⑥ 鉱工業承継勘定（別表２－６） 
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 ⑦ 石炭経過勘定（別表２－７） 
 ⑧ 特定事業活動等促進経過勘定（別表２－８） 
 
（３）資金計画 
 ① 総計（別表３－１） 
 ② 一般勘定（別表３－２） 
 ③ 電源利用勘定（別表３－３） 
 ④ エネルギー需給勘定（別表３－４） 
 ⑤ 基盤技術研究促進勘定（別表３－５） 
 ⑥ 鉱工業承継勘定（別表３－６） 
 ⑦ 石炭経過勘定（別表３－７） 
 ⑧ 特定事業活動等促進経過勘定（別表３－８） 
 
（４）経費の削減等による財務内容の改善 

 ２．（７）に記載した、一般管理費の削減、総人件費削減及び人件費改革の取組並び

に事業の効率化を行うことにより、各種経費を必要 小限にとどめ、財務内容の改善を

図る。 
 
（５）繰越欠損金の増加の抑制 
 基盤技術研究促進事業については、資金回収の徹底を図るために研究成果の事業化の

状況や売上等の状況について報告の徴収のみならず研究委託先等への現地調査を励行し、

必要に応じ委託契約に従った売上等の納付を慫慂する。平成２２年度において納付され

る総額については、５００万円程度を見込んでいる。 
 石炭経過業務については、平成１３年度の石炭政策終了に伴い、旧鉱区の管理等の業

務に必要となる経費を、主として政府から出資を受けた資金を取り崩す形で賄うことと

しているため、業務の進捗に伴って、会計上の欠損金が不可避に生じるものである。こ

のため、平成２２年度においても、旧鉱区の管理等の業務の実施に伴い本業務に係る欠

損金が発生する予定である。 
 このことに留意しつつ、石炭経過業務については、独立行政法人の欠損金を巡る様々

な議論に配慮した上で、管理コスト等を勘案し業務を計画的・効率的に実施する。 
 
（６）自己収入の増加へ向けた取組 
 収益納付については、成果の把握を確実に行うこととする一方、納付しやすい仕組み

を導入することで、納付額の増大に努める。 

 収益事業を行う場合は、法人税に加え、その収益額によらず法人住民税の負担が増大

するため、税法上の取扱の見直しを含め税に係る制約を克服する方法について検討を行

う。また、補助金適正化法における研究設備の使用の弾力化、利益相反等に留意しつつ

寄付金を活用する可能性等の検討を行う等、自己収入の増加に向けた検討を行う。 

 
（７）資産売却収入の拡大 
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 桜新町倉庫、祖師谷宿舎、白金台研修センターについては、周辺の市場動向を勘案し、

効率的な売却等の処分を行う。 

 業務への供用を終了した研究開発資産の売却手続きの迅速化に向け、処分手続きの短

縮につながる改善を引き続き実施する。 

 
（８）金融資産の運用 
 金融資産の運用については、引き続き運用方針に沿った適切な運用を行うとともに、

更なる効率化を図るため、精度の高い資金需要の把握に努める。 
 
（９）運営費交付金の効率的活用の促進 
 終年度における計画の達成に向けて、毎年度末における契約済又は交付決定済でな

い運営費交付金債務を抑制するために、事業の進捗状況の把握を中心とした予算の執行

管理を行い、国内外の状況を踏まえつつ、事業の加速化等を行うことによって費用化を

促進する。 
 
４．短期借入金の限度額 
 運営費交付金の受入の遅延、補助金・受託業務に係る経費の暫時立替えその他予測し難

い事故の発生等により生じた資金不足に対応するための短期借入金の限度額は、６００億

円とする。 
 
５．重要な財産の譲渡・担保計画 
 桜新町倉庫、祖師谷宿舎、白金台研修センターについては、周辺の市場動向を勘案し、

効率的な売却等の処分を行う。 
 
６．剰余金の使途 
 平成２２年度において各勘定に剰余金が発生したときには、平成２３年度において後年

度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰属すべき次の使途に充当できる。 
・研究開発業務の促進 
・広報並びに成果発表及び成果展示等 
・職員教育・福利厚生の充実と施設等の補修・整備 
・事務手続きの一層の簡素化・迅速化を図るための電子化の推進 
・債務保証に係る求償権回収等業務に係る経費 

 
７．その他主務省令で定める事項等 
（１）施設及び設備に関する計画 
 白金台研修センターの処分に伴い必要となる研修会議施設については、引き続き代替

施設の検討を行う。 
 
（２）人事に関する計画 
（ア）方針 
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 研究開発マネジメントの質的向上、知識の蓄積・継承等の観点から職員の更なる能力

向上に努めるとともに、組織としての柔軟性の確保・多様性の向上等の観点から、産官

学から有能な外部人材を積極的に登用し、一体的に運用する。 
（イ）人員に係る指標 
 業務のマニュアル化、システム化、アウトソーシング等を通じ、業務の一層の効率化

を図り、人件費の抑制を図る。 
 

（３）中期目標の期間を超える債務負担 
 中期目標の期間を超える債務負担については、研究開発委託契約等において当該事業

のプロジェクト基本計画が中期目標期間を超える場合で、当該債務負担行為の必要性・

適切性を勘案し合理的と判断されるものについて予定している。 
 

（４）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１９条第１項に規定する積

立金の使途 
 第１期中期目標期間中の繰越積立金は、第１期中期目標期間中に自己収入財源で取得

し、第２期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用に充当する。 
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（別添） 
【産業技術開発関連業務における技術分野ごとの計画】 

（１）産業技術開発関連業務 

＜１＞ライフサイエンス分野 
【中期計画】 
 ライフサイエンスの進展は、ヒトゲノム解読完了により従来にも増して目覚ましいものがある。ポス

トゲノム研究における国際競争が更に激化するとともに、ＲＮＡ（リボ核酸：タンパク質合成等に関与

する生体内物質の一種）の機能の重要性等これまでの知識体系を大きく変える画期的な科学的成果やエ

ピジェネティクス（後天的ＤＮＡ修飾による遺伝発現制御に関する研究分野）といった新たな研究分野

も次々と出現している。こうした研究成果を医薬品開発に活用した分子標的薬が徐々に出始めるととも

に、個人のゲノム情報に基づき医薬品の投与量を調整して副作用を回避する、病態に応じて医薬品の有

効性を投薬前に判断するなど、個別化医療の実現につながり始めている。 
 また、バイオテクノロジーを活用した新しい医療分野として期待されている再生医療については、皮

膚、角膜、軟骨といった一部の分野において、既に臨床研究が進み現実的な医療により近付いていると

ともに新たな幹細胞技術等の基礎的知見も充実している。さらに、ゲノム解析コストの低下により多く

の微生物・植物のゲノム解読が進展したことから、ゲノムの知見と遺伝子改変により有用機能を強化さ

れた微生物・植物の利用が進んだ。この結果、バイオプロセスによる多様な有用物質（抗体等のタンパ

ク質医薬品、化成品等）の生産が可能となりつつある。 
 第２期中期目標期間においては、我が国で今後本格化する少子高齢社会において、健康で活力に満ち

た安心できる生活を実現するため、健康・医療基盤技術、生物機能を活用した生産・処理・再資源化プ

ロセス技術等の課題について重点的に取り組むこととし、以下の研究開発を推進するものとする。 

 
① 健康・医療基盤技術 
【中期計画】 
 健康・医療基盤技術に関しては、創薬分野及び医療技術分野に取り組む。 

 
・創薬分野 
【中期計画】 
 治験コストの増大、大型医薬の特許切れ、市場のグローバル化等を背景として、十分な開発投資に耐

え得る企業規模を求め、合併による業界再編が急速に進んだ。また、進展著しいライフサイエンス分野

の知見を活用した新たな創薬コンセプトの創造や創薬支援ツールの開発など、創薬プロセスにおけるベ

ンチャー企業（特に米国）の存在感が増すとともに、治験支援を行う企業の成長など、自前主義から分

業化へと創薬プロセスの大きな変革の中にある。 
 第２期中期目標期間中においては、欧米の大手製薬企業といえども急速に進展するポストゲノム研究

開発を全て自前でまかなうことは難しい状況にあることから、 先端の研究成果を積極的に取り込むと

ともに、これまでに蓄積した遺伝子機能情報等の基盤的知見、完全長ｃＤＮＡ（タンパク質をコードす

る配列に対応したＤＮＡ）等のリソース及び解析技術を十分に活用し、製薬企業のニーズを踏まえ、生

体内で実際に機能しているタンパク質複合体を解析する技術、Å単位で生体分子の３次元構造を解析す

る技術、研究用モデル細胞の創製等により、創薬プロセスの高度化・効率化を一層進める。加えて、機

能性ＲＮＡ、糖鎖、エピジェネティクス、幹細胞等、ライフサイエンスの急速な進展による知識体系の

変化に機動的に対応し、産業界の意見を吸い上げ、産業技術につながる的確な技術シーズへの対応を行

い、疾患や発生・分化など細胞機能に重要な働きを示す生体分子を十個以上解析し、新たな創薬コンセ

プトに基づく画期的な新薬の開発や新たな診断技術の開発等につなげる。また、基礎研究の成果をいち

早く臨床現場に繋げるため、医療上の重要性や、医療産業、医療現場へのインパクトの大きな技術開発

課題に対し、関係各省との連携と適切な役割分担の下に橋渡し研究を推進し、その中で新規創薬候補遺

伝子５０個以上を同定する等、技術の開発と円滑な普及に向けた取組を行う。 
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１．染色体解析技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 バクテリア人工染色体（ＢＡＣ）を用いたＣＧＨ解析技術を開発し、高感度・精度かつ

迅速、安価な解析システムを開発し、疾患と染色体異常の関係について臨床サンプルで検

証を行うことを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所産学官連携コーディネーター 

平野 隆氏及び東京医科歯科大学難治疾患研究所教授 稲澤 譲治氏をプロジェクトリー

ダーとして、以下の研究開発を実施する。 
① ＢＡＣを用いた高精度全ゲノムアレイの開発 
 日本人ＢＡＣアレイを作製し、有効性の検証を行う。 
② 染色体異常を解析する革新的要素技術の開発 
 日本人ＢＡＣアレイにて消化器癌等の解析を行い、疾患別ＢＡＣアレイの設計を継続

する。新規チップ基板へのＢＡＣ ＤＮＡ搭載新規蛍光標識試薬の 適化、そして疾患

別アレイハイブリシステムの開発では、深い焦点深度の読取装置と物理的ハイブリシス

テムを統合実稼働させる。 
③ 臨床診断用全自動染色体異常解析システムの開発 
 全自動装置は臨床検体の解析で有効性を実証、実稼働に向け操作性等の調整を行う。

先天性疾患、不育症ＣＧＨ受託解析を開始する。各種がんにおけるＣＧＨ解析データと

臨床データを比較解析し、がん診断用フォーカストアレイを作製、実用化に目処をつけ

る。その他、高精度ＢＡＣアレイ（ＷＧ１５０００）による日本人ＣＮＶ解析、データ

ベースを構築し、公開する。 
 
２．化合物等を活用した生物システム制御基盤技術開発 ［平成１８年度～平成２２年

度］ 
 創薬ターゲット候補となりうるタンパク質の相互作用解析などにより創薬ターゲット候

補の絞り込みを行うとともに、疾患等の生物現象を制御する新規骨格化合物の探索・評価

を行う技術の開発を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所バイオメディシナル情報研

究センター主任研究員 新家 一男氏、五島 直樹氏、家村 俊一郎氏、生命情報工学研

究センターチーム長 広川 貴次氏、及び東北大学大学院薬学研究科教授 土井 隆行氏

の中核メンバー５名による合議体制で実施する。また、独立行政法人産業技術総合研究所

バイオメディシナル情報研究センターチーム長 夏目 徹氏をプロジェクトリーダーとし、

本プロジェクトの外部への紹介等渉外活動を含め以下の研究開発を実施する。 
① タンパク質ネットワーク解析技術の開発 
・細胞系及びリコンビナントタンパク質を用いたスクリーニングヒット化合物の評価 
・プルダウンビーズの開発を通じた質量分析前処理の高精度・自働化 
・課題解決型連携による化合物と相互作用するタンパク質の同定と化合物の作用機序の

解明 
② タンパク質相互作用情報の検証技術の開発 
・Gateway エントリークローンの作製とタンパク質相互作用の探索及び検証 
・マルチｃＤＮＡ発現クローンの作製とスクリーニング系の構築 
③ タンパク質相互作用予測技術の開発 
・分子動力学計算や相互作用エネルギー計算など、より高度な技術の評価 
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・医薬品開発標的となるタンパク質とリガンドの相互作用機序の解析 
④スクリーニング技術開発（蛍光イメージング、天然化合物） 
・相互作用解析プローブの作製（メモリーダイ、ＦＣＣＳ）とハイスループットスクリ

ーニングの実施 
・微生物二次代謝産物を主とした微生物収集とスクリーニングサンプルの調製 
・タンパク質相互作用を指標としたスクリーニングの展開 
・タンパク質相互作用以外のスクリーニング技術開発と薬剤ターゲット同定技術の開発 
・活性物質の単離と構造同定 
・課題解決型企業連携による疾患を制御する新規化合物の探索 
⑤化合物等の高機能化技術の開発 
・天然物の母骨格を基にした高機能化類縁体ライブラリー、インシリコと連携して設計

した高機能化合物ライブラリーの作成 
 
３．糖鎖機能活用技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 産業上有用な機能を有する糖鎖マーカーに対する糖鎖認識プローブの創製技術、及び産

業上有用なヒト型糖鎖を大量に合成し、材料として利用可能とするための技術の開発を目

的に、独立行政法人産業技術総合研究所糖鎖医工学研究センター長 成松 久氏及び東京

生産技術研究所教授 畑中 研一氏をプロジェクトリーダーとして、以下の研究開発を行

う。 
 項目①「糖鎖マーカーの高効率な分画・精製・同定技術の開発」、項目②「糖鎖の機能

解析・検証技術の開発」、項目③「糖鎖認識プローブの作製技術の開発」、項目④「糖鎖の

大量合成技術の開発」につき、基本的には平成２１年度の研究内容を継続・発展させ、平

成２２年度（プロジェクト 終年度）での初期目標を達成する。 
 特に、項目②では、糖鎖改変ノックアウトマウスについて、その作製及び表現型の解析

を完了させ、また、「ＬＳＰＲ糖鎖アレイチップ」のウイルス・毒素との相互作用解析に

おける有用性を実証する。項目③では、癌を中心に、新規に得られた疾患糖鎖マーカー候

補につき順次有用性を評価する。項目④では、ウイルス・毒素と相互作用する主要糖鎖を

グラムオーダーで合成できる製造技術を実証する。 
 
４．新機能抗体創製技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 産業上有用なタンパク質やその複合体等について、タンパク質を抗原として特異性の高

い抗体の系統的創製技術及び抗体の分離・精製効率化のための技術を開発することを目的

に、独立行政法人産業技術総合研究所生物機能工学研究部門主幹研究員 巌倉 正寛氏を

プロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
１）系統的な高特異性抗体創製技術の開発では、継続して抗体を作製するとともに、これ

までに取得した抗体について有用性を検定する。リボソームディスプレー法では、エピ

トープマッピングの検討等を行う。ファージディスプレー法では、すでに同定した２８

抗原以外を認識すると推定され、癌特異的発現を示す抗体の認識する抗原をＭＳにより

同定するとともに、存在確率の高い抗原についてＳＩＴＥ法により抗原―抗体関係にあ

るクローンの同定を進める。タンデムＦｃ型改変抗体では、動物による効果の検定を行



26 

う。オリゴクローナル抗体については、結晶構造解析のための抗体を３つに絞込み重点

的に解析を行う。 
２）高効率な抗体分離精製技術開発では、プロテインＡ型リガンドの多重変異体タンパク

質について抗体結合性を評価し、化学的安定性を確認する。また弱酸性で溶出可能な実

用的リガンドを開発する。アフィニティリガンド特性評価装置では、１アレイを３０秒

以下で測定できるよう改善する。溶媒探索用分析システムを８種類の溶媒切替え可能シ

ステムとして完成させる。多孔質球状シリカゲル担体とハイスループットスピンカラム

の量産化技術を完成させる。１）のチームから提供される複数の抗体の培養原液を用い

て、開発したアフィニティ担体の抗体結合特性を評価する。 
 
５．基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発／橋渡し促進技術開発 ［平成１９

年度～平成２４年度］ 
 少子高齢化が進む中、がん、生活習慣病、免疫・アレルギー疾患、精神神経疾患等に関

する先端的医療技術の創出を目指す。医療現場のニーズに基づき、急速に発展している多

様なバイオ技術、工学技術等の基礎・基盤研究の成果を融合し、また民間企業と臨床研究

機関が一体となって、円滑に実用化につなげる技術開発を推進する。 
 平成２２年度は、平成１９年度から平成２１年度までに採択した継続課題について研究

開発を行う。また、これまでの採択状況等を考慮しつつ、新規研究開発テーマを数件程度

追加公募し、橋渡し技術開発を促進する。 
 
６．創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発 ［平成２０年度～平成２４年

度］ 
 膜タンパク質及びその複合体に対して、創薬加速に資することを目的に、京都大学教授

藤吉 好則氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
① 電子線等による構造解析技術開発：水チャネル等の結晶性の良い膜タンパク質では、

高分解能での構造解析をさらに進める。ギャップ結合チャネルの変異体の分解能を向上

させ、ゲーティング機構の解明を目指す。ＨＫ－ＡＴ Pase 等の結晶性が不十分なもの

では効率的な解析システムの開発を目指す。また電子線トモグラフィー用システムの開

発を進展させる。 
② 核磁気共鳴法によるリガンド分子との相互作用解析技術開発：リガンドベース創薬デ

ザインのために、標的タンパク質とリガンド分子との分子間距離を正しく反映するＮＭ

Ｒ測定法を開発する。また細胞膜複合体相互作用解析のため、細胞内で標的タンパク質

とリガンド分子との相互作用解析を行うための in-cell ＮＭＲ測定法の高度化を行う。 
③ 高精度 in silico スクリーニング等のシミュレーション技術開発：ドッキング計算の

高精度化をさらに進展させ、特に Fragment Based Drug Development のためのＦＳ

ＲＧ法の改良と実証実験を行う。またＭＤ－ＭＶＯ法を改良・応用して非ペプチド性化

合物の探索を行うとともに、ＧＰＧＰＵなどを活用して高速性が発揮できるアルゴリズ

ム開発と実装を行う。 
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７．ｉＰＳ細胞等幹細胞産業応用促進基盤技術開発 ［平成２０年度～平成２５年度］ 
 ヒトｉＰＳ細胞等幹細胞の産業利用を促進することを目的として、京都大学大学院医学

研究科教授 鍋島 陽一氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
① 安全かつ効率的なｉＰＳ細胞作製のための基盤技術の開発 
 ｉＰＳ細胞の誘導に関わる新規因子（遺伝子及び化合物）の探索を行う。また、樹立

するｉＰＳ細胞が産業応用（創薬、再生医療）出来る安全性の高い細胞源とするために

新しい遺伝子導入技術の開発を行う。 
② 細胞の選別・評価・製造技術等の開発 

（１）ｉＰＳ細胞等の様々な多能性幹細胞胞の性質や特徴を評価し、選別するために有用

なマーカーの開発及びこれらを効率的に操作・検出する技術の開発を行う。 
（２）ｉＰＳ細胞等幹細胞を均一な性質と品質を保持したまま長期間、製造・維持・管理

を行い、利用者への供給を可能とするために必要となる細胞の安定供給技術の開発を行

う。 
③ ｉＰＳ細胞等幹細胞を用いた創薬スクリーニングシステムの開発 

（１）ｉＰＳ細胞等幹細胞から心筋細胞への高効率な分化誘導技術の開発を行う 
（２）ｉＰＳ細胞等幹細胞を活用した創薬スクリーニングシステムとして心毒性評価シス

テムを構築し、ヒト心筋細胞の機能検証に着手する。 
 
８．後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発 ［平成２２年度～平

成２６年度］ 
① 「後天的ゲノム修飾解析技術開発」 
 ヒストン修飾解析等に必要な解析用抗体を作成し、多種類のヒストン修飾や修飾因子

を系統的に解析する技術を開発する。また、質量分析法等を用いて、後天的ヒストン修

飾の組み合わせを微量の検体で測定可能な、高感度な解析基盤技術を開発する。後天的

ゲノム修飾を解析して得られる膨大な情報と既存の生命情報データから必要な情報を効

率的に抽出する、標準的情報処理技術を開発する。 
② 「後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける基盤技術開発」 
 どのような後天的ゲノム修飾の変化によってどのような後天的疾患が発生するか、疾

患と後天的ゲノム修飾の関連付けを行う。解析対象となるヒト臨床サンプルを効率的に

収集して疾患と正常の比較分析を行うことにより、疾患発症に関わる後天的ゲノム修飾

異常を引き起こす原因因子等を探索するとともに、新たな創薬・診断の標的候補分子を

探索する。 
③ 「探索的実証研究」 
 標的分子に対する後天的ゲノム修飾を再現性よく定量的に解析する手法を開発し、多

数の試験サンプルに対して適応可能な、高感度かつ高精度なハイスループットアッセイ

法を構築する。後天的ゲノム修飾と疾患とを関連づける創薬・診断の標的候補分子に対

し、これらの後天的ゲノム修飾を制御する因子を探索し、標的としての妥当性を検討す

ることにより、基盤技術としての有用性を実証する。 
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・医療技術分野 

【中期計画】 
 診断・治療機器の国内外における日本製品のシェア等について、大きな変動はないものの、内視鏡や

超音波関連の技術や機器の国際競争力は技術的に優位である。高齢化の進展する日本においては、充実

した医療による国民の健康の確保及び患者のＱＯＬ（生活の質）の向上が重要な課題となる。 
 第２期中期目標期間は、厚生労働省を始め関係省庁との連携の下、これまでに蓄積した知見を基に診

断機器や低侵襲治療機器の開発、標準化等成果普及のための環境整備に取り組み、早期医療の実現、再

生医療の実用化を目指す。また、診断・治療機器の一体化や高機能化、更にはナノテクや情報通信等の

先端技術との融合を図り、新たな「医薬工連携」領域となる基盤構築を進める。具体的には、分子イメ

ージング機器開発では、高精度な工学技術や手法、新規診断薬開発等を融合することにより、悪性腫瘍

等の早期診断を目指す。この開発では、空間分解能１ｍｍ以下のＤＯＩ検出器（深さ方向の放射線位置

検出器）を用いた近接撮像型部位別ＰＥＴ装置（乳房用プロトタイプ）の開発などを目標とする。ま

た、薬剤と外部エネルギーの組み合わせによる画期的な低侵襲治療システムを目指すＤＤＳ研究開発、

より低侵襲かつ安全な手術を可能とする診断治療一体型手術支援システムの開発等を進める。ＤＤＳ研

究開発では、従来型光増感剤の１／１０の濃度、及び１／１０の光エネルギー密度で従来型光線力学療

法（ＰＤＴ）と同等以上の抗腫瘍効果を達成する光線力学治療システムの開発などを目標とする。さら

に、再生医療分野では心筋、運動器等組織の構築を目指すとともに、製造プロセスの有効性・安全性に

かかる評価技術開発や、これら技術のＪＩＳ化を通じてＩＳＯ等への国際標準への提案を行う。この開

発では、細胞厚みを１μｍの精度で非侵襲的・継続的に計測する間葉系幹細胞の一次培養プロセスの計

測・評価装置の開発などを目標とする。 
 また、加齢や疾病等によって衰えた身体機能を補助できる社会参加支援機器等の研究開発を行う。加

えて、医療・福祉の現場にそれらの技術が円滑に導入されることを支援するためのデータ提供等や、機

械操作等人間の行動特性に適合させた製品技術に関する研究開発等を行う。 
 福祉用具の実用化開発については、第２期中期目標期間中に、広く社会への普及啓発を図るため、助

成事業終了後、その開発成果について、年間５事業者以上を展示会等のイベントを通じて広く社会へ紹

介すること等を行う。 

 
 
１．がん超早期診断・治療機器の総合研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 がんによる死亡率を低下させることを目的として、がん性状・位置等の情報を正確に

得るための超早期高精度診断機器システムと、その情報に基づく低侵襲な治療の可能性

を広げる超低侵襲治療機器システムを開発する。 

① 超早期高精度診断システムの研究開発 
（１）画像診断システムの開発 

悪性度の高いがんをより早期に診断するために必要な診断システム及び分子プロー

ブ等の開発を行う。 

（２）病理画像等認識技術の研究開発 
高効率な画像認識技術（画像パタン認識技術、画像パタン情報の共有技術等）の開

発を行う。 

（３）血液中のがん分子・遺伝子診断を実現するための技術・システムの研究開発 
診断結果向上のために、検体管理、品質評価等の検体処理プロセスの開発を行う。 

② 内視鏡下手術支援システムの研究開発 
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 病巣部等を可視化することにより医療従事者が扱いやすく、病巣部のみを精度高く摘

出して正常な臓器機能を可能な限り温存し患者の負担を軽減するインテリジェントな治

療機器を開発する。 

（１） リアルタイムセンシング技術 

（２） 情報処理技術 

（３） マニピュレーション技術 

（４） トレーニング技術 

③ 高精度Ｘ線治療機器の研究開発 
 Ｘ線出力を向上する技術や効率的な治療計画の作成及び治療検証補助技術の開発を通

じて、より効率的なＸ線治療装置等を開発する。 
（１） 小型高出力Ｘ線ビーム発生装置の開発 
（２） 動体追跡が可能なＸ線照射装置の開発 
（３） 治療計画作成支援技術の開発 
（４） 治療検証技術の開発 

 
２．次世代機能代替技術の研究開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 従来の医療技術では根治に至らない疾患の治療を可能とするため、細胞や生体材料、機

器等を用いて欠損した細胞・組織・機能を代替する機能代替技術を確立する。 
① 次世代再生医療技術の研究開発 

生体外での細胞培養を行わずに、生体内において幹細胞の分化誘導等を促進して組織

再生を促すデバイス等の研究開発を行う。また、この再生医療技術の有効性・安全性に

関する評価手法を確立するとともにこれらの標準化を図ることで、再生医療の産業化を

促進する。 

② 次世代心機能代替治療技術の研究開発 

小柄な体型にも適用可能な小型製品とし、血栓形成や感染を防ぎ、長期在宅使用が可

能な植込み型補助人工心臓を開発する。加えて、本プロジェクト終了後に臨床試験の実

施が可能な装置を完成させることを目標とし、機械的・電気的・生物学的有効性および

安全性を検証する。 

 
３．福祉用具実用化開発推進事業 ［平成５年度～］ 
 ［再掲：１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 （１）産業技術開発関連業務 （イ）研究開発の実施 ⅱ）実

用化・企業化促進事業 ③ 参照］ 
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② 生物機能を活用した生産・処理・再資源化プロセス技術 

【中期計画】 
 近年、原油価格の急騰などによる資源枯渇に対し、化成品等の化石資源由来物質の価格高騰が予想さ

れている。さらに、地球環境問題より、以前にも増して化石資源に依存しない環境負荷の少ない化成品

等の製造プロセスの確立や、処理システムの確立が求められている。すなわち、生物機能を利用したい

わゆる循環型産業システムの実現が強く望まれるようになってきている。 
 第２期中期目標期間中には、集約されつつある微生物、植物等に対しての基盤技術に関する知見を基

に、生物機能を利用した有用物質の生産基盤技術を構築するため、微生物機能を活用した高度製造基盤

技術や、植物を利用した工業原料生産技術開発に注力し、更なる技術の高度化、実用化を図る。具体的

には、例えば、高性能宿主細胞創製技術について生産性をプロジェクト開始時（平成１８年度世界 高

値）の２倍以上とすること、工業原材料生産代謝系の前駆体及び有用代謝物質が従来の１．２～２倍程

度に増量されたモデル植物を作出すること等を目標とする技術開発を行う。これら生物機能の利用につ

いては、食料、エネルギー等物質生産以外の分野との共通課題もあるため、新たな産業分野での生物機

能活用や省庁連携も視野に入れた研究開発を行う。また、循環型産業システムの実現のため、微生物群

の機能を活用した高効率型環境バイオ処理技術開発を行い、生物機能の高度化による廃水・廃棄物の高

効率化処理システムの実用化を目指す。 

 
 
１．微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 微生物機能を利用した有用物質製造技術を開発するため、東レ株式会社先端融合研究所

長 清水 昌氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
① 高性能宿主細胞創製技術の開発 
 遺伝子の大規模多重削除により、大腸菌、枯草菌、分裂酵母の三種に関し、遺伝子強

化・削減の効果を可能にするべく、遺伝子発現の時間的 適制御、タンパク質の機能発

現 適制御及び補酵素供給等のユーティリティ－機能増強を行い、物質生産上の特性を

大限に発揮できる細胞の創製を進める。 
② 微生物反応の多様化・高機能化技術の開発 
 非水系の有機溶媒耐性宿主細胞の有用性実証のため、宿主細胞に有用酵素遺伝子を導

入し難水溶性物質の変換試験を行う。高活性変異酵素による物質変換反応を律速する細

胞因子を同定し、酸素添加酵素反応系等を構築する。 
③ バイオリファイナリー技術の開発 
 草本系バイオマスの高効率糖化に利用可能なセルラーゼの新規糖化酵素の機能・構造

解析を進める。五、六炭糖の混合糖変換技術では、中央代謝系のキー代謝物から反応段

数の多い化合物の生産システムの構築を進める。膜利用発酵リアクターのベンチスケー

ル実証試験を進める。 
 

２．微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発 ［平成１９年度～

平成２３年度］ 
 省エネルギー効果が大きく高効率の廃水等処理を目指し、微生物群の構成や配置等を人

為的に制御する技術等を開発するために、大阪大学名誉教授 藤田 正憲氏をプロジェク

トリーダーとし、次の研究開発を実施する。 
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① 好気性微生物処理技術における特定有用微生物（群）を人為的に安定的導入・維持す

るための技術開発：下記１）、２）、４）、５） 
② 嫌気性微生物処理技術における特定有用微生物群を人為的に空間配置させ安定的に維

持・優占化するための技術開発：下記３）、４）、５） 
１）有用微生物群による高効率好気水処理技術の研究開発 
 担体のアルカリ処理法実証装置で有用菌の活性持続性の解明等を行う。 

２）高濃度微生物保持ＤＨＳリアクターによるリン回収技術の開発 
 ポリリン酸蓄積細菌の特性解析等を行う。 

３）高効率固定床メタン発酵の研究開発 
 実廃棄物による固定床メタン発酵槽の性能確認等を行う。 

４）嫌気性アンモニア酸化ＡＮＡＭＭＯＸプロセスを軸とした高効率窒素除去システム

の開発 
 部分硝化リアクターとＡＮＡＭＭＯＸリアクターの個々の 大窒素除去速度の検討

等を行う。 
５）バイオフィルム工学による微生物のデザイン化の研究開発 
 ＡＮＡＭＭＯＸ細菌のグラニュール形成機構の更なる解析等を行う。 
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＜２＞情報通信分野 
【中期計画】 
 誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ 大限に発揮することが可能とな

る高度な情報通信（ＩＴ）社会を実現するとともに、我が国経済の牽引役としての産業発展を促進する

ため、技術の多様性、技術革新の速さ、情報化に伴うエネルギー需要の増大といった状況も踏まえつ

つ、高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術、新製造技術、ロボット技術、宇宙産業高度化基盤技術

等の課題について、引き続き重点的に取り組むこととし、以下のような研究開発を推進するものとす

る。 

 
① 高度情報通信機器・デバイス基盤関連技術 

【中期計画】 
 電子・情報産業は、高度情報通信社会の構築にあたって中核となる産業であり、我が国の経済を牽引

する産業の一つと言える。当該分野は、技術の多様化、技術革新の早さといった特徴を有しており、欧

米諸国に加えアジア諸国も巻き込んだ厳しい国際競争が展開されている。 
 電子・情報産業を取り巻く環境としては、近年、情報ネットワークが拡大し、ユビキタス環境が進展

している。また、国際競争は一層の激化を見せており、国内外の産業再編も進展している。さらに、地

球温暖化対策としてＩＴ機器の低消費電力化や安全・安心の観点からのＩＴの役割、少子高齢化時代に

おけるＩＴによる生産性向上・成長力維持の必要性が増大している。 
 第２期中期目標期間においては、これらの外部環境の変化を踏まえ、今後も「高度情報通信社会の実

現」と、「ＩＴ産業の国際競争力の強化」を二大目標とし、高機能化（高速化、高信頼化、大容量化、

使いやすさ向上等）、省エネルギー化、生産性の向上といった各分野に共通の重要課題に取り組む。 

 
（１）半導体分野 

【中期計画】 
 半導体の微細化は第１期中期目標期間に引き続き、世界的に基本的潮流であるものの、設備投資・研

究開発投資の巨額化や微細化に伴う製品歩留まり・生産性の低下が懸念されており、総合生産性向上へ

の取組は不可欠である。他方、半導体製品の更なる性能向上を図る上で、二次元的な微細化のみなら

ず、もう一つの競争軸として三次元立体化に向けた世界的な取組が活発化している。三次元立体化技術

は我が国に優位性のある技術であるが今後各国との競争は熾烈化していくことが予想される。 
 第２期中期目標期間中には、引き続き微細化限界に挑戦し、ｈｐ３２ｎｍ（ｈｐ：half pitch，回路配

線の幅と間隔の合計の１／２）に対応する材料・プロセス基盤や設計技術等を確立するとともに、三次

元化技術への新たな取組等に挑戦し、微細化・三次元化の手段等による半導体性能の向上を図る。 

 
 
１．次世代半導体材料・プロセス基盤（ＭＩＲＡＩ）プロジェクト ［平成１３年度～

平成２２年度］ 
 情報通信機器の高度化、低消費電力化の要求を満たすＬＳＩ等を実現するため、半導体

の微細化に対応した半導体デバイスプロセス基盤技術を開発すること、特に、本プロジェ

クトの第三期としては、ｈｐ３２ｎｍ以細の技術領域の技術課題を解決し、超低消費電力

のシステムＬＳＩの実現のために必要な技術開発を行うことを目的に、株式会社半導体先

端テクノロジーズ代表取締役社長 渡辺 久恒氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研
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究開発を実施する。 
Ⅰ．次世代半導体材料・プロセス基盤技術開発 
研究開発項目①「新構造極限ＣＭＯＳトランジスタ関連技術開発」 
 微細な低消費電力・高電流駆動力トランジスタによるバリスティック効率の実証を行う。 
研究開発項目②「新探究配線技術開発」 
 平成２１年度をもって終了。 
研究開発項目③「特性ばらつきに対し耐性の高いデバイス・プロセス技術開発」 
 構造依存の特性ばらつきの物理的理解とモデリング技術の開発として、特性ばらつきに

対して耐性の高いデバイス基盤技術の開発を行う。また、外部擾乱依存の特性ばらつきの

物理的理解とモデリング技術の開発として、中性子線入射による電荷発生に起因する回路

誤動作の影響予測を示し、低誤動作の設計指針、トランジスタノイズに起因する回路誤動

作に対して耐性の高い回路設計指針を提示する。 
Ⅱ．次世代半導体露光プロセス基盤技術開発 
 研究開発項目④「次世代マスク基盤技術開発」においては、ＥＵＶリソグラフィによる

ｈｐ３２ｎｍ微細加工の実現に向け、マスクに許容される欠陥指標を策定するとともに、

マスク欠陥低減のためのブランクス位相欠陥検査技術の確立、マスク搬送・保管技術の確

立を行う。さらにマスクパターンの欠陥検査・修正技術開発において、ｈｐ３２ｎｍ微細

加工に要求される検査感度、修正精度の達成に目処を付ける。 
 研究開発項目⑤「ＥＵＶ光源高信頼化技術開発」においては、量産機(中間集光点出力

１８０Ｗ)におけるマスク・ミラー寿命(反射率低下１０％以下)が１年を明示できる汚染損

傷評価技術を開発する。さらに、量産機におけるマスク・ミラー寿命１年を実現できる高

信頼化技術(燃料デブリ等の拡散・流出防止技術、燃料回収技術、集光系構成部材等の熱

管理技術及びクリーニング技術)を確立するための基本技術を蓄積する。 
 
２．半導体アプリケーションチッププロジェクト（情報家電用半導体アプリケーション

チップ技術開発） ［平成１７年度～平成２２年度］ 
 情報家電用半導体アプリケーションチップに関し、平成１９年度に採択した１テーマを

実施する。 
① 携帯電話向け半導体回路の研究開発及びデジタル補聴器向け半導体回路の研究開発 
 補聴器向け半導体回路については、音量の調整機能を含めた特性確認用回路を試作し、

総合統制評価を行いつつ要素技術を確立し、目標が達成していることを確認する。 
 
３．次世代プロセスフレンドリー設計技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 設計と製造が統合された製造性考慮設計技術を重点的に組み込んだＬＳＩ設計手法を開

発することとし、民間企業等が実施する実用化開発を支援する。 
研究開発項目①「製造性考慮設計の基盤技術開発」 
 ストレス（拡散分離による応力）の影響度解析とトランジスタの配置調整により、歩留

まりが悪化しないように影響度を 小化する技術を開発する。 
研究開発項目②「製造性考慮設計の標準化技術」 
 製造性考慮設計技術をＬＳＩ設計フローとしてまとめあげ、ｈｐ４５ｎｍ世代に想定さ
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れる大規模データの実証実験を行い、標準設計技術を確立する。 
研究開発項目③「新技術事象に対する製造性考慮設計技術開発」 
 統合ばらつき考慮設計技術の効果を実証する。また、低消費電力対応である多電源サイ

ンオフ、ｈｐ４５ｎｍ世代でのサインオフコーナ数削減手法、統計的なタイミング解析を

組み合わせ、サインオフコーナ数、設計制約の 適化技術を開発する。クロックゲーティ

ング、ＲＴＬプロトタイピング、ＤＶＦＳ技術を組み合わせ、ＬＳＩ全体としての電力

小化技術を開発する。 
 
４．先端的ＳｏＣ製造システム高度制御技術開発 ［平成１９年度～平成２２年度］ 
 ウェハ単位のＳｏＣ製造制御を効率的に行うための新たな品質制御システム技術、Ｓｏ

Ｃ製造システム全体を統合的に制御し、コスト、ＴＡＴ（Turn Around Time）、歩留ま

り等に関し総合 適化を図るための統合制御システム技術、及びこれらの開発技術を製造

ラインに適用し有効に機能させるための実装技術を開発することを目的に、以下の研究開

発を実施する。 
研究開発項目①「ＳｏＣ製造統合制御システム技術の研究開発」 
 ウェハ単位の制御により、製造プロセス全体をリアルタイムで統合的に制御し、コスト、

ＴＡＴ、歩留まり等に関し総合 適化を図ることができる統合制御システム技術の開発を

目的として、平成２１年度に引き続き、以下の技術開発を行う。 
・装置有効付加価値時間を低下させ、工場の生産性を阻害する割り込み処理等の擾乱に対

処する制御機能を検証する。 
・コスト、ＴＡＴ、歩留まり等の製造性能間の相互依存関係に関する科学的モデル等を利

用し、総合 適化を図ることを可能とする制御システムの基本的な機能を開発する。 
・平成２１年度に作成したソフトウェア要求仕様書に基づき、製造プロセスの総合 適化

を図ることを可能にする制御システム技術を開発する。 
・平成２１年度に改訂したガイドラインを開発業務に適用した結果を反映させて完成させ

る。 
研究開発項目②「ＳｏＣ品質制御システム技術の研究開発」 
 製品構成やロットサイズ変動に追従する品質管理の手法（平成２０年度までに開発済）

により目標とする効果を上げる見通しを得る。 
研究開発項目③「ＳｏＣ製造制御システム実装技術の開発」 
 平成２０年度に作成した要件書に基づき、各開発技術の実装上の性能を机上あるいは試

作ライン等へ実装して評価し、導入上の問題がないことを確認する。 
 
５．立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 ［平成２０年度～平成２４

年度、中間評価：平成２２年度］ 
 三次元化技術により、新たな機能の発揮と飛躍的な性能向上を実現する立体構造新機能

集積回路技術を開発することを目的に、東京工業大学統合研究院教授 益 一哉氏をプロ

ジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「多機能高密度三次元集積化技術」 
（１）次世代三次元集積化設計技術の研究開発 
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・電気系三次元シミュレーターにおいて、現状に比較し２桁多いメッシュ数及び８倍の

信号幅の解析対象を、現状と同等の計算時間で解析するシミュレーションエンジンを

開発する。 
・三次元集積化における信号品質安定化技術、電源安定化技術を開発する。 

（２）次世代三次元集積化のための評価解析技術の研究開発 
・全体で３０万端子を有し、そのうち高速デジタル信号テスト端子においては１５Ｇｂ

ｐｓ以上の信号に対応可能な３００ｍｍウェハに対応するプローブ方式の基本技術を

開発する。 
・多端子プローブカードに関して非接触接続方式の実現可能性を検証する。 
・次世代三次元集積化のための熱評価解析技術及び積層接合評価解析技術を開発する。 
・１０μｍに薄化した３００ｍｍウェハの評価解析技術を開発する。 

（３）次世代三次元集積化設計技術及び次世代三次元集積化のための評価解析技術の有効

性実証 
・実用的なアプリケーションを想定した実証用三次元積層ＳｉＰ（実証デバイス）の第

一ステップとして、ロジックと超ワイドバスメモリの２チップ構成（ビット幅２ｋ本

以上、伝送能力１００ＧＢ／ｓｅｃ以上）とした実証デバイス＃１を試作し機能を検

証する。 
研究開発項目②「複数周波数対応通信三次元デバイス技術」 
（１）複数周波数対応可変ＲＦ ＭＥＭＳデバイスの研究開発 
・７００ＭＨｚ～６ＧＨｚに含まれる周波数帯域において、ＭＥＭＳデバイスのスイッ

チ、キャパシタ、インダクタを組み合わせ、可変アンテナ、可変インピーダンス回路、

可変フィルタの動作を実証する。さらに低損失及び小型化のための指針を示す。 
・複数周波数対応通信三次元デバイスの三次元積層構造での高周波回路実装技術を開発

する。 
・ＭＥＭＳデバイスにおいて、挿入損失５ｄＢ以下、通過帯域幅１０％の可変フィルタ

を開発する。 
・ＭＥＭＳデバイスにおいて、挿入損失２ｄＢのインピーダンスマッチング回路を開発

する。 
（２）複数周波数対応通信フロントエンド回路の研究開発 
・ＲＦ ＭＥＭＳデバイスを組み合わせ、複数の周波数帯域において通信可能なＭＣＭ

を作成しその動作を実証する。 
研究開発項目③「三次元回路再構成可能デバイス技術」 
（１）三次元回路再構成可能デバイスに関する三次元集積化技術の研究開発 
・三次元回路再構成可能デバイスを実現する三次元集積化技術のうちウェハ接合技術と

して、１ｍｍ２程度の面積を占める三次元集積化構造のコア間で、１，０００ピン以

上の接続を可能とするシリコン貫通ビア、バンプ構造等を開発し、２００ｍｍ径以上

のウェハを用いて実証する。 
・三次元回路再構成可能デバイスを実現する三次元集積化技術のうち高精度位置合わせ

技術を開発し、２００ｍｍ径以上のウェハ貼り合わせで、５μｍ以下の位置合わせ精

度を実証する。 
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（２）三次元回路再構成可能デバイスに関するアーキテクチャ及び設計技術の研究開発 
・三次元的な積層構造を利用した動的リコンフィギャラブルプロセッサのアーキテクチ

ャを開発し、論理設計を完了する。このアーキテクチャを用いた４層積層において、

二次元構成に比較して、消費電力当たりの性能が１．２５倍以上となることを実証す

る。 
・三次元的な積層構造を利用したＦＰＧＡを開発し、論理設計を完了する。このアーキ

テクチャを用いた４層積層において、二次元構成に比較して、消費電力当たりのゲー

ト数が１．２５倍以上となることを実証する。 
 
６．ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子デバイス技術開発 ［平成２

１年度～平成２３年度］ 

 次世代の電子デバイスのために「シリコンで培った微細化技術やデバイス原理をこれま

で同様に活用しながら、シリコンという材料の物理的限界を突破するための“新材料”、

“新プロセス”、“新構造”を実現する」半導体技術を、ナノテクノロジーを 大限に活用

することによって創生し、将来の産業応用への芽を見出すことを目的に、以下の研究開発

を実施する。 

研究開発項目①「シリコンナノワイヤ技術」 

 シリコンＣＭＯＳの微細化が進み、ゲート長が１０ナノメートル以下になった際に顕在

化する物理現象を積極的に取り込んだ高性能デバイス技術を開発する。具体的には、Ｓｉ

ナノワイヤＦＥＴの作製及び性能評価を行い技術課題を提示する。 

研究開発項目②「次世代メモリ技術」 

 新構造及び新材料により既存メモリを代替する技術を開発する。具体的には、立体構造

トランジスタＳＲＡＭにおける消費電力低減回路設計、新型相変化メモリ材料の高速性検

証、ナノギャップ不揮発メモリの構造微細化を行う。 

研究開発項目③「新材料技術」 

 新チャネル材料技術及び新材料評価技術を開発する。具体的には、化合物半導体チャネ

ルトランジスタの作製プロセス技術、カーボンナノチューブトランジスタのチャネル高品

質化技術、完全結晶Ｓｉウェハの原子空孔濃度面内分布の分析技術を開発する。 

 

７．極低電力回路・システム技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成２１年度

～平成２４年度］ 
 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、極低電圧技術と極低電力

無線通信技術を開発し、これら要素技術の主要部分を統合 適化する技術により、半導体

集積回路（ＬＳＩ）の低消費電力化を図る。同じ処理を行うための消費エネルギーを従来

技術に比べ１／１０以下に削減することを目的に、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「ロジック回路技術開発」 
・ゲートレベルばらつき考慮技術とロジック向け冗長回路技術及び、実行ゲート段数増加

技術と細粒度電源電圧制御技術に関して試作したＴＥＧの評価をもとに、４０ｎｍ Ｃ
ＭＯＳ技術でのロジック回路技術提案とＴＥＧ開発を行う。 

研究開発項目②「メモリ回路技術開発」 
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・ＳＲＡＭメモリ周辺回路を制御する高度アシスト回路及び、新規メモリセル構造に関し

て試作したＴＥＧの評価をもとに、４０ｎｍ ＣＭＯＳ技術でのメモリ回路技術提案と

ＴＥＧ開発を行う。 
研究開発項目③「アナログ回路技術開発」 
・デジタル制御による離散型回路に関して試作したＴＥＧの評価を基に、４０ｎｍ ＣＭ

ＯＳ技術でのアナログ要素回路技術提案とＴＥＧ開発を行う。 
・アナログＰＬＬ回路ブロックの設計を行い、ＴＥＧを試作する。ＴＥＧのジッタ性能を

測定してシミュレーション結果と比較し、評価を行う。 
研究開発項目④「電源回路技術開発」 
・適応型協調制御用０．５Ｖ電源システム仕様の詳細設計を行う。そして 適な昇圧と降

圧を組み合わせた電源回路アーキテクチャの詳細設計を行い、４０ｎｍ ＣＭＯＳ技術

での電源回路技術提案を行う。 
研究開発項目⑥「低電力無線/チップ間ワイヤレス技術」 
・低消費電力通信方式の回路設計を行う。 
 
８．次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成２

１年度～平成２４年度］ 
 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、次世代ＳｉＣスイッチン

グデバイスを用いたデータセンタや、その電力源としての分散型太陽光発電システムに用

いる電力制御機器実用化技術を確立することを目的に、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「ＳｉＣパワーデバイスを用いたデータセンタ用サーバ電源技術開発」 
 デバイス開発においては、開発中のＦＥＴの構造検討により閾値特性を改善し、ショッ

トキーダイオードの信頼性データを取得する。サーバ電源用回路開発として、高速駆動回

路と開発したデバイスを組み合わせてスイッチング速度を検証し、損失を評価する。さら

にサーバ電源システム開発として、実験回路を作製し信頼性と効率を評価する。 
研究開発項目②「ＳｉＣパワーデバイスを用いた太陽光発電用パワーコンディショナ技術

開発」 
 パワーコンディショナに組み込むフィルタの損失推定を精密化し、主回路を組み合わせ

た損失推定技術を高度化するとともに、高キャリア化した場合の効率のデータを蓄積する。

これらの知見を生かして数ｋＷ級の太陽光発電用パワーコンディショナのミニモデルを設

計・試作する。さらに、新たに評価設備を導入して前記ミニモデルの効率評価を行い、残

された課題を抽出して目標達成への見通しを明らかにする。また、デバイス開発として、

ＦＥＴの低オン抵抗化を進め、変換器試作に供給するとともに、信頼性評価も行う。 
研究開発項目③「次世代ＳｉＣパワーデバイス・電力変換器基盤技術開発」 
 熱応力試験、高温下通電試験、高温ダイシェアテストなどを進め、データを蓄積してデ

バイス温度２００℃～２５０℃を想定した高温実装や熱マネジメントの基本技術確立を図

る。得られた技術を利用して変換器の試作設計を行う。並行して、電力変換器の回路方式

や制御方式の工夫等の効果に関して試作検証試験を含む評価を行い、その改善効果を定量

的に示す。 
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（２）ストレージ・メモリ分野 

【中期計画】 
 メモリについては、低消費電力化、大容量データの蓄積など、情報家電の進展により、不揮発性メモ

リの必要性が増している。このため、従来型の揮発性メモリ（ＤＲＡＭ等）と比べ、不揮発性メモリ

（フラッシュメモリ）の市場が大きく増加しており、さらに、複数の新規不揮発性メモリの研究開発が

活発化している。 
 ストレージについては、情報家電・モバイルＰＣ向けの中小型（２．５インチ以下）高密度ＨＤＤを

中心に市場が拡大するとともに、国際的な業界再編等により高密度化技術競争が激化している。 
 以上のことから、ストレージ・メモリ分野は引き続き国際競争力の維持・強化を図っていくことが必

要である。 
 第２期中期目標期間中には、メモリについては、不揮発性メモリＭＲＡＭ（Magnetoresistive 
Random Access Memory，磁気抵抗メモリ）の更なる性能向上を目指し、大容量化・高速化のための技

術開発に取り組む。具体的には、第１期中期目標期間に開発したＭＲＡＭのメモリ容量に比べて１０倍

以上の高集積化を可能とするスピンＲＡＭ（電子スピンの特徴を利用したＭＲＡＭ）技術等を確立す

る。 
 ストレージ（ＨＤＤ）については、記録密度の向上及び省電力性の追求のための技術開発等に取り組

む。 

 
９．スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト ［平成１８年度～平成２２年

度］ 
 スピントロニクス技術が秘める不揮発性機能を始めとする情報通信分野における革新的

諸機能を実現するための基盤技術の確立及び実用化に向けたスピン不揮発性デバイス技術

の研究開発の推進を図ることを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所エレクトロニク

ス研究部門副研究部門長 安藤 功兒氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を

実施する。 
研究開発項目①「スピンＲＡＭ基盤技術」 
（１）低電力磁化反転ＴＭＲ素子技術 
 スピン注入磁化反転によりＤＲＡＭ並みの高速読み書きを安定して行うことができる

ＴＭＲ素子技術を開発し、ＣＭＯＳ回路との整合をとった０．００５μｍ２微細ＴＭＲ

素子集積アレイによるスピンＲＡＭの動作を実証する。 
研究開発項目②「スピン新機能素子設計技術」 
（１）新ストレージ・メモリデバイス設計技術 
 単一磁壁で１００ｍ／ｓの移動速度を低電流で実現する技術を開発するとともに、集

積アレイによる新機能メモリの動作の実証を行う。 
（２）不揮発性スピン光機能素子設計技術 
 平成２０年度をもって終了。 

（３）スピン能動素子設計技術 
 スピントルクを用いたスピントランジスタにおいては室温において２以上のファンア

ウトの実現、ハーフメタルを用いたスピントランジスタにおいては２K において１０

００以上の磁化による電流Ｏｎ／Ｏｆｆ比の実現とその室温動作のための条件の明確化

を行う。 
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１０．超高密度ナノビット磁気記録技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト） ［平成

２０年度～平成２４年度、中間評価：平成２２年度］ 
 本プロジェクトは、グリーンＩＴプロジェクトの一環として、ＨＤＤの記録密度を向上

させるための技術開発に取り組み、ＩＴ機器の大幅な省エネルギーの達成等を目指すこと

を目的に、株式会社日立製作所研究開発本部主管研究長 城石 芳博氏をプロジェクトリ

ーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「超高密度ナノビット磁気媒体技術の研究開発」 
 面積２００ｎｍ２程度、位置精度±７ｎｍ以下でナノビットを形成する。２．５Ｔｂｉ

ｔｓ／ｉｎｃｈ２のナノビットで磁化反転を制御する。１００トラックの表面凹凸を±１

０ｎｍ以内に平滑化。エネルギーアシスト対応の非磁性材料、表面保護材、潤滑剤などを

開発する。 
研究開発項目②「超高性能磁気ヘッド技術の研究開発」 
 ５ｋＯｅ以上の磁場を発生する素子技術の確立。磁場とアシストエネルギーの位置合わ

せ込みの基本技術を確立する。高感度／高ＳＮＲの再生原理・素子構造を検討する。ヘッ

ドが１０ｎｍ以下で安定浮上し、２．５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２で記録再生可能か検証。 
研究開発項目③「超高精度ナノアドレッシング技術の研究開発」 
 ヘッドが７ｎｍ以下で安定浮上し、円周方向・動径方向共に１０ｎｍ以下の精度で動的

位置制御可能か確認する。シミュレーションの開発を進め、ナノアドレッシング実現に向

けた開発手段・方向性を明確化する。 
研究開発項目④「ハードディスクドライブシステム化技術の研究開発」 
 個別要素技術を２．５Ｔｂｉｔｓ／ｉｎｃｈ２レベルで達成し、シミュレーションを整

備し、 終目標に向けた研究開発の手段と方向性を確認する。 
 
１１．高速不揮発メモリ機能技術開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 
 情報処理が不要な時の消費電力を大幅に削減できる革新的な超低消費電力情報機器の実

現を目的に公募により実施者を選定し、必要に応じてプロジェクトリーダーを指名して、

以下の研究開発に着手する。 
研究開発項目①「高速不揮発メモリの開発」 
 不揮発システムの要となる、高性能かつ極低消費電力動作可能な高速不揮発メモリを実

現するための新規メモリ材料の探索とその基本性能評価、及び要素プロセスの開発を実施

する。 
研究開発項目②「不揮発アーキテクチャの研究開発」 
 高速不揮発メモリを活用し、情報通信機器等での使用を想定したアーキテクチャ等の仕

様を提示する。 
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（３）コンピュータ分野 
【中期計画】 
 コンピュータ分野においては、ユビキタス化の進展に伴い、コンピューティング機器の小型化・多様

化・分散化が進展し、組み込みコンピュータやサーバシステムの市場が拡大している。また、ＣＰＵ

（Central Processing Unit，中央演算処理装置）、サーバシステムの高性能化の追求から、低消費電力

化と電力対性能比の改善へと競争軸が変化している。さらに、システムの信頼性向上や開発効率の向上

も求められている。 
 第２期中期目標期間中には、信頼性・セキュリティ、開発効率の向上に寄与する技術、３０ＧＯＰＳ

／Ｗ（Giga Operation Per Second／W）程度の電力対性能比を実現するマルチコア技術の開発等に取

り組む。 

 

 
（４）ネットワーク分野 

【中期計画】 
 通信ネットワークの状況を見ると、トラヒックはますます増大し、既存ルータの機能的限界が顕在化

している。また、データセンタにおいて要求される処理能力の高まり及び消費電力の急増といった問題

が顕在化している。 
 第２期中期目標期間中には、第１期中期目標期間において確立した革新的光デバイス技術等を基礎と

して、エッジルータ機器については信号処理速度１００Ｇｂｐｓ以上、ＬＡＮ－ＳＡＮシステムについ

ては伝送速度４０Ｇｂｐｓをベースとして１６０Ｇｂｐｓ伝送を可能とする高効率ネットワーク機器・

システムの実現に向けた研究開発等に取り組む。 

 
１２．次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 次世代ネットワークにおける省電力化・大規模化・超高速化というニーズに応えること

を目指した光インターフェースや光デバイス等の基盤技術開発及びシステム化技術開発の

推進を目的に、東京大学大学院情報理工学系研究科教授 浅見 徹氏をプロジェクトリー

ダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 
（１）省電力・高性能光インターフェース（Ｉ／Ｏ）開発 
 試作した４０ＧｂＥインターフェース変換ＬＳＩ ＴＥＧ回路の動作信号速度特性等

の確認を行う。並行してＬＡＮ／ＷＡＮ変換ＬＳＩ、４０ＧｂＥインターフェース変換

ＬＳＩ、４０Ｇｂｐｓ級波長変換技術などを組み合わせたＬＡＮ／ＷＡＮ間信号変換シ

ステム化技術の総合デモンストレーションの検討を行う。 
（２）超高速ＬＤの技術開発 
 ＡｌＧａＩｎＡｓ系単一モードレーザは、高温での動作電流低減に向けてＤＦＢ活性

領域の両端にＤＢＲ反射鏡を集積したレーザーのデバイス改良を実施する。量子ドット

レーザは、高温特性改善に向けた量子ドット結晶改良とデバイス構造検討を進める。水

平共振器面出射型レーザーは、短共振器型レーザー素子の試作評価結果と集積レンズの

高位置精度アライメント技術で、２５Ｇｂｐｓ高速動作に適した短共振器型レーザー素

子の４チャネル集積化を検討する。 
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（３）小型・集積化技術開発 
 高感度光受信デバイスと受信アンプ回路は、光信号接続によるルータ内結合構造の開

発に統合して行う。 
 ハイブリッド集積化超高速光スイッチは、高性能化と小型モジュール化を行い、ＯＴ

ＤＭ－ＮＩＣ用素子としての動作確認を行う。 
 半導体増幅器（ＳＯＡ）の４チャネルアレイ素子は、チャネル間の相互熱干渉による

利得低下などの技術課題を検討する。 
 波長変換器は、光出力変動をモニタするフォトダイオード（ＰＤ）、変動に応じて入

力光レベルを調整できるようにする半導体光増幅器（ＳＯＡ）、を集積した光モジュー

ルを開発し、ダイナミックレンジ拡大フィードバック回路の開発・実証を行う。 
（４）超電導回路技術開発 
 リアルタイムオシロスコープ実現に向け、開発したＡＤ変換統合回路をベースに、使

用するジョセフソン接合の臨界電流密度増加による高速化や回路の改良を行い、５ビッ

トＡＤＣの５０ＧＳ／ｓ動作を実現する。また、データ入力部分の高周波設計を改良し、

入力帯域向上を行う。さらに、ＡＤ変換出力を外部に読み出すための速度変換を行うＳ

ＦＱシフトレジスタ回路の開発を行う。 
研究開発項目②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」 
（１）大規模エッジルータシステム化技術開発 
 大規模エッジルータは、光信号接続のルータ内結合を前提としたルータ装置を試作す

る。ルータ内光結合構造を試作するとともに、ルータ装置全体を制御するための制御機

構の設計と試作を行う。 
 ルータ内光結合構造は、受信アナログフロントエンド回路と多重・分離回路とを一体

集積した電子回路、送信ドライバ回路、高速反射構造光受光デバイス、水平共振器面出

射型レーザーを光インターフェース基板上に組み込み、１０ｍｍ角程度の超小型サイズ

のルータ内結合用光受信、送信モジュール構造を試作し、これを用いて光伝送機能を実

証する。 
（２）超高速ＬＡＮ／ＳＡＮシステム化技術開発 
 超高速ＬＡＮ－ＳＡＮシステムに適用する小型４０Ｇ光ＮＩＣの特性改良を進める。

システム適用では、電気、光インターフェースの仕様検討を実施し、接続特性の検証を

行い、ＬＡＮ－ＳＡＮ伝送デモの準備を行う。超高速光スイッチを用いてＯＴＤＭ送信

装置を増設し、超高速光ＬＡＮ上での切り替え技術の開発を行う。ＳＨＶ信号（７２Ｇ

ｂｐｓ）と２つの４３Ｇｂｐｓ信号とを相互に変換する多重・分離回路を基板実装し、

機能を確認する。 
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（５）ユーザビリティ分野 
【中期計画】 
 ＩＴ情報機器関連では、近年、ますますインターネット・ブロードバンドが浸透するとともに、携帯

情報端末が普及し、ユビキタス社会化が進展している。これに伴い、セキュリティの確保など安全・安

心を中心とした新たな社会的課題が登場してきている。 
 ディスプレイ関連では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）が引き続き

薄型平面ディスプレイ（ＦＰＤ）市場の主流をなしており、韓国・台湾との競争が激化している。これ

からの大画面ＦＰＤについては、高精細化・高画質化・低消費電力化などの高付加価値機能搭載、薄型

化が進むと考えられる。有機ＥＬについては、小型ディスプレイ搭載デバイスが既に事業化されてお

り、市場は今後も堅調に拡大する見通しであるが、大型化に向けては開発リスクの高い技術課題が残さ

れている。 
 第２期中期目標期間中には、ＩＴ情報機器関連では、コンシューマ、ビジネスユーザからサービス提

供業者までを含め、ユビキタス社会において、ＩＴ機器を活用するためのインターフェース技術やセキ

ュリティ技術等の「人中心型利用技術」の開発を推進する。 
 ディスプレイ関連では、第２期中期目標期間中に、大画面・高精細・高画質でありながら従来比（平

成１８年度時点）１／２以下の低消費電力化を実現するＬＣＤ技術、新たなパネル材料を用いて年間消

費電力量を従来比（平成１８年度時点）２／３以下にできるＰＤＰ技術の開発等を推進する。また、Ｌ

ＣＤ・ＰＤＰを性能面で上回る大型有機ＥＬディスプレイの開発等を推進する。 

 

１３．低損失オプティカル新機能部材技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 動作原理に近接場光を用いる低損失オプティカル新機能部材の基盤技術、材料・加工技

術、光学特性評価技術、低損失偏光制御部材の開発を行うことを目的に、東京大学大学院

工学系研究科教授 大津 元一氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施す

る。 
研究開発項目①「基盤技術研究開発」 
（１）ナノ構造部材数値解析シミュレーション技術 
 平成２０年度までに開発した数値解析手法の研究開発項目②（１）への導入を図るこ

ととし、本開発は完了とする。 
（２）ナノ構造部材作製技術 
 電子ビーム露光技術、ＲＩＥ技術、ＭＢＥ技術、ウェットプロセス、多層化技術、近

接場光加工技術や材料技術等を組み合わせ、数十ｎｍレベルの偏光板等、オプティカル

新機能部材の仕様に対応した材料と加工精度のナノ構造部材作成技術を開発する。 
（３）ナノ構造部材評価技術 
 ナノ構造部材に発現する近接場光の特性を理解するために、高分解能のラマン分光法

等を開発し、１００ｎｍ以下の分解能を持つ二次元プラズモン評価技術を開発する。 
（４）ナノ構造部材オプティカル新機能応用技術 
 ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理とするオプティカル新機能部材を

検討し、機能を確認するとともに、近接場光を信号キャリアとする、波長変換素子の動

作確認を行う。 
研究開発項目②「ナノ構造を用いた偏光部材研究開発」 
（１）ナノ構造を用いた偏光制御部材設計技術 
 研究開発項目①の「基盤技術研究開発」における近接場相互作用の数値解析シミュレ
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ーション技術を応用し、近接場相互作用によりナノ構造に生じる電気双極子の集合を近

似的に表現するモデル化を行い、解析的手法に基づく局所領域の光学特性計算が可能な

計算手法を開発し、偏光制御部材の材料、構成・構造、寸法等を 適設計する。 
（２）ナノ構造を用いた偏光制御部材作製技術 
 電子ビーム露光・フォトリソグラフィー技術、ＲＩＥ技術、薄膜作製技術や材料技術

などを組み合わせて、ナノ構造の偏光制御部材を作製し光学特性･機能を評価し、赤色、

青色、緑色それぞれの波長領域において透過率７５％、消光比１：２０００（３３ｄ

Ｂ）が得られる偏光制御部材を試作し、機能を実証する。 
 
１４．次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発 ［平成１９年度～平

成２２年度］ 
 低消費電力を実現する次世代大型プラズマディスプレイに係る民間企業等が実施する実

用化開発を支援する。 
研究開発項目①「パネル構成材料技術開発」 
 プラズマディスプレイの低電圧放電を実現する新しい高γ保護膜材料を探索し、実用化

可能であることを示す。 
研究開発項目②「プロセス・設備技術開発」 
 ①で得られた新規高γ保護膜材料を用いて、５０型以上の大型パネル用設備実用化に向

けたプロセス・設備条件を明確にする。 
研究開発項目③「パネル設計・駆動技術開発」 
 ①の新規高γ保護膜材料に適したセル構造と放電制御技術を確立し、高精細・高Ｘｅ条

件下において、ＭｇＯ保護膜を用いた現行技術による駆動電圧と比較して駆動電圧を１／

２に低減する。さらにアドレス放電特性を解析し、新規高γパネルにおける駆動制御設計

法を確立する。 
 上記の研究開発項目①～③で得られた成果によって、５０型フルＨＤパネルの年間消費

電力量を２／３以下に低減できることを示す。 
 
１５．次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発 ［平成１９年度～平成２

３年度］ 
 低消費電力を実現する次世代大型液晶ディスプレイに係る民間企業等が実施する実用化

開発を支援する。 
研究開発項目①「装置技術及びプロセス技術の開発」 
 新規成膜装置技術では、成膜メカニズムの解析結果と膜質改善指針に基づき更なる高品

質化の取り組みを行う。また、装置大型化に関する要素技術の検討を行う。新規ウェット

洗浄装置技術開発では、洗浄力の評価結果に基づき洗浄システム構成を決定する。また、

新規露光装置技術開発では、新規位置合わせ方式と本露光方式の要素技術を融合した露光

システム技術を構成して露光装置としての基本的な動作検証を実施する。プロセス技術開

発では、膜質分布等の改善を含めた更なる 適条件を確立するとともに高性能ＴＦＴ構造

決定と、その製造プロセス条件を確立する。 
研究開発項目②「画像表示技術の開発」 



44 

 人間工学的画像評価と液晶テレビの光学指標値の関係の解析結果ならびに試作・評価結

果に基づき、ガイドライン作成提案に向けたユーザー調査の継続ならびに画質要求特性を

引き続き評価する。一方、高速・広視野角・高コントラストを実現する新規モードのため

の材料開発は、３年間の取り組みを以て終了する。 
研究開発項目③「高効率部材の開発」 
 ＬＥＤバックライト評価方法について、輝度むら、色むらの測定結果と主観評価結果を

纏め上げ、むらの定量評価手法として確立する。また、高い光利用効率を有するパネルモ

ジュールを実現するための光の指向性制御を適用したバックライトシステムの実用化課題

抽出ならびにその解決方法の策定を行う。 
 
１６．次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト） 

［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：平成２２年度］ 
 大型有機ＥＬディスプレイを実現する共通基盤技術開発に取り組み、ディスプレイ機器

の大幅な省エネルギーの達成等を目指すことを目的に、ソニー株式会社業務執行役員ＳＶ

Ｐ、コアデバイス開発本部 ディスプレイデバイス開発部門 部門長 占部 哲夫氏をプロ

ジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 
 有機膜に損傷を与えずに電極形成する製造プロセスを絞り込む。また、電極の可視光損

失率及びシート抵抗値を低減させるための材料・構造の候補を絞り込み、上述の製造プロ

セス技術が適用可能であることを示す｡ 
研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 
 有機膜や電極に損傷を与えずに、封止膜を均質に製膜する方法の候補を絞り込む。また、

高バリア性・高透明性を両立しうる材料候補を絞り込み、上述の製造プロセス技術に適用

可能であることを示す｡ 
研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 
 大面積にわたって均一な有機膜を製膜するための方法を絞り込み、 終目標に向けた取

り組みの方向性を明確化する。 
研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 
 上記①②③の個別要素技術がＧ６サイズ（１，５００ｍｍ×１，８５０ｍｍ）以上の基

板に対して適用可能であることを示すための検証方法を具体化する。 
 
１７．次世代高効率・高品質照明の基盤技術開発 ［平成２１年度～平成２５年度］ 
 高効率（１３０ｌｍ／Ｗ以上）・高品質（平均演色評価数８０以上）、かつ低コスト（寿

命年数及び光束当たりのコスト０．３円／ｌｍ・年以下）の次世代照明を実現するための

基盤技術開発を行い、次世代照明の早期普及を図ることで、照明機器の省エネルギー化に

貢献し、地球環境の温暖化抑制につなげることを目的として、以下の内容を実施する。 
研究開発項目①「ＬＥＤ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発」 
・窒化物等結晶成長手法の高度化に関する基盤技術開発、又は基板の応用によるデバイ

ス技術の開発を行い、５～１０ｍｍ角サイズの結晶において発光効率１７５ｌｍ／Ｗ

以上、平均演色評価数８０以上の達成可否の検証実施 
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研究開発項目②「有機ＥＬ照明の高効率・高品質化に係る基盤技術開発」 
・発光面積１００ｃｍ２以上で発光効率１３０ｌｍ／Ｗ以上、平均演色評価数８０以上、

輝度１，０００ｃｄ／ｍ２以上、輝度半減寿命４万時間以上の有機ＥＬ照明実現の技

術課題の明確化 
・理論解析・光学シミュレーション等により実現方式の光学設計により上記数値目標を

達成するプロトタイプの試作 
・高効率な製造プロセス実現に必要とされる要件の明確化及び検証 

 
 
② 新製造技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ① 新製造技術 参照］ 
 
 
③ ロボット技術［後掲：＜６＞新製造技術分野 ② ロボット技術 参照］ 
 
 
④ 宇宙産業高度化基盤技術 

【中期計画】 
 宇宙開発は研究開発中心から利用・産業化の時代に移行しつつあるが、当該分野における中国やイン

ドの急速な台頭もあり、国際競争は一層激化している。 
 第２期中期目標期間においては、国内産業全般への幅広い波及効果を狙い、宇宙の産業利用促進のた

めの基盤技術（リモートセンシング技術等）、及び、宇宙機器産業の国際競争力強化のための基盤技術

（小型化・即応化・軽量化・高機能化・低コスト化・短納期化技術、民生部品の宇宙転用技術、ロケッ

ト設計合理化技術、高信頼性化技術等）の開発を行う。例えば民生部品の宇宙転用技術については、第

２期中期目標期間中に、宇宙実証衛星への適用数を３０種以上とすること等を目標とする。 

 
 
１．宇宙等極限環境における電子部品等の利用に関する研究開発 ［平成１１年度～平

成２６年度］ 
 宇宙、深部地中等の過酷な環境で使用する機器のコスト引き下げ、機能の高度化及び開

発期間短縮を図るため、我が国で現在使われている安価で高機能な民生部品・民生技術を

選び、地上模擬試験及び宇宙実証試験を行うことにより、過酷な環境で使用するための民

生部品・民生技術の選定技術及び検証技術の検証を行うため、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「民生部品・民生技術の極限環境適用技術」 
 民生部品の品種毎の放射線耐性予測方法確立のため、宇宙放射線環境モデルの検討を継

続して実施する。実証衛星２号機に搭載した民生部品の宇宙実証結果と地上評価試験結果

との比較検討を開始する。 
 宇宙実証試験としては、実証衛星２号機用運用管制システムを軌道上運用に供する。実

証衛星２号機の打上げに必要な作業を行い、打上げを実施する。打ち上げられた実証衛星

２号機の軌道上運用を開始する。実証衛星２号機に搭載されている民生部品・民生技術の

地上試験結果、実験装置の開発成果、宇宙実証成果等を総合的に分析し、民生部品・民生

技術を極限環境で使用するための民生部品・民生技術選定評価ガイドライン、民生部品・



46 

民生技術適用設計ガイドラインの第２次案の策定を継続する。 
 低コストかつ短期間で宇宙実証試験を実施するために、１００ｋｇ級の実証衛星３号機

の開発計画を立案するとともに、公募により実施者を選定し基本設計を開始する。 
研究開発項目②「極限環境で使用する機器等の開発支援技術」 
 引続き実証衛星開発へ適用し、有効な活用を図るとともに効果の確認を完了する。 
 
２．次世代輸送系システム設計基盤技術開発 ［平成１４年度～平成２３年度］ 
 商業ロケット市場における我が国宇宙産業の競争力を確保するため、ロケットのユーザ

ーである衛星とのミッションインテグレーション作業効率化を図り、ミッションインテグ

レーション期間を短縮するための基盤技術（ミッション対応設計高度化技術）を確立する

ことを目的とし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目「ミッション対応設計高度化技術の研究開発」 
（１）「ミッション対応設計情報一元管理技術」において、実証試験を行い完了する。 
（２）「ミッション解析情報設定技術」において、実証試験を実施する。 
（３）「打上げ当日ミッション解析・評価システム」において、付随するソフトウェアツ

ールを製作し、試験装置を用いた事前確認を行う。 
（４）「飛翔中データ取得・機体評価技術」において、付随するソフトウェアツールの部

分製作を行い、実証試験モデル・データの製作を行う。 
 
３．高性能ハイパースペクトルセンサ等研究開発プロジェクト ［平成１９年度～平成

２５年度］ 
 資源探査、環境観測、災害監視、農林業等、今後地球観測データユーザーのニーズの拡

大が期待される応用分野において、広い観測幅による観測頻度の改善、高い波長分解能に

よる識別能力の向上を可能とする世界トップレベルの高性能な衛星搭載型ハイパースペク

トルセンサ及びマルチスペクトルセンサの開発を行うことを目的に、東京大学大学院工学

系研究科教授 岩崎 晃氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「センサシステムの開発」 
（１）ポインティング、データ圧縮機能の基本設計 
 ポインティング、データ圧縮機能に関する基本設計を行う。その設計結果について審

査を実施し妥当性を確認する。 
（２）センサシステムの詳細設計 
 平成２１年度に引き続き以下の詳細設計を行う。 
ア）要求仕様を満足するセンサシステムの詳細設計を実施する。 
イ）実証実験を行う搭載衛星との間のインターフェース設計を実施する。 
ウ）開発計画の維持、改定を実施する。 

（３）評価モデルの開発 
 平成２１年度に引き続き以下の評価モデルの開発を行う。 
ア）熱構造モデルの設計・製作 
 熱構造モデルの製作を行い、試験・評価を行う。 
イ）機能評価モデルの設計・製作 
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 機能評価モデルの製作を行い、試験・評価を行う。 
研究開発項目②「実証実験による検証」 
 平成２１年度に引き続き宇宙実証用のフライトモデルの設計・製作を行う。 
研究開発項目③「技術動向調査及び市場動向調査」 
 平成２１年度に引き続き、国内外の事業として地球観測事業のセンサ開発、校正検証、

運用、データ配布を行う先行事例も踏まえ、本センサによる地上運用、校正検証、観測デ

ータの配布・普及の方策及び体制等について検討する。また、事業化に向けた障壁、必要

な前提条件、具体的なビジネスモデル等について検討する。 
 本センサに関する運用体制やデータ利用・普及を推進するため、本プロジェクト外にミ

ッションチームが設立された。当該チームに対して必要なデータを提供する。さらに当該

チームと協力しハイパー／マルチ両センサの協働に関する検討を行う。 
 
４．小型化等による先進的宇宙システムの研究開発 ［平成２０年度～平成２５年度］ 
 国際競争力の強化のため、我が国の強みである民生部品及び民生技術等を適用した高機

能、低コスト、短納期な、小型化等による先進的宇宙システムの開発技術を確立すること

を目的として、以下の研究開発を行う。 
（１）先進的な宇宙システム開発アーキテクチャの確立 
 平成２０年度、平成２１年度に策定した各基準や方針、考え方を開発中のバスシステ

ム開発に可能な範囲で適用するとともに、その維持改定を実施する。またさらに開発中

のバスシステムに留まらず将来のビジネス展開する小型衛星に適用可能な基準、方針、

並びに考え方を策定する。 
 また、先進的な宇宙システムに使用する民生部品について、シングルイベント耐性評

価を継続し実施する。 
（２）標準的小型衛星バスの開発 
 衛星バスの開発並びにミッション機器インテグレーションを含む衛星システム開発を

継続して実施する。平成２０年度に実施した設計結果に基づき、開発モデル（ＥＭ）を

製作し、試験を実施する。その他の搭載機器フライトモデル及び搭載ソフトウェアにつ

いては設計・製造・試験を実施する。 
（３）搭載ミッション機器の開発 
 平成２０年度に実施した設計結果に基づき、地球観測ミッション系の光学センサ系、

ミッション制御部及び直接伝送系フライトモデルの製造・試験を実施する。また、追加

するデータ通信の暗号化機能に関する設計を開始する。 
 
５．超高分解能合成開口レーダの小型化技術の研究開発 ［平成２２年度～平成２５年

度］ 
 国際競争力の強化のため、我が国の強みである民生部品及び民生技術等を適用した高機

能、低コスト、短納期な、小型超高分解能合成開口レーダの開発技術を確立する目的で、

公募により実施者を選定し、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「超高分解能合成開口レーダの小型化技術の研究開発」 
小型衛星バスに搭載可能な、小型超高分解能合成開口レーダの開発を行う。本合成開口
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レーダにより実現されるミッション性能は、国際競争力を有するように諸外国の合成開口

レーダ並びに合成開口レーダ搭載小型衛星と同等レベル以上の性能を目標とする。さらに

小型超高分解能合成開口レーダを搭載する小型衛星を開発する。 
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＜３＞環境分野 
【中期計画】 
 平成１７年２月の京都議定書の発効を受け、温室効果ガスの排出抑制の一環として地球温暖化係数の

低いフロン代替物質の工業的合成技術開発、ノンフロン化の技術開発を実施してきた。これらの技術開

発及び成果普及を通じて、地球温暖化対策推進大綱での目標である９５年比で＋２％以下の削減目標を

達成できることが明らかとなり、さらに京都議定書目標達成計画では＋０．１％以下という厳しい目標

を掲げられた。 
 また、３Ｒ分野では、循環型経済社会システムの構築に向け、着実な改善が見られる等対策の効果が

現れてきている。 
 第２期中期目標期間中においては、環境保全を図りつつ資源・エネルギーの効率的利用を促進する持

続可能な社会構築を実現するとともに、健康の維持や生活環境の保全を図り将来にわたって生活基盤と

産業基盤を両立させていくことを目指して、温暖化対策技術、３Ｒ関連技術、輸送系低環境負荷技術等

の課題に重点的に取り組むため、以下の研究開発等を推進する。 

 
 
① フロン対策技術 

【中期計画】 
 代替フロンについては、より厳しい排出削減目標値を設定されており、温室効果の低い物質の開発と

ともに、その普及や代替フロン等３ガスの排出抑制設備の導入・実用化支援事業等、京都議定書第１約

束期間の目標達成に直接貢献することが求められている。 
 第２期中期目標期間では９５年比で代替フロン等３ガスを＋０．１％以下にするという目標達成に貢

献するべく、温室効果の低いフロン代替物質の合成技術の開発成果等の一層の普及に力を注ぐととも

に、冷凍空調分野、断熱材分野でのノンフロン化の技術開発を促進し、京都議定書第１約束期間のみな

らずポスト京都議定書を見据えたフロン排出削減技術開発事業を展開する。さらに、我が国が開発した

効率の良い温室効果ガス排出削減技術の海外移転を促進し、我が国が地球規模での地球温暖化対策防止

に貢献できるようリーダーシップを発揮することを目指す。 

 
１．ノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発 ［平成１７年度～平成２２年度］ 
 オゾン層の破壊及び温室効果等の環境影響が少ないノンフロン型冷媒を用い、かつ省エ

ネルギー性に優れ市場的にも有効である安全・安心・快適な冷凍空調システムの開発を目

的に、東京大学新領域創成科学研究科教授 飛原 英治氏をプロジェクトリーダーとし、

以下の研究開発を実施する。 
 平成２２年度は平成２１年度までの研究開発を進展させる他、助成事業として研究開発

項目「業務分野におけるノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」についての実用化研

究を新たに公募し、下記研究開発項目ごとにノンフロン型冷媒の適用検証・試作機～実証

試験等を主に、 終目標達成を目指して実施する。 
研究開発項目①「住宅分野におけるノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」 
 ＲＡＣについてはノンフロン型冷媒の適用に係る材料及び冷凍機油の適合性評価、油添

加剤の探索、単体性能試験、冷媒変更試験、ユニット適正化検討、性能評価試験機を試作

し評価試験を開発する。 
研究開発項目②「業務分野におけるノンフロン型省エネ冷凍空調システム開発」 
 ターボ冷凍機、大型チリングユニット等の業務用冷凍空調機器へのノンフロン型冷媒の
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適用に係るヒートポンプサイクルのシミュレーション、要素機器試験、ドロップイン試験、

適合性評価等による性能検証及びシステム効率向上の先導的な研究開発を実施する。 
研究開発項目③「実用的な運転モード及び評価手法並びに安全基準の構築」 
 上記①～②の成果評価に資するべく、開発製品の総合環境性能評価、候補冷媒の燃焼特

性試験、暴露評価、熱物性特性の計測、実験式作成、シミュレーション及び性能評価試験、

冷媒の使用実態及び漏洩実態を調査し冷媒管理システムの開発等により候補冷媒のライブ

ラリー構築、リスク評価を実施する。 
 
２．革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト ［平成１９年度～平成２３年

度］ 
 高分子素材の発泡等による断熱材分野において、平成２３年度までに、現状のフロン系

硬質ウレタンフォームと同等以上（熱伝導率λ≦０．０２４Ｗ／ｍ・Ｋを目安）の断熱性

能を有し、かつ、実用化、市場化に際して経済性を考慮した上で、従来技術と比肩して優

位性のある性能・特徴を有する革新的なノンフロン系断熱技術を確立するための技術課題

を解決することを目的に、京都大学大学院工学研究科教授 大嶋 正裕氏をプロジェクト

リーダー、ウレタンフォーム工業会専務理事 横山 茂氏をサブプロジェクトリーダーと

し、以下の研究開発を実施する。 
 下記研究開発項目①、②について、平成２１年度の研究開発を進展させ、詳細な検証・

試作機の製作等を実施する。 
研究開発項目①「革新的断熱技術開発」 
・超臨界乾燥を用いないエアロゲル製作手法検討とエアロゲルの多孔内での製作技術開発、 
・多孔性構造体を有する不織布の製造技術開発、 
・発泡率を増大させる射出発泡技術、反応押出発泡技術開発、 
・事業者間連携による試料合成、発泡体製造、ガスバリア、ナノゲル 
・熱伝導率の測定、環境影響評価、安定性の評価、 
・各種ポリマーと低密度シリカ成分の 適化技術開発、 
・大型発泡プロセス技術開発、 
・発泡／フィルム梱包連続製造プロセス技術開発、 
・疎水ポリオール構造、処方、成形方法 適化による熱伝導率低減技術開発、 
・ポリオール構造、処方 適化、樹脂改質によるガスバリア性付与技術開発を実施する。 
研究開発項目②「断熱性能等の計測・評価技術開発」 
・自己評価指針のＷＥＢ上での公開・保守、使用者のツールに対するコメントの収集を実

施する。 
 
３．代替フロン等３ガスの排出削減設備の開発・実用化支援事業 ［平成１９年度～平

成２２年度］ 
 地方公共団体及び民間企業等における地球温暖化防止への取組を促進するため、代替フ

ロン等３ガスを使用する全ての分野・業種を対象に、その排出削減設備の適用等（適用に

係る評価を含む。）に係る技術開発の事業に対して、必要な費用の一部を助成することに

より、その実用化を支援することを目的として公募により実施する。 
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② ３Ｒ関連技術 

【中期計画】 
 ３Ｒ関連技術分野においては、主に 終処分量削減技術、有用資源回収利用技術等の開発に取り組む

ことにより、資源生産性の向上等の政策目標の達成が求められているところである。 
 第２期中期目標期間においては、従来の 終処分量削減、有用資源回収利用の下流工程を中心とした

対策に加え、国際的な技術普及という観点も踏まえ、枯渇性資源及び地球温暖化・省エネに関する上流

工程での対策や、資源・エネルギーの有効利用、環境リスクの低減等を考慮した流域圏水再生循環シス

テムの実現に必要な対策等に向けた技術課題の整理及び必要に応じた技術開発等の取組を行う。 

 
１．省水型・環境調和型水循環プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度］ 

我が国が強みを持つ膜技術を始めとする水処理技術を強化するとともに、こうした技術

を活用した省水型・環境調和型の水循環システムを構築して、国内外での普及支援等を推

進し、さらには省水型・環境調和型の水資源管理技術を国内外に普及させることで、水資

源管理における省エネ、産業競争力の強化に資することを目的とし、東洋大学常勤理事 

松尾 友矩氏をプロジェクトリーダー、東京大学環境安全研究センター教授 山本 和夫

氏を研究開発項目①のサブプロジェクトリーダー、北海道大学環境ナノ・バイオ工学研究

センター長 渡辺 義公氏を研究開発項目②のサブプロジェクトリーダーとして、以下の

研究開発を実施する。 
研究開発項目①「水循環要素技術研究開発」 
１）革新的膜分離技術の開発 
 ・ＲＯ膜の開発 

新素材を用いた膜形成（Ａ４判大）が可能なＲＯ膜形成技術及びモジュール化技術

を確立する。 
 ・ＮＦ膜の開発 

新素材を用いた膜形成（Ａ４判大）が可能なＮＦ膜形成技術及びモジュール化技術

を確立する。 
 ・分離膜の細孔計測技術の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 

陽電子消滅法によるナノ細孔の項信頼性計測技術の開発を行うとともに、分離膜中

のナノ細孔評価のための陽電子消滅法の校正技術基準を確立する。 
２）省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発 
 ・従来膜エレメント新規及び開発膜エレメントを装填するパイロット試験装置を用いた

対照試験により、実規模向け膜エレメントの評価を行う。併せて改良型散気装置の開

発及び膜洗浄空気量等の制御方法の開発により、膜洗浄吸気量の削減効果を確認する。 
 ・下水処理場に担体添加型の多段膜モジュールろ過試験装置を設置し、連続試験データ

を取得するとともに 適な汚泥濃度／担体添加濃度条件を見いだす。膜素材の化学組

成の設計・改良を行い、高フラックス運転が可能な膜を開発する。 
３）有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発 
 ・含浸抽出連続試験装置により亜鉛除去し、めっき液の長寿寿命化効果を確認する。油

相液滴除去システムを開発し、ニッケル回収装置を実用化する際の課題解決を図る。

亜鉛除去におけるｐＨ、抽出剤濃度、温度の影響を統合したモデルを作成する。ニッ
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ケル抽出の際の抽出加速機構のモデルを検討する。 
 ・モデル廃水及び実廃水を用いて、ＣＯＤ成分の酸化処理から酸化物生成までの複合処

理実験を実施し、 適条件を明らかにする。種々の金属水酸化物汚泥を入手してその

性状、組成等を調べ、硫化物法及び水酸化物法の 適条件を検討する。 
 ・新規ホウ素吸着剤のバッチ及び流通式での吸着特性を解析する。ミカン搾汁残渣を用

いたふっ素吸着剤については、ベンチスケール規模での実験により運転条件の 適化

を行う。 
４）高効率難分解性物質分解技術の開発 
 ・難分解性化学物質分解 

現地にて１，４－ジオキサン高濃度／低濃度実排水の連続促進酸化試験を行い、処

理特性を調査する。また、１，４－ジオキサンを処理可能な条件、生物処理、活性炭

処理との組み合わせ処理を検討する。 
 ・新機能生物利用 

ラボスケール装置により、アナモックス菌を担体に固定化した窒素除去システムの

処理速度を検証する。硝化菌とアナモックス菌を同一反応槽内に維持する１槽式アナ

モックスシステムの反応系を確立する。 
研究開発項目②「水資源管理技術研究開発」 
１）水資源管理技術の国内外への展開に向けた実証研究 
 水資源管理技術の取得及び省水型・省エネ型の水循環システムの構築を目的とした水

循環システムの実証研究に関して、実施サイトの選定や関係機関との調整・協議、実施

内容の検討、装置製作、試運転等を実施する。 
２）水資源管理技術の国内外への展開に向けた調査検討 
 水資源管理技術を国内外に展開する際に必要となる、水事業の運営管理技術・国内外

の水資源等の動向・事業展開戦略に関する調査、戦略的な成果普及活動及び標準化に関

する活動等を平成２１年度の成果を踏まえて実施する。 
 
２．省資源型・環境調和型資源循環プロジェクト ［平成２２年度～平成２３年度］ 
環境制約及び資源制約の克服に向けた、リサイクル技術及び回収システムの開発・地域

における資源循環システムの実証を目的として、以下の研究開発を実施する。 

研究開発項目① 

＜要素技術開発＞ 
 日本の地域における、通常そのまま廃棄・焼却されている各種素材・製品を高効率・高

品質な燃料・素材へ転換する技術、また、新素材・複数素材から構成されているリサイク

ル困難物や回収が極めて難しいレアメタル等を効率的に回収する技術を確立するための基

礎試験を開始する。 
＜システム開発＞ 
 日本の地域における資源回収システム構築のための試験を開始する。 
研究開発項目② 
 アジアの対象地域における一体的な資源循環システムの構築を目的とした資源循環シス

テムの実証研究に関して、実証施設のシステム設計及び建設等を開始する。 
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③ 化学物質のリスク評価・管理技術 

【中期計画】 
 人の健康や生態系に有害な化学物質のリスクを 小化するため、化学物質のリスクの総合的な評価を

行いつつ、リスクを評価・管理できる技術体系を構築する。 
 近年、シックハウス症候、化学物質過敏症が大きな社会問題となってきた。今後は化学物質の製造、

利用、廃棄段階などのライフサイクルにわたる適切な管理が潮流となってきている。一方、海外では欧

州のＲＥＡＣＨ（化学物質の登録、評価、認可及び制限に関する規則）、ＲｏＨＳ（電気電子機器に含

まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）規制の導入を始め、中国等においても同じような化学品

規制が始まろうとしている。また、国内の産業では、アスベスト飛散による健康被害が報告されてい

る。このように、従来にはない新たな化学品を巡る課題が明らかになってきた。 
 今後、化学物質の管理に関する国内外の規制は、ハザードベースの規制から、企業の自主管理促進・

リスクベースの管理に移行すると見込まれる。また、ＥＵでは２０１３年から化粧品開発での動物実験

が禁止になる等、動物愛護の傾向がますます高まっている。 
 このため、第２期中期目標期間中においては、企業の自主管理促進と化学物質開発の効率化を促進す

るため、化学物質の安全性を低コストで簡易かつ迅速に評価できる新しい手法の開発を行う。具体的に

は、構造活性相関手法に関する５００物質以上の化学物質の既知の反復投与毒性データ等のデータベー

スの構築と有害性を予測するシステムの開発等を行う。その際、ＯＥＣＤ試験ガイドライン等の国際標

準化を目指した技術開発を行う。また、化学物質のライフサイクルにわたるリスク等を評価する手法の

開発、アスベストの簡易計測・無害化処理技術等の開発、実用化を進める。具体的には、４つの用途群

（洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品）を対象としたリスクトレードオ

フ評価書の作成、アスベストに関する処理量５ｔ／日以上の無害化処理、再資源化技術開発等を行う。

さらに、有害化学物質を原料やプロセス中の中間体として使用しない等の代替技術、新規化学プロセス

等を活用した環境負荷低減技術等を開発する。 

 
 
１．化学物質リスク評価管理技術体系の構築（第２期） ［平成１８年度～平成２３年度］ 
（１）事業項目「化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」 
 リスクが懸念される化学物質の代替によるリスクを科学的・定量的に比較でき、社会

経済分析をも行える「リスクトレードオフ評価手法」を開発することを目的に、独立行

政法人産業技術総合研究所安全科学研究部門主幹研究員 吉田 喜久雄氏をプロジェク

トリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「排出シナリオ文書（ＥＳＤ）ベースの環境排出量推計手法の確立」 
 溶剤・溶媒については、排出寄与が大きい塗料の工業的使用段階を対象に主要な工程特

性を調査し、実測で補強する。金属類については、ＰＲＴＲ物質を対象に、製錬所での排

出係数を解析し、操業条件等の情報を収集する。廃棄物焼却排ガスや埋立地浸水のモニタ

リングデータや操業条件等の情報を収集するとともに、道路粉塵等の寄与を解析する。洗

浄剤（工業用）とプラスチック添加剤のＥＳＤドラフト版をＯＥＣＤに提案し、そこでの

議論に対応する。 
研究開発項目②「化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立」 
 プラスチック添加剤についてチャンバー試験を行いつつ、構築したプロトタイプツール

を検証する。ツールを溶剤・溶媒に適用拡大するため、持ち込み量の改良、暴露シナリオ

の改訂、データベースの拡充等を行う。さらに、 終年度の公開に向け、実用的機能の搭
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載と動作確認を開始する。 
研究開発項目③「地域スケールに応じた環境動態モデルの開発」 
 大気モデルについては、汎用パソコンでの計算時間（関東地方、５ｋｍグリッド）を１

～２日間程度とするため、簡略化反応モデルを構築し、開発中のモデルに導入し、いくつ

かの地域で検証する。 
 河川モデルについては、金属に適用可能とするため、金属の動態メカニズムを再現する

モデル定数を設定する。自然由来の金属バックグラウンド濃度をモデルに組み込む。 
 海域生物蓄積モデルについては、対応魚種を拡大する。マアナゴの成長過程を組み込ん

だモデルを作成し、公開版のプロトタイプを作成する。 
研究開発項目④「環境媒体間移行暴露モデルの開発」 
 金属類の環境媒体間移行推定に必要なパラメータの代表値等を決定し、農・畜産物中濃

度推定モデルを構築する。既報流通情報がない主要農・畜産物の生産地から消費地への流

通モデルの構築を開始する。 
研究開発項目⑤「リスクトレードオフ解析手法の開発」 
 ヒト健康影響については、整備した反復投与毒性試験データのエンドポイントの分類方

法を改良し、有害性の種類の範囲を拡大する。対応する推論アルゴリズムのネットワーク

構造を検討し、主要有害性の種類ごとの参照物質を探索し、用量反応関係式を検討する。

溶剤・溶媒と金属類用途群の物質の有害性情報を収集する。 
 生態影響については、ニューラルネットワークモデルの推定精度の向上に加えて、クラ

スター解析と重回帰を併用した種の感受性分布推定法の高精度化と信頼性の明確化を検討

する。金属類毒性モデルの生物種等の適用拡大を図り、種の感受性分布推定を可能にする。

基本データセットに金属類の情報を追加する。 
研究開発項目⑥「４つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成」 
 溶剤・溶媒と金属類用途群の物質代替状況を把握し、代替シナリオを決定する。リスク

トレードオフ解析に必要なデータを収集し、社会経済分析を含む解析に着手する。 
（２）事業項目「構造活性相関手法による有害性評価手法開発」 
 市場に流通する多種の化学物質の有害性評価は、多額の費用と時間を要する動物試験

を行う必要があるが、それを補うために構造活性相関手法やカテゴリーアプローチ等に

よる毒性予測モデルを組み込んだ有害性評価支援システムの開発を目的とし、財団法人

食品農医薬品安全評価センターセンター長 林 真氏をプロジェクトリーダーとし、以

下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「毒性知識情報データベースの開発」 
 平成２２年度以降に公表されたものを中心に反復投与毒性試験情報や毒性作用機序情報

を収集・解析・体系化することにより、毒性知識情報データベース（試作版）の情報を拡

充する。毒性知識情報データベース（試作版）の試用を行い、 終版の完成に向けて表示

方法や操作性等の改良を行う。 
研究開発項目②「代謝知識情報データベースの開発」 
 ラットの代謝経路に関する情報や体内動態の情報をさらに収集し代謝知識情報データベ

ース（試作版）を拡充するとともに、化学構造から代謝物を推定するモデル（代謝推定モ

デル）の改良・拡張を行う。経験則に従った代謝推定モデルの検証実験を行う。代謝知識



55 

情報データベース（試作版）の試用を行い、 終版の完成に向けて表示方法や操作性等の

改良や追加機能の検討を行う。 
研究開発項目③「有害性評価支援システム統合プラットフォームの開発」 
 平成２１年度に完成した有害性評価支援システム統合プラットフォーム（試作版）の試

用を行い、 終版の完成に向けて表示方法や操作性等の改良や追加機能の検討を行う。平

成２２年度に研究開発項目①及び②で収集する毒性試験データ、毒性作用機序データ及び

代謝情報をこれまでに解析したデータに加えて解析することにより、カテゴリーライブラ

リー及びベイジアンネットワークの拡張と精ち化を更に進める。 
（３）事業項目「高機能簡易型有害性評価手法の開発」 
 遺伝子導入、幹細胞分化誘導、遺伝子発現等の近代生命科学を培養細胞や実験動物を

用いた短期試験に活用し、高機能で簡易な有害性評価手法を開発することを目的に、研

究開発項目①は財団法人食品薬品安全センター秦野研究所代替試験法研究部長 田中 

憲穂氏を、研究開発項目②は福島県立医科大学教授 渡邉 慎哉氏をプロジェクトリー

ダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「培養細胞を用いた有害性評価手法の開発」 
 発がん性については、Ｂｈａｓ４２細胞を用いた形質転換試験のＯＥＣＤテストガイド

ライン化のための作業を実施する。催奇形性については、マウスＥＳ細胞を用いた心筋細

胞分化試験法の施設間バリデーションを実施するとともに、神経細胞分化試験法の開発を

進め、評価系ごとにプロトコールを整備する。免疫毒性については、評価システムを決定

し、Ｔ細胞、樹状細胞、表皮細胞の発光細胞についてプレバリデーションを実施する。こ

れら評価手法の共通基盤技術として、発光特性を値付けした標準発光物質を用いたプロト

コールを作成する。 
研究開発項目②「２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットの開発」 
 ２８日間反復投与実験は、平成２１年度末までに４０種類の化学物質について完了して

いるが、データ補完等の必要に応じ、再実験又は追加実験を行う。保存していたＲＮＡサ

ンプルから厳選した２００種類程度について遺伝子発現プロファイルを取得し解析し、累

計として１，０５０種類程度の解析を目指す。特異的な発現変化を示す遺伝子群を特定し、

毒性評価用バイオマーカーとして新規性・進歩性・有用性があるものについては、知的財

産権の確保措置を実施後に、登録・開示を継続する。使いやすい毒性参照データベースの

プロトタイプを作成し公開する。 
（４）事業項目「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」 
 工業ナノ粒子のリスク評価手法を確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合

研究所安全科学研究部門研究部門長 中西 準子氏をプロジェクトリーダーとし、以下

の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「工業ナノ粒子のキャラクタリゼーション手法の開発」 
 より長尺な単層カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）について、液中分散試料調製法の開発、

気中分散系安定発生のための 適噴霧条件を検討する。各種エアフィルタのナノ粒子捕集

効率の計測・評価を行う。気中粒子質量濃度オンライン測定技術、粒子種識別モニタリン

グ技術、水・培地分散炭素系ナノ粒子の平均粒径計測技術・濃度計測技術について検討し、

手順書を取りまとめる。ＣＮＴについて、電子分光透過型顕微鏡を活用した動物組織内挙
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動調査、各種物理化学的パラメータの取りまとめ、ラット組織内濃度測定を進める。 
研究開発項目②「工業ナノ粒子の暴露評価手法の開発」 
 工業ナノ粒子の排出について補足的・追加的な現場調査・模擬試験を実施し、３０類型

について排出シナリオ文書を作成する。暴露状況・暴露管理に関する情報の収集を進め、

定量・定性的な暴露評価を行う。挙動モデルのパラメータを 適化し、発生源近傍におけ

るナノ粒子の動態予測を行う。 
研究開発項目③「工業ナノ粒子の有害性評価手法の開発」 
 ＣＮＴの気管内注入試験、吸入試験用システム構築、吸入暴露試験を実施し、暴露後の

長期的影響も評価する。経皮暴露による慢性影響の形態学的検討を継続する。in vitro 試
験では、炭素系ナノ粒子を中心に生体影響プロファイルを充実させる。皮下移植試験では、

マウス組織及び血漿（けっしょう）サンプルの解析を行う。これまでの結果の解析に加え、

必要な場合は補足試験を実施し、気管内注入試験と吸入暴露試験結果を統合してヒトへの

外挿法を検討する。ＣＮＴ等の急性毒性・遺伝毒性試験を実施する。 
研究開発項目④「工業ナノ粒子のリスク評価及び適正管理の考え方の構築」 
 公開した詳細リスク評価書中間報告版（ＣＮＴ・フラーレン・二酸化チタン）に寄せら

れたコメントに留意しつつ、これを改訂する。消費者商品情報調査、欧米での事業者の取

組・法規制の調査から、事業者のリスク評価・リスク管理のためのガバナンスの枠組みを

提言する。 
 
２．グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 ［平成２１年度～平成

２５年度］ 
研究開発項目①「有害な化学物質を削減できる、又は使わない革新的プロセス及び化学品

の開発」 
 （水、アルコール等で機能する触媒の高機能化、回収・再生、及び製造に関する共通基

盤技術） 
 現状の工業プロセスにおいては、有機合成反応は有機溶媒中で行われている。これを環

境に優しい水、アルコール等の溶媒に置き換えることで環境負荷の大幅な削減が期待でき

る。これまでも水系で機能する新規な触媒が開発されてきているものの、その多くはラボ

スケールの実験結果であり、生産プロセスを指向した技術開発は十分に行われていない。

本研究開発では、水、アルコール等で機能する触媒の活性、選択性及び耐久性の向上、分

離回収・再生技術、触媒製造技術等の実用化生産システム化に向けた共通基盤技術を確立

する。 
研究開発項目②「廃棄物、副生成物を削減できる革新的プロセス及び化学品の開発」 
（１）新規な触媒固定化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 
 触媒を利用した化学プロセスが抱える問題点として、触媒として利用している金属の

反応場への流出、生成物への混入、また、反応で劣化した触媒（希少金属を含む）の大

量廃棄が挙げられる。回収・再使用可能な新規な固定化技術により、これらの多くの問

題が解決されることが期待できる。本研究開発では、高活性、高選択かつ再生可能な新

規な固定化触媒の開発、さらに、開発された新規な触媒を使った実用化プロセスに関す

る設計・開発等に関する共通基盤技術を確立する。 
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（２）高選択酸化技術による生産プロセス技術に関する共通基盤技術 
 オレフィン類やケトン類の選択酸化反応は化学品やポリマー材料の合成において極め

て重要なプロセスであるが、選択酸化反応の制御は技術的に困難であり、多くの副生成

物（廃棄物）が発生するプロセスとして知られている。ここでは、ハロゲン化物等の有

害な化学物質を原料に用いない高活性、高選択性を有する酸化触媒の開発、触媒回収・

再生技術やスケールアップ等の生産システム化に向けた共通基盤技術を確立する。 
研究開発項目③－１「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」（触媒

を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発） 
 本研究開発では、新規触媒によるナフサ接触分解を実用化するため、触媒の開発・評価

を行い、触媒の性能向上、長寿命化を図る。ナフサ分解から得られる目的生成物に対する

収率、選択性を高めるとともに、プロセス内のエネルギーバランス、分離工程におけるエ

ネルギー消費の 適化を行い、既存熱分解プロセスを代替し得る、触媒を用いたナフサ分

解プロセスに関する基盤技術を確立する。 
研究開発項目③－２「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」（規則

性ナノ多孔体精密分離膜部材基盤技術の開発） 
 本研究開発では、耐水性･耐熱性が必要なイソプロピルアルコール／水混合物分離、耐

水性・耐酸性・耐熱性が必要な酢酸／水混合物分離を対象とし、以下の基盤技術研究開発

を行う。 
（１）分離膜製造基盤技術及び分離膜評価技術の開発 
（２）分離膜用セラミックス多孔質基材の開発 
（３）モジュール化技術の開発 
（４）試作材の実環境評価技術の開発 
研究開発項目③－３「資源生産性を向上できる革新的プロセス及び化学品の開発」（副生

ガス高効率分離・精製プロセス基盤技術開発） 
 本研究開発では、化学プロセス、石油化学プロセス等の生産プロセスから発生する副生

ガス(主としてＣＯ２）を、マイルドな条件で効率よく吸着、脱離することで、高濃度に濃

縮された副生ガスを、①高純度、②低コスト、③低エネルギーで精製できる革新的な材料

を開発し、濃縮された副生ガスを原料として有用な化学品をクリーンに生産できるプロセ

スに繋げる。 
 
３．土壌汚染対策のための技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 工場・事業場の操業中からの自主的な土壌汚染対策を促進するため、原位置で行う重金

属、ＶＯＣ（揮発性有機化合物）等回収・浄化機能等を有する低コストの土壌汚染対策技

術（共通基盤的評価技術を含む。）を開発する。研究開発項目：１）原位置処理重金属等

土壌汚染対策技術開発、研究開発項目：２）ＶＯＣの微生物等を利用した環境汚染物質浄

化技術開発について実施する。 
 公募により共同研究先及び委託先を決定した後、研究開発を開始する。 
 
４．有害化学物質代替等技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 化学物質による便益を享受しつつ、その環境を経由した人の健康等への悪影響を回避す
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ること、又は、石油精製物質の有効かつクリーンな利用を図ることを目的として、悪影響

が懸念される化学物質のうち特に代替が困難であるものであって、ストックホルム条約等

の国際的規制で限定的に使用が許容されている化学物質若しくは今後規制対象となる可能

性がある化学物質又は石油精製物質やその機能を向上させるために混合する若しくは反応

させる化学物質であって化審法の第一種特定化学物質、第一種監視化学物質等に指定され

ているものについて、悪影響が懸念されない代替物質・代替プロセスを開発し、また、環

境排出抑制技術の民間企業等が実施する実用化開発を支援する。 
 いずれも、公募により実施者及び具体的研究開発課題を選定する。 
 
 
④ 燃料電池・水素エネルギー利用技術 
 ［後掲：＜５＞エネルギー分野 ①燃料電池／水素エネルギー利用技術 参照］ 
【注】本項目は１．（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務等、＜１＞燃料電池・

水素エネルギー分野に記載。 
 
 
⑤ 民間航空機基盤技術 

【中期計画】 
 環境負荷低減、運航安全性向上等の要請に対応した民間航空機及びエンジンに関する基盤技術力の強

化を図るため、環境適応型の小型航空機を対象とした、操縦容易性の実現による運航安全性の向上等を

可能とする技術の開発及び飛行試験を含む実証や、エネルギー効率を向上させて直接運航費を現行機種

よりも１５％向上し、かつ窒素酸化物排出量でもＩＣＡＯ２００４規制値に対して５０％削減する等環

境適合性に優れた小型航空機用エンジンの実用化に向けた技術開発等を実施する。 

 
１．環境適応型小型航空機用エンジン研究開発 ［平成１５年度～平成２３年度］ 
 エネルギー使用効率を大幅に向上し、かつ低コストで環境対策にも優れた次世代小型航

空機用エンジンの実用化に向け、民間企業等が実施する以下の技術開発を支援する。平成

２２年度はインテグレーション技術開発として、以下を実施する。 
① インテグレーション技術開発 

（ア）エンジンシステム特性向上技術 
ａ．全体システムエンジン実証 
 市場・技術動向や圧縮機、燃焼器要素研究状況を反映して、目標エンジンのインテ

グレーション設計を行うとともに、システム評価に着手する。また、設計確認試験、

製造工程確認試験を実施し、目標エンジンのインテグレーション設計に反映する。な

お、目標エンジンのインテグレーション設計及びシステム評価に必要な、ダクトロス

の低減や冷却空気量 適化、制御技術、騒音低減技術の高度化等を行う。 
ｂ．関連要素実証 
 第２期圧縮機をベースとした燃費重視仕様のための高圧力比化対応高圧圧縮機につ

いて、実機形態の供試体を製作し、実作動環境における性能評価のための要素試験に

着手する。また、高圧圧縮機の性能評価データ取得のため、引き続き部分段圧縮機の
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要素試験を実施する。エンジン用燃焼器については、燃費重視仕様のための高圧力比

化対応低ＮＯｘ化燃焼器について、ＣＦＤ等を活用して実機形態燃焼器の設計、製作

を行うとともに、実作動環境での性能評価を行う。実機形態燃焼器の設計には燃焼試

験及び噴射弁単体試験を活用する。また、競合機燃焼器に対する優位性を評価するた

め、部分希薄形態、部分過濃形態の燃焼器形態についても燃費重視仕様での燃焼器の

設計を行い、実作動環境での燃焼試験にて性能評価を行う。 
（イ）耐久性評価技術 
 引き続き、材料特性取得試験等を実施し、データを蓄積して材料データベースの信頼

性向上を図る。また、高温環境試験等の実施により材料の耐久性を確認し、耐久性評価

に関わる技術を構築する。 
（ウ）耐空性適合化技術 
 エンジン部品の温度予測精度向上、寿命予測精度向上、ローターダイナミクス解析技

術向上についてのモデル試験等を行い、構造解析手法等耐空性適合化に関わる技術を構

築する。 
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＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 
【中期計画】 
 我が国の材料技術は、過去数十年にわたる多くの研究者、研究機関のたゆまぬ取組と研究成果の蓄積

により、基礎研究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまで全ての段階において世界のトップレベ

ルを堅持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉となっている。 
 ナノテクノロジー（物質の構造をナノレベルで制御することにより、機能・特性の向上や新機能の発

現を図る材料技術等）についても、１９８０年代に世界に先駆けて技術の斬新性と重要性を認識して研

究に着手したこともあって、現時点において世界トップレベルにある。特に、カーボンナノチューブや

酸化チタン光触媒などに代表されるナノ材料の研究が全体を牽引していることが我が国のナノテクノロ

ジーの特徴の１つであり、いわば材料技術の強みがナノテクノロジーの強みの源泉となっている。 
 また、材料技術においては、ナノメートル（１０－９ｍ）の領域にまで踏み込んだ組織制御・合成技術

と、高分解能電子顕微鏡などの高精度分析・計測・解析技術を両輪として、更に進化し続けている。 
 このように、我が国のナノテクノロジーや材料技術は、研究開発の成果を製品に仕上げるものづくり

技術によって支えられており、ナノテクノロジーと材料技術の融合やものづくり技術との相互連関こそ

が、我が国の科学技術の強み、あるいは技術の特徴となっている。 
 一方、２０００年以降、欧米ではナノテクノロジーの研究開発を国家戦略として政策的に推進してき

ており、情報通信、環境、ライフサイエンス等の分野においてナノテクノロジーと融合した研究開発が

進展している。また、中国、韓国を始めとしたアジア諸国もこれに追随しており、ナノテクノロジー・

材料分野における科学技術力が急速に向上している。これらアジア諸国はいずれも、当該分野で科学技

術の国際競争力を確保しようとしている。 
 このような背景の下、広範な科学技術の飛躍的な発展の基盤となる技術を確立するため、川上、川下

の連携、異分野異業種の連携による技術の融合を図りつつ、ナノテクノロジー、革新的部材創製技術等

の課題について重点的に取り組むこととし、以下のような研究開発を推進するものとする。 

 
① ナノテクノロジー 

【中期計画】 
 ２１世紀の革新的技術として、情報通信、環境、バイオテクノロジー、エネルギー等の広範な分野の

基盤技術である材料技術を根幹から変貌させることが期待されるナノテクノロジーの基盤技術を構築

し、川上・川下の連携による早期の実用化を図る。さらに、ナノテクノロジーは広範な産業分野にまた

がる基盤技術であることから、縦方向の連携だけでなく、ナノバイオ・ナノＩＴ・環境ナノ等の、複数

の技術領域の組合せや横への広がりを持った異分野・異業種の連携による技術の融合を図り、新たな産

業分野の創出・イノベーション等を実現する。具体的には、第２期中期目標期間中に異分野・異業種の

連携による研究テーマを１０件程度実施し、ナノテク関連テーマの早期の実用化等の促進に努める。具

体的研究テーマでは、第２期中期目標期間中に、ナノカーボン１０ｗｔ％添加複合ポリエチレンで弾性

率２０％向上（ポリエチレン比）、摩耗量低減１０％（ポリエチレン比）を実現し材料の高度化を図る

とともに医工連携により高耐久性人工関節部材への適用等を目指す開発等を行う。 

 
１．発電プラント用超高純度金属材料の開発 ［平成１７年度～平成２２年度］ 
 平成２１年度までに得られた知見を踏まえ、開発材の産業（発電プラント等）への適用

性を明らかにすることを目的に、当初の予定よりも１年延長し、超高純度金属材料技術研

究組合技術部長 廣田 耕一氏をプロジェクトリーダー、三菱重工業株式会社技術本部長

崎研究所技監・技師長 納富 啓氏、九州電力株式会社火力発電本部 村田 憲司氏、同
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総合研究所 金谷 章宏氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「超高純度金属材料の量産化・低コスト化製造技術の開発」 
 本項目について平成２２年度は、研究開発を実施しない。 
研究開発項目②「開発材による部品製造技術の開発及び実用性評価」 
 終目標を達成すべく、主として長期的開発部材（２０３０年頃に実用化が期待できる

もの）の材料特性評価を中心として実施する。 
１）超高純度金属材料の開発 
（ア）長期的開発部材の析出相の推定及び析出挙動調査 

・高純度材及び市販純度材について、各温度における析出相と平衡析出量を推定する。 
・高純度材及び市販純度材について、時間と温度を種々変えた時効熱処理後に析出物

調査を行う。 
（イ）クリープ強度評価 

・母材や溶接継手のクリープ強度評価のため、種々の条件下でのクリープ破断試験を

実施する。 
・クリープ破断強度や破断延性の差異についての組織的調査を実施する。 

２）部材製造技術開発 
（ア）溶接性評価 

・オーステナイト系ステンレス鋼、インコネル系材料及び長期的開発部材のトランス

バレストレイン試験（溶接中ひずみ付与試験）を行い、他のオーステナイト材との

高温割れ感受性の比較評価を行う。 
・ＴＩＧ溶接にて、共金継手及びフェライト鋼との異材継を製作し、継手部の組織健

全性、硬さ分布等を調査すると同時に、従来の異材継手（フェライト鋼－ステンレ

ス鋼、フェライト鋼－インコネル系材料）との違いを評価する。 
 
２．ナノテク・先端部材実用化研究開発 ［平成１７年度～平成２６年度］ 
 革新的ナノテクノロジーと新産業創造戦略の重点分野をつなぐ、川上と川下の垂直連携、

異業種・異分野の連携で行う研究開発テーマについて、公募により実施者を選定し、研究

開発を実施することにより、キーデバイスを実現し新産業を創出することを目的とする。

また、様々な異業種・異分野に跨るテクノロジーとデバイス化技術との融合を強化する。

具体的には、以下の研究開発を実施する。 
 ステージⅠの「革新的ナノテクノロジーによる高度材料・部材の先導的研究開発」にお

いては、革新的ナノテクノロジーの活用により、５分野（情報家電、燃料電池、ロボット、

健康・福祉・機器・サービス、環境・エネルギー・機器・サービス）におけるキーデバイ

スのためのシーズを確立する。 
 ステージⅡの「革新部材実用化研究開発」においては、ステージⅠにおいて確立したシ

ーズのうち、技術開発レベル、実現性、事業化計画等の観点からステージゲート方式で絞

り込んだもの等について、実用化に向けた試験・評価・製品試作等の研究開発を支援する

ことで、５分野のキーデバイスへの実用化を促進する。 
 なお、テーマごとに、ステージⅠにおいては 終目標とする特性の目途がつくサンプル

を、ステージⅡにおいては 終目標の特性を有するサンプルを、企業、大学等の外部機関
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に対してステージ終了時までに、評価のためにラボレベルで提供できる状態まで技術を確

立する。 
 
３．カーボンナノチューブ（以下ＣＮＴ）キャパシタ開発プロジェクト ［平成１８年

度～平成２２年度］ 
 本プロジェクトでは、キャパシタの電極材料として活性炭に代わりカーボンナノチュー

ブ（以下、ＣＮＴ）を用いることにより、活性炭電極のような接触抵抗をなくし、電極材

料に起因するセルの内部抵抗を 小限にし、キャパシタの需要に求められる高出力、高エ

ネルギー密度、長寿命の電気二重層キャパシタを開発することを目的に、日本ゼオン株式

会社取締役 荒川 公平氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「ＣＮＴ量産化技術開発」 
（１）中間目標（１）のスペック【グラフェンシート構造で構成され、単層で、外径が１

ｎｍ～５ｎｍの配向した単層ＣＮＴを生成する技術を開発する。比表面積が１，２００

ｍ２／ｇ以上、触媒・担持体含有率０．０１％以下、かつ生成物全重量に占めるＣＮＴ

の重量９８％以上。高さ（長さ）が５ｍｍ以上。】を満たし、かつ、高さ（長さ）が１

０ｍｍ以上の単層ＣＮＴを生成する技術を開発する。 
（２）成長効率（生成物／触媒重量比）２００，０００％以上、投入炭素原料に対する生

成物収率１０％以上、生産速度０．０６ｇ／ｈ・ｃｍ２以上、又は１，０００ｇ／日の

生産量の合成技術を開発する。 
（３）ＣＮＴの高密度化技術、開口技術、成型技術、化学修飾等を組み合わせ、キャパシ

タの電極に適したナノカーボン材料を作製する。 
研究開発項目②「ＣＮＴキャパシタ開発」 
（１）２０Ｗｈ／ｋｇのエネルギー密度、１０ｋＷ／ｋｇのパワー密度を持ち、寿命１５

年を有するキャパシタをデバイスレベルで開発する。 
（２）キャパシタ素子の電極体積占有率を９０％以上にする。 
（３）ＣＮＴ／集電体界面と電極引出部の抵抗を低減させ、時定数を２．０ΩＦ以下にす

る。 
（４）電極活物質の高密度充填により、コンポジット電極内の活物質充填率を８０％にす

る。 
 終達成目標（２）、（４）の技術により高エネルギー密度化が、 終達成目標（３）の

技術より高パワー密度化がそれぞれ期待でき、これらにより 終達成目標（１）を達成す

る。 
 
４．新機能創出ガラスの加工技術開発プロジェクト 
 ［後掲：＜４＞ナノテクノロジー・材料分野 ②革新的部材創成技術 ２．参照］ 
 
５．化学物質リスク評価管理技術体系の構築（第２期） 
 ［再掲：＜３＞環境分野 ③化学物質のリスク評価・管理技術 １．参照］ 
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６．ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－窒化物系化合物半導体基

板・エピタキシャル成長技術の開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 本プロジェクトでは従来の半導体材料では実現できない領域で動作可能なハイパワー・

超高効率の電力素子、超高速電子素子などの作製に必要な窒化物半導体結晶成長技術の確

立を目指し、「高品質大口径単結晶基板の開発」等に取り組むことにより、我が国のエネ

ルギー消費量削減に大きく貢献することを目的に、福井大学教授 葛原 正明氏をプロジ

ェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
 研究開発項目①「高品質大口径単結晶基板の開発」では、（１）窒化物単結晶成長にお

ける基礎技術の検討、（２）大口径種結晶の開発、（３）高導電性窒化物単結晶基板の開発、

及び（４）高抵抗化窒化物単結晶基板の開発を実施する。 
 研究開発項目②「高品質大口径エピタキシャル成長技術の開発」では、（１）大口径基

板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術、（２）高Ｉｎ組成窒化物層成長技術、（３）高

Ａｌ組成窒化物層成長技術、及び（４）結晶成長その場観察評価技術の開発を実施する。 
 研究開発項目③「窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの作製と評価」では、（１）

横型電子デバイスの評価、（２）縦型電子デバイスの評価、（３）窒化物単結晶基板上デバ

イスの優位性確認、（４）有極性、及び無極性デバイス構造の比較の開発を実施する。 
 
 
② 革新的部材創製技術 

【中期計画】 
 現在及び将来において我が国経済を牽引していく産業分野において、競争力を発揮し世界で勝ち抜い

ていくために、資源、エネルギー等の制約に対応した持続可能性も踏まえつつ、多様な連携（川上・川

下産業の垂直連携、材料創製・加工との水平連携）による研究開発を推進する。これにより、当該市場

のニーズに応える機能を実現する上で不可欠な高品質・高性能の部品・部材を適時に提供するととも

に、提案することができる部材の基盤技術を確立する。また、得られた研究開発の成果については、知

的基盤整備又は標準化等との連携を図り、早期普及・実用化を目指す。具体的には、例えば、第２期中

期目標期間中に、２０μｌ／本・分の噴出速度、２０万本のノズルに相当する機能を有する大型電界紡

糸装置基盤技術や現状と比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の光触媒の高感度化等の開発を行

う。 

 
１．先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 本プロジェクトは繊維状材料に対してナノオーダの成形加工、微細な界面加工及び複合

化を行うことで材料を高機能化し、革新部材を創出し、我が国の産業の競争力の強化を図

ることを目的に、東京工業大学教授 谷岡 明彦氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「電界紡糸法における繊維高機能化、大型装置化技術の開発」 
 実用化を目指した大型電界紡糸装置開発を促進するとともに、溶融静電紡糸法や微小部

コーティング等より付加価値の高い装置の開発を進めるとともに、超極細繊維の品質向上

のための高機能化技術の開発と高機能繊維の性能評価を更に進める。 
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研究開発項目②「ナノ溶融分散紡糸法による炭素超極細繊維製造技術の開発」 
 前駆体繊維混練紡糸法やマトリックス除去法の開発を更に進め量産化技術の確立を行う

とともに、小型蓄電池や薄型電池の電極としての 適化や各種用途への適合性を試験する。 
【実用化技術】 
研究開発項目③「高性能、高機能電池用部材の開発」 
 小型蓄電池及び薄型電池の炭素超極細繊維電極の高性能化を進め、実用化を目指した性

能を求める。 
研究開発項目④「高性能、高機能フィルター用部材の開発」 
 超超純水製造プロセスフィルターに長尺不織布を適用しより優れた性能を求める。また、

無機超極細繊維及び耐熱性超極細繊維からなる実用化を目指した耐熱性フィルターを組み

立て、必要となる性能評価を行う。 
研究開発項目⑤「高性能、高機能医療衛生・産業用部材の開発」 
 スーパークリーンルーム用部材としての実用化を目指した高性能化を行う。また、平面

型高機能部材の開発を更に進め、実用化を目指した透湿性、撥水性、保温性、吸着性等の

性能評価を行う。 
 
２．新機能創出ガラスの加工技術開発プロジェクト ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 平成２２年度までに、フェムト秒レーザーと空間光変調器による三次元加工システム技

術の開発、並びにガラスインプリント法による光学ガラス上に微細周期構造を形成する技

術の開発を行い、加工技術の有効性を実証する。 
研究開発項目①「三次元光デバイス高効率製造技術」の開発 
 フェムト秒レーザー照射等により、デバイス化加工用ガラス材料技術、三次元加工シス

テム技術として波面制御三次元加工システム技術と空間光変調器三次元加工システム技術

等を確立する。 
 また、具体的なデバイスへの適用を前提に、三次元加工システム応用デバイス技術とし

て三次元光学デバイス技術と三次元光回路導波路デバイス技術に取り組み、「三次元光デ

バイス高効率製造技術」の有効性を実証する。 
研究開発項目②「次世代光波制御材料・素子化技術」の開発 
 デジタルスチルカメラ等の撮像光学系、光メモリディスクのピックアップ光学系、液晶

プロジェクション光学系など、情報家電製品群の中核となる光学部材のための新規材料・

精密成型の技術革新を目的とし、広い透過波長域と高屈折率等、これまですべての条件を

満足することが困難であった特性を兼ね備え、かつ、モールドによる成型に適した新規ガ

ラス材料を開発する。また、高温域でのガラスへの微細構造の形成が可能な耐熱モールド

の創製技術を開発する。さらには、平面あるいは曲面ガラスの表面に形成された光の波長

レベルあるいはそれ以下の微細構造等を活用した次世代光波制御素子化技術を開発する。 
 
３．マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 本プロジェクトでは、マグネシウム合金部材の引張強度や疲労強度の向上などにより、

部材コストの削減を実現するために必要な技術を開発し、我が国産業の競争力の強化を図

ることを目的に、大阪府立大学大学院工学研究科教授 東 健司氏をプロジェクトリーダ
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ーとし、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「マグネシウム試作鍛造部品の評価、解析、データ集積」 
 データベースを充実させるとともに、ビレット温度、金型温度、鍛造速度などを制御し

た上で、複雑形状部品の試作鍛造を行い、機械的特性の評価、組織解析を行う。 
研究開発項目②「マグネシウム合金鍛造加工における微細組織と変形機構との関連性の解

明」 
 高信頼性マグネシウム合金鍛造部材作製のための 適合金組成、 適鍛造条件を提案す

る。 
研究開発項目③「マグネシウム合金のリサイクルに係る課題抽出」 
 スクラップ分離システムの汎用性を総合的に評価するとともに、前処理技術の課題抽出

を行う。また、粉塵爆発災害防止対策について総合的に検討する。引き続き、鍛造加工を

行い評価する。 
【実用化技術】 
研究開発項目④「マグネシウム合金の鍛造用ビレット調整技術開発」 
（１）平成２１年度にて終了 
研究開発項目⑤「マグネシウム合金の鍛造部材開発（輸送用機器、ロボット）」 
（１）部品試作を通して、ボルト締結の軸力・トルク、疲労強度等の基礎データの整備を

実施する。 
（２）具体的部品の鍛造を通して好塑化処理鍛造法を確立する。 
（３）製造プロセスの確立と総合コストダウンを確立する。 
研究開発項目⑥「マグネシウム合金の鍛造部材開発（情報家電用機器）」 
（１）鍛造成形が容易な素材特性を有する素材製造条件の確立を目指す。 
（２）温間単発プレスによる鍛造プレス加工により、ボス･リブを有したノートパソコン

筐体部品の連続加工を可能にする技術開発を行う。 
研究開発項目⑦「マグネシウム合金のリサイクルに係る技術開発」 
（１）過熱蒸気式連続搬送処理システムで実証テストを行い、基本性能の確認及び処理条

件などのデータ収集を行う。 
 
４．革新的マイクロ反応場利用部材技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 本プロジェクトはマイクロリアクター技術、ナノ空孔技術、各種のエネルギー供給手段

等を組み合わせた協奏的反応場を利用し、革新的な化学プロセスを開発することを目的に、

京都大学教授 長谷部 伸治氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「マイクロリアクター技術」 
（１）反応剤・触媒等を用いた活性種生成・反応技術の確立 
 活性種の寿命（温度）と滞留時間との関係体系化を行う。 

（２）活性種生成場と反応場を分離した反応装置設計と生産システム化に関する共通基盤

技術の開発 
 リアクター設計手法をタイプ別に体系化する。 
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研究開発項目②「ナノ空孔技術」 
（１）ナノ空孔反応場と分子触媒の協働作用技術の開発 

 反応条件を 適化し、広範な基質に対して実用的なレベルとなる目標（転化率８０％、

選択率９０％）達成を目指す。 
（２）ナノ空孔反応場と酵素の協働作用技術の開発 
 アミノ酸等の合成酵素では、５０回以上の繰り返し使用を達成する。 

（３）ナノ空孔固定化触媒の開発 
 分子触媒レベルの反応効率を達成するとともに実用可能レベルの触媒リーチング抑制

技術を開発する。 
（４）ナノ空孔反応場を利用した反応制御技術の確立 
 酵素との協働作用発現モデルを提案し、酵素固定化手法を確立する。 

研究開発項目③「協奏的反応場技術」 
（１）マイクロリアクターにおける協奏的反応場技術の開発 
（ａ）外部エネルギーを用いた活性種生成・反応技術の確立  
（ｂ）高圧との協奏的反応場技術の開発 

（２）ナノ空孔における協奏的反応場技術の開発 
（ａ）マイクロ波、マイクロリアクター利用触媒反応技術の開発 
（ｂ）マイクロリアクター、マイクロ波及び反応媒体利用触媒反応技術の開発 

【実用化技術】 
研究開発項目④「マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術及び協奏的反応場技術を利用し

たプラント技術の開発」 
（１）マイクロリアクター技術 
（ａ）活性種生成・反応場を分離したマイクロプラントを構築する。 

（２）ナノ空孔技術 
（ａ）ナノ空孔反応場と分子触媒、酵素を利用したプラント技術を開発する。 

（３）マイクロリアクターと協奏的反応場技術の開発 
（ａ）外部エネルギー利用協奏的反応場技術を開発する。 
（ｂ）高圧との協奏的反応場技術を開発する。 

 
５．鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発 ［平成１９年度～平成２３年

度］ 
 本プロジェクトでは、鋼材の高強度化・利用技術及びその信頼性向上技術の開発により、

高度な省エネルギー社会を構築するとともに、日本の製造業の国際競争力の更なる向上を

目的に、名古屋大学副総長 宮田 隆司氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発

を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「高級鋼材の革新的溶接接合技術の基盤開発」 
 クリーンＭＩＧ（Metal Inert Gas）溶接プロセスにおいては、２５ｍｍ板厚でパス数

半減達成に向けて、適正制御ソフトウェア開発を完成する。大出力レーザー溶接プロセス

を用いて模擬構造体へ適用し、問題点を抽出し解決法を検討する。また、耐熱材料につい
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ては、Factor of 1.2 の高精度クリープ強度推定法の提案のため、クリープ強度特性と組

織劣化パラメータをリンクさせるプラットフォームの充実化を実施する。 
研究開発項目②「先端的制御鍛造技術の基盤開発」 
 鍛造部品の高強度化と被削性を両立するため、ＶＣの析出制御及び変態制御メタラジー

の解明により、現実的かつ効率的なプロトタイプ部品鍛造における指導原理を確立し、傾

斜機能付与を達成する合金設計指針を提示する。また、鍛造材の疲労特性評価による転動

疲労と亀裂形成機構の整理、さらに亀裂と介在物の影響に関するデータベースを構築する。 
【実用化技術】 
研究開発項目③「高級鋼材の革新的溶接接合技術の開発」 
 委託事業①で開発したクリーンＭＩＧ溶接プロセスを用いて実用継手を作成し、施工性

及び継手特性を評価する。大出力レーザー溶接プロセスを用いて模擬構造体の設計を開始

する。また、耐熱材料については、委託事業と共同して組織診断プラットフォームの試

行・改良を実施するとともに新材料の強度評価を実施して、実用化判断に必要な諸特性を

検証していく。 
研究開発項目④「先端的制御鍛造技術の開発」 
 委託研究②で確立された析出と変態制御の指導原理を元に、合金設計と加工熱処理条件

の 適化を行い、プロトタイプ部品の試作を実施する。また、目標寿命値に対する非金属

介在物の臨界サイズ取得のため、転動疲労寿命予測モデルの試行・改良を実施する。 
 
６．マルチセラミックス膜新断熱材料の開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 本プロジェクトでは、建物の冷暖房、家電製品、輸送機器、エネルギー貯蔵などの大幅

な省エネ効果をもたらす、超断熱壁材料・窓材料を実現するため、セラミックスポリマー、

ガラスのナノテクノロジー・材料技術を駆使し、セラミックス膜新断熱材料を具現し、も

って我が国の省エネルギーに大きく貢献することを目的に、長岡技術科学大学副学長 高

田 雅介氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「多孔質セラミックス粒子合成技術の開発」 
（１）多孔質セラミックス粒子（粉末）の熱伝導率のさらなる低減を行う。 
（２）強度・耐久性確保のための各種物性の影響調査を行う。 
（３）熱伝導率精密測定方法の確立、特性評価技術を確立する。 
研究開発項目②「ナノ構造セラミックス膜コーティング技術の開発」 
（１）電子ビーム物理蒸着法を基盤としたコーティング技術を確立する。 
（２）特性と製造条件や膜構造との関係を掴み、プロセスを 適化する。 
研究開発項目③「透明多孔質セラミックス合成技術の開発」 
（１）多孔質構造や合成条件の 適化を図る。 
（２）表面平滑性や、内部構造の均一性向上によりヘイズ率低減を図る。 
（３）サンプルの大型化や、継ぎ目を目立たなくする技術を開発する。 
研究開発項目④「複合化技術及び真空セグメント化技術の開発」 
（１）耐久性やセグメント化に対応したポリマー膜を検討する。 
（２）壁用断熱材として要求される必要属性を踏まえた開発を進める。 



68 

（３）複合化・真空封入した窓用サンプルの熱伝導率に及ぼす、要素材料の要因と、それ

以外の要因とを分離して解析できるようにする。 
（４）亀裂防止、スペーサー部断熱性向上等のためのガラス複合パネルの断面構成の 適

化を図り、封着剤の耐久性（減圧保持性）の検証を行う。 
【実用化技術】 
研究開発項目⑤「超断熱壁材料の開発」 
（１）多孔質セラミックス粒子の量産に向けた課題を抽出する。 
（２）サンプルの大型試作等の重要指針を明らかにする。 
（３）得られた技術情報を委託事業にフィードバックする。 
研究開発項目⑥「超断熱窓材料の開発」 
（１）複合化ガラス量産に向けた課題抽出及び複合化プロセスの検討を行う。 
（２）大型化サイズでの製造プロセスの検討を行う。 
（３）真空封着に伴うガラスのたわみが視覚・性能に及ぼす影響の確認、その他の問題点

の抽出を行う。 
（４）得られた技術情報を委託事業にフィードバックする。 
 
７．高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発 ［平成１９年度～平成２３

年度］ 
 本プロジェクトでは、複合化金属ガラス合金を創製し、従来の金属ガラス単相合金では

なしえなかった革新的部材の開発を行い、多様な工業製品に応用することで、我が国産業

の優位性を確保することを目的に、東北大学ユニバーシティプロフェッサー 井上 明久

氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「複合化金属ガラスによる硬磁性・ナノ構造部材技術」 
（１）硬磁性複合化金属ガラスの合金創製 
（ａ）軟磁性裏打ち層の膜厚 適化 
（ｂ）逆スパッタ等による試作媒体の表面超平滑化 
（ｃ）超高密度パターン形成を含む一連製造プロセスの確立 

（２）金属ガラスによる超高密度パターン形成技術の開発 
（ａ）ステップアンドリピート法による超微細金型作製プロセスの開発 
（ｂ）ナノインプリント技術の大面積化 
（ｃ）スタティクテスター計測方法の確立 
（ｄ）磁気記録媒体の試作性能評価 

研究開発項目②「複合化金属ガラスによる高強度・超々精密部材技術」 
（１）高強度・可塑性複合化金属ガラスの合金創製 
（ａ）精密プレス成形による超々精密歯車創製の見極め 

（２）超々精密ギヤ等の成形技術の開発 
（ａ）超々精密ギヤ用加工方法の決定 

研究開発項目③「複合化金属ガラスによる高強度・高導電性部材技術」 
（１）高強度・高導電性複合化金属ガラスの合金創製 
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（ａ）Ｃｕ基非平衡結晶合金の材料成分の改良による強度及び導電率の向上 
（２）精密薄板作製技術の開発 
（ａ）粉末を出発材としたＣｕ基非平衡結晶合金精密薄板作製の実用化研究への移行 

【共通基盤技術】 
研究開発項目⑤「超微小モータ用部材の開発」 
・共通基盤技術で開発した超々精密ギヤ部材を組み込んだ多段化ギヤヘッドの試作を行う。

また精密機械加工による超微小モータ部材の開発を行う。同時に超微小ギヤードモータ

の組立技術の開発を行い、これらを組み込んだ直径０．９ｍｍの超微小ギヤードモータ

の試作、評価を行う。 
研究開発項目⑥「高強度・高導電性電気接点部材の開発」 
・共通基盤技術で開発された高強度・高導電性材料を用いた微細カードコネクタを試作す

る。 
 
８．循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 光触媒技術の新産業創成を可能にする高活性化（紫外光応答２倍、可視光応答１０倍）

光触媒材料の開発及びそれらの技術を担う人材を育成することを目的に、東京大学大学院

工学系研究科教授 橋本 和仁氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発等を実施

する。 
【研究開発事業】 
① 光触媒共通サイエンスの構築 

（１）多電子還元反応触媒利用の 適化、伝導帯を下げる等によるバンド構造制御、結晶

構造制御等により、酸化チタン系を中心とした光触媒の高感度化に取り組む。 
（２）ウィルス・細菌の不活性化に高い活性を持つ光触媒材料を探索する。 
② 光触媒基盤技術の研究開発 

（１）新規高感度光触媒について、成膜を容易にするために光触媒粉体の改良を行い、そ

れに合わせた量産化プロセスの検討を行う。 
（２）生産コスト低減のため、成膜プロセス短縮化技術等の製造プロセスへの応用につい

て検討を行う。 
③ 高感度可視光応答型光触媒利用内装部材の開発 

（１）各内装部材につき、新規高感度光触媒の製品サンプルを作成し、実証住宅等で引き

続きその効果を評価する。 
（２）光触媒と吸着剤等とを複合化することにより、処理対象物に応じた性能向上を図る。 
④ 酸化チタンの新機能創出 

（１）滑水性膜に関して、滑水性能向上及び光触媒との複合化について検討する。併せて、

これまで滑水性を示さないと考えられてきた基板に対して滑水性能付与の検討を行う。 
（２）エネルギー貯蔵型光触媒の 適化と用途開発を引き続き行うとともに、成膜に関す

る検討を行う。 
（３）酸化チタンナノ微粒子からなる光誘起相転移材料の 適化及び実用的合成手法の開

発を行う。 
⑤ 光触媒新産業分野開拓 
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 ＶＯＣ、細菌・ウィルス等を光触媒により除去するための実証試験装置を開発し、ウ

ィルス不活性化の実証実験を引き続き行うとともに、ＶＯＣ除去の実証実験を開始する。 
【人材育成事業】 
 以下について実施する。 
① 特別講座による人材育成事業 
② 交流促進事業 
③ 成果の活用促進事業 

 
９．超ハイブリッド材料技術開発 ［平成２０年度～平成２３年度］ 
 本プロジェクトは、単なるハイブリッド化ではなく、従来材料ではなし得なかったトレ

ードオフ（相反機能）をナノレベルでの界面・分散・構造制御で解消し、相反機能を合目

的的に制御・実現することができる技術及びそれに資する要素技術の開発を行うとともに、

実用化に向けた技術の開発を行うことを目的に、東北大学教授 阿尻 雅文氏をプロジェ

クトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「超ハイブリッド材料創製技術開発」 
（Ⅰ）－１ 電気・電子材料分野（パワーデバイス周辺材料・ＩＣパッケージ材料） 
 終目標の達成に向け以下の開発を進める。 
１）界面伝熱抵抗評価と 適設計  

２）界面伝熱抵抗を抑制する表面修飾およびその技術開発 

３）相分離・粒子配向による高熱伝導技術開発 

（Ⅰ）－２ 電気・電子材料分野（高放熱性材料・高耐熱性材料） 
 熱伝導性微粒子のポリシロキサンによる表面修飾技術、及び得られる表面修飾微粒子

を高度に含む放熱性ポリシロキサン超ハイブリッドの合成技術開発を行う。高温高圧法

を含む二種以上の合成法を検討する。表面修飾剤の構造及び合成条件が、生成する修飾

微粒子の構造、及び表面状態に及ぼす影響を評価する。また、修飾微粒子含有超ハイブ

リッド材料の粘度及び熱抵抗値を評価し、この値と修飾微粒子の特性、ポリシロキサン

の構造との相関を明らかにすることにより、加工性と放熱性の相反機能を両立する新規

材料の合成基盤技術確立のための指針を得る。 
（Ⅱ）光学材料分野（高・低屈折率光学材料） 
 終目標の達成に向け以下の開発を進める。 
１）高屈折率樹脂および高屈折率ナノ粒子との相溶性を両立させる表面修飾剤開発 
２）ナノ粒子と高い親和性を示すノニオン性高分子活性剤の開発 
３）新規重合プロセスによる屈折率制御技術開発 

（Ⅲ）その他工業材料分野（放熱性材料） 
 熱伝導率と成形性との相反機能を両立する材料系の熱伝導メカニズムを明らかにしな

がら、このメカニズムの仮説を織り込んだ熱伝導シートの試作及びその製品評価をグル

ープ会社を通じて行い、実用化への課題抽出、解決案を検討することにより、早期実用

化への基礎を構築する。 
研究開発項目②「相反機能発現基盤技術開発」 
（Ⅰ）電気・電子材料分野、及び（Ⅱ）光学材料分野 
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 以下の研究課題を遂行することで、超ハイブリッド材料創製技術開発（パワーデバイ

ス周辺材料、ＩＣパッケージ周辺材料、高・低屈折率光学材料）の 終目標の達成に貢

献する。 

１）有機・無機材料界面制御技術 

２）ナノ空間制御技術 

３）ナノ構造制御技術 

４）ナノ空間・構造制御手法 適化技術      

（Ⅲ）その他工業材料分野（放熱性材料） 
 フィラーの結晶性制御や異方性フィラーとの併用による物性バランスの優れた高熱伝

導材料の可能性、フィラー配向制御の可能性を検討する。また、それらへの有機無機ハ

イブリッド表面処理の適用・効果についても検討する。 
研究開発項目③「相反機能材料創製プロセス基盤技術開発」 
（Ⅰ）電気・電子材料分野、及び（Ⅱ）光学材料分野 
 以下の研究課題を遂行することで、超ハイブリッド材料創製技術開発（パワーデバイ

ス周辺材料、ＩＣパッケージ周辺材料、高・低屈折率光学材料）の 終目標の達成に貢

献する。 

１）官能基導入無機ナノ粒子合成プロセス 

２）高分子中ナノ粒子等均一分散・配向・配列プロセス技術開発 

３）プロセス 適化技術 

（Ⅲ）その他工業材料分野（放熱性材料） 
 フィラーのキャラクタリゼーションを行い、その制御された特性と凝集フィラーの分

散混合メカニズムとの関係をレオロジー特性評価も含めて解明し、材料設計指針、プロ

セス設計指針を得る。また、磁場配向プロセスの適用性について定量的な評価を実施す

る。 
研究開発項目④「材料設計に資する統合評価・支援技術開発」 
 ナノ空孔計測における計数率向上や熱物性顕微鏡における樹脂組織の熱伝播の可視化機

能の追加など、計測の効率化や高度化を進める。プロジェクト内で創製された試作材、開

発材の供給を受け、固体ＮＭＲによるナノ粒子表面修飾状態の解析、高屈折率ナノ粒子の

高濃度複合状態の微視的分析、低侵襲での粒子分散状態や有機－無機組成分析、熱物性な

どの測定・解析を行う。得られた結果はプロジェクト内に材料開発指針として提供すると

ともに、材料機能インフォマティクスの対象データの一部として活用する。材料機能イン

フォマティクスの開発においては、平成２１年度に開発した超解像技術を光学材料などの

多層膜構造材料に適用することを試みる。また、異なる計測手法によるマルチスケールデ

ータの統合及びマクロ機能との相関解析を、分散粒子とマトリクスポリマーとの相互作用

が顕著な材料系に応用展開する。以上に加えて、詳細な特許調査、文献調査及び専門図書

調査等を継続実施し、プロジェクト内に 新情報を提供する。 
 
１０．希少金属代替材料開発プロジェクト ［平成２０年度～平成２５年度］ 
 本プロジェクトは、希少金属の代替／使用量低減を目指すものでもあり、これを通じて

我が国の希少金属の中長期的な安定供給を確保すること等を目的として、各研究開発項目
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毎に研究開発責任者（テーマリーダー）を設置し、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】（委託事業） 
研究開発項目①「透明電極向けインジウム使用量低減技術開発」 
・第一原理計算の精度の向上とＴｉ，Ｓｂ以外の元素の高濃度添加におけるバンド構造、

キャリア濃度、有効質量の濃度依存性を計算する。また、パーコレーションモデルを発

展させ、ＩＴＯナノ粒子の濃度と電流値の関係をより詳細に評価を行う。 
・Ｉｎ２Ｏ３を５０ｍａｓｓ％まで減少させた薄膜の従来とおりのエッチング性能が確保

できるための湿式エッチング法の開発を行う。 
・インクジェット法塗布用ナノインクのパイロットプラントの製作と工業化技術の確立を

行う。この際、蛍光Ｘ線分析装置を用いて、添加するＳｎ、第４元素の組成分析、添加

量の 適化を行う。また、平成２１年度までに開発した粒子を用いて、インク組成の開

発を行い、Ｉｎ使用量削減率６％を達成可能な微粒子の合成を達成する。 
研究開発項目②「透明電極向けインジウム代替材料開発」 
・大型基板対応製膜技術開発の推進として、平成２１年度設計及び製作を実施した飛来粒

子のエネルギーを制御した低ダメージを実現するためのスパッタ製膜装置によるＺｎＯ

透明導電膜の製膜及び解析及び課題抽出を行うとともに、ＺｎＯ透明導電膜部材の開発

として、ＺｎＯ透明導電膜の課題である耐湿熱性向上のための材料開発を平成２１年度

の知見を基にして実施する。 
・液晶ディスプレイパネルへの応用開発では、大型液晶パネルと同等の製造プロセスから

なる２０インチ液晶ディスプレイパネルの試作を念頭に、平成２１年度に抽出されたカ

ラーフィルター側共通電極としての課題に対する対策技術の開発を行う。また、ＴＦＴ

画素側電極としての膜特性とプロセス適合性、さらに積層膜でのコンタクト特性の検討

を行う。 
研究開発項目③「希土類磁石向けディスプロシウム使用量低減技術開発」 
・微細化Ｇｒでは、結晶粒径の微細化と粒径制御を進め、他グループとのマッチングを図

り、理想組織の合金を完成させる。また、焼結磁石の作製では、焼結条件・熱処理条件

の 適化によってＤｙフリーで保磁力２０ｋＯｅ以上のＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系焼結磁石作製

を目標とする。 
・界面Ｇｒでは、種々の強磁場印加方法を検討し、より効率的に保磁力が上昇する条件を

確立する。 
・解析Ｇｒでは、界面構造のマルチスケール解析によって省Ｄｙ、高保磁力磁石実現のた

めの指針を得る。 
・応用Ｇｒでは、開発磁石における要求性能（残留磁束密度、保磁力、形状等）を明確化

するとともに、モータ試作／磁石評価に着手する。 
研究開発項目④「超硬工具向けタングステン使用量低減技術開発」 
・これまでに開発した基礎技術を基に、実用工具形状に対して超硬母材なし硬質材料をタ

ングステンの削減割合が４０質量％以上とした炭窒化チタン系硬質材料基材に接合する

技術を開発する。さらに、接合した部材が１０００℃の加熱後に室温で１００ＭＰａの

接合強度を実現するための接合条件を明らかにするとともに、インサート材料を１００

μｍ以下の厚みで均質に配置する技術を開発する。 
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・切削工具表面の超硬合金層に残留圧縮応力を導入した３次元ブレーカ付き切削チップの

強靭化効果を検証し、多相組織硬質材料と超硬合金間及びコーティング層と超硬合金層

間の界面構造を微視的に観察して剥離を防止する。 
研究開発項目⑤「超硬工具向けタングステン代替材料開発」 
・新規固溶体粉末等を用いて開発したサーメットの焼結収縮プロセスへの効果を明らかし、

サーメットの破壊メカニズム解析等のためのＴＥＭ観察技術、サーメットの成形体構造

評価技術を確立する。サーメット基材へのレーザーＣＶＤ法によるアルミナ及び複合セ

ラミックスのコーティングにおける構造制御技術等を確立する。 
・切削工具用サーメットの成形・焼結技術、表面部組織の制御技術を確立する。耐摩耗工

具用サーメットの成形・焼結技術、加工技術を確立し、耐摩耗工具用コーティング技術

を開発する。 
研究開発項目⑥－１～⑧［平成２１年度～平成２５年度］ 
研究開発項目⑥－１「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／遷移

元素による白金族代替技術及び白金族の凝集抑制技術を活用した白金族低減技術の開発」 
・ＤＯＣ、ＬＮＴ、ＤＰＦの貴金属量を目標値まで低減した時に不足する機能を明確にし、

その機能を補う遷移元素の導入ができるよう、シミュレーション及び反応性評価、物性

評価を行う。また、助触媒、触媒構造を検討するための性能評価を行う。 
・遷移元素活性点の 適なサイズを把握する。 
・ 適なＲｈのサイズ、担体を明確化する。 
・低温活性向上可能なＰｔサイズを 適に担持する手段を開発する。 
・Ｈ２１年度に確立したＤＰＦのＰＭ反応モデルの妥当性を検証する。 
・ＤＰＦ中の触媒量低減のため、触媒、担体構造とＰＭとの反応性の関係を把握するシミ

ュレーションを行う。 
・プラズマを使った反応促進及び被毒特性を把握するため反応特性実験を行う。また、ハ

ニカム化した触媒で同様の検証を行う。 
・ＤＯＣとＤＰＦの機能一体化のため、ＤＰＦの担うＰＭ浄化機能に対する課題を明らか

にし、解決方策を立案する。 
研究開発項目⑥－２「排ガス浄化向け白金族使用量低減技術開発及び代替材料開発／ディ

ーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発」 
・酸化触媒について、触媒活性に対する担体、金属粒子径、添加物効果の触媒反応解析を

行い 適な触媒活性種構造を明らかにする。 
・ディーゼル酸化触媒の調製法について、白金とパラジウムの２成分を含有する凍結乾燥

ゲルの作製プロセスの開発、複合ナノ粒子の設計指針を得る。 
・担体について孔閉塞を回避できる構造検討を行い、担体の工業生産技術の開発を行う。

また、モデル触媒やシミュレーションを用い、担体の 適な多元構造を明らかにする。 
・ＤＰＦ用白金代替銀触媒について、性能向上が期待できる銀を含む複合酸化物を合成、

コートし性能のスクリーニングを行う。また、担体の格子酸素のスス燃焼反応へ関与や

作用機構を調べ、スス酸化に効果的な銀触媒担体の組成や構造を明らかにする。 
・触媒コート技術について、ＤＰＦ用の開発触媒に対しコート量・粒径及び背圧とスス燃

焼活性の関係を調査してコート条件を 適化し、現行品と同等の背圧となるコート条件
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を見出す。 
・酸化触媒と触媒付ＤＰＦを も効率的に組み合わせた排ガス処理触媒システムを設計す

る。 
研究開発項目⑦－１「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／代替

砥粒及び革新的研磨技術を活用した精密研磨向けセリウム低減技術の開発」 
・研磨プロセスシミュレータを活用し、研磨時の化学反応ダイナミクス等を明らかにする

ことで、電子論的な解明を行い代替砥粒開発方針を得る。 
・既存砥粒からの改良指針を得るため、欠陥構造と研磨性能の関係を明らかにする。また、

代替候補材の組成、構造、表面研磨状態が研磨特性に及ぼす影響を明らかにする。さら

に、代替砥粒候補材の粒子径、粒度分布の 適化をするとともに、代替砥粒に適した研

磨パッドの表面特性について指針を得る。 
・加工砥粒をより効率的に使用しスラリー使用量を削減するために、ガラス表面等の前処

理（レーザー等）を行い研磨効率との関係を明らかにするとともに、新しいパッド溝を

検討し、設計・作製したパッドでのガラス基板の研磨特性を明らかにする。 
・電界スラリー制御ＣＭＰ技術、及び電界制御トライボケミカル研磨技術における 適な

研磨特性が得られる加工メカニズムの解明を行う。 
・電界制御による新たな研磨装置を試作し、課題抽出とともに装置構成の 適化を図る。 
研究開発項目⑦－２「精密研磨向けセリウム使用量低減技術開発及び代替材料開発／４Ｂ

ＯＤＹ研磨技術の概念を活用したセリウム使用量低減技術の開発」 
・複合砥粒の分級方法を検討し、洗浄性に優れた有機無機複合砥粒を開発する。 
・広範囲の幾何学的特性を有するポリマー微粒子を調査し、優れた研磨特性を実現する有

機メディア粒子の幾何学的特性（粒径や形状）を特定する。 
・優れた研磨特性を実現する無機メディア粒子の材質を特定し、またその影響因子として

寄与度の大きい物理量（比重や潤滑性等）を明確にする。 
・平成２１年度に見出した材質の研磨パッドにおいて気孔率や気孔径が研磨特性に及ぼす

影響を明確にし、優れた研磨特性を実現する研磨パッドを開発する。 
・平成２１年度に見出した粒径を持つ種々の有機粒子及び無機粒子を入手し、隙間調整型

研磨パッドに含有させる粒子の材質と研磨特性との関係を明白にする。 
・パッドエッチングを実現するために化学薬品性に優れ効果的な研磨パッドとパッドエッ

チング用の試作機を開発する。 
研究開発項目⑧「蛍光体向けテルビウム・ユーロピウム使用量低減技術開発及び代替材料

開発／高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍光体向けＴｂ、Ｅｕ低減技術の開発」 
・蛍光体中で励起状態から基底状態に移る電子の挙動を可視化できるソフトウェアを開発

する。Ｘ線構造シミュレーターを用いて構造提案を行うと同時に材料開発を支援する。 
・試料溶融合成炉を利用し、蛍光体の新規組成を探索する。 
・新規に開発される蛍光体の量産技術について調査・検証を行う。 
・発光シリカの高輝度化を行うと同時に、高速評価法を利用してランプにおける特性を評

価し改良する。ガラス管の上に設計されたナノパターンを作製する技術を開発し、全方

位光に対して５％以上取り出し効率の高いガラスを開発する。 
・放電劣化試験方法を確立し、また、平成２１年度の結果を総合して、材料の高速評価技



75 

術の総合的なスキームを確立する。さらに、実際に開発された材料に適用する。 
・磁気力分離を用いる際に 適な分散溶媒等を見出し、ハロリン酸と希土類蛍光体の分離

が可能となる条件を明らかにする。 
研究開発項目⑨－１「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系

複合材料の開発／Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石の研究」 
・新規磁石材料の基礎特性把握、新規磁石の高度化及び 適化技術の開発等に係る研究体

制を構築した上で、基盤技術開発を開始する。 
研究開発項目⑨－２「Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系磁石を代替する新規永久磁石及びイットリウム系

複合材料の開発／超軽量高性能モータ等向けイットリウム系複合材料の開発」 
・イットリウム系複合材料の製造工程におけるイットリウム利用率等の効率向上、線材構

造の 適化等による高度化で線材特性を向上させ、超長尺化に向けた要求性能に対する

技術開発等に係る研究体制を構築した上で、技術開発を開始する。 
 
１１．サステナブルハイパーコンポジット技術の開発 ［平成２０年度～平成２４年度、

中間評価：平成２２年度］ 
 本プロジェクトは、炭素繊維複合材料の易加工・高強度を実現するための基盤技術とし

て、短時間で成形が可能な易加工性中間基材を開発し、それを用いた高速成形技術の開発

及び接合技術の開発を行うとともに、リサイクル技術の開発を実施し、自動車等の更なる

軽量化を可能とする。これにより、高度な省エネルギー社会を構築するとともに、日本製

造業の国際競争力の更なる向上を図ることを目的に、東京大学教授 髙橋 淳氏をプロジ

ェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「易加工性ＣＦＲＴＰ中間基材の開発」 
 熱可塑性樹脂の樹脂改質技術、炭素繊維の表面処理技術の開発を進め、熱可塑性樹脂と

炭素繊維との接着性向上を図るとともに、炭素繊維への樹脂含浸技術の開発を進め、ＣＦ

ＲＴＰ中間基材の基本技術を確立する。 
研究開発項目②「易加工性ＣＦＲＴＰの成形技術の開発」 
 開発したＣＦＲＴＰ中間基材を用い、各要素プロセス技術について総合的に検討を進め、

高速スタンピング成形及び内圧成形について基本技術を確立する。 
研究開発項目③「易加工性ＣＦＲＴＰの接合技術の開発」 
 開発した各種ＣＦＲＴＰ部材に対し、実部材、実製造プロセスを想定した条件において、

ＣＦＲＴＰ同士及び異材との接合の検討、強度評価を進め、基本技術を確立する。 
研究開発項目④「易加工性ＣＦＲＴＰのリサイクル技術の開発」 
 開発したＣＦＲＴＰ部材を用いて試験片を作製し、各種機械的特性とその発現メカニズ

ムを元に、必要な要素技術を見極める。実用的なリペア技術について基礎検討を行う。 
【実用化技術】 
研究開発項目⑤「易加工性自動車用モジュール構造部材の開発」 
 等方性易加工性ＣＦＲＴＰ中間基材の製造条件を適正化して、量産検討を進める。 
研究開発項目⑥「易加工性自動車一次構造材用閉断面構造部材の開発」 
 実用化検討の実施、生産要件を見極め、基本製造技術を開発する。 
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１２．次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 ［平成２０年度～平成２３年度］ 
 本プロジェクトは、都市ガス警報器の加速的な普及及びＣＯ中毒事故の未然防止に資す

るため、メタン及びＣＯガスを確実に検出でき、超低消費電力でかつ長期間の信頼性が担

保できる革新的高信頼性ガスセンサーの技術開発を目的として、九州大学名誉教授 山添 

曻氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発項目を実施する。 
【実用化技術】 
研究開発項目③「超低消費電力高信頼性ガスセンサーの開発」 
 実環境特性変動試験の継続結果を基に、特性変化要因の抽出を拡充し、 終目標に定め

た仕様を満足する超消費電力のガスセンサーの改良を推進する。 
 
１３．半導体機能性材料の高度評価基盤開発 ［平成２１年度～平成２３年度］ 
 本プロジェクトは、「半導体集積回路のフロントエンドから配線工程、パッケージ組立

工程までの一貫したプロセス検証を行うことによって信頼性のある統合部材を提供できる

評価基盤を確立」について、民間企業等が実施する実用化開発を支援する。 
研究開発項目①「接合素子を含む材料評価用配線ＴＥＧの開発」 
 接合素子を含むウェーハ上に形成された配線ＴＥＧの電気特性の結果から、接合素子の

信頼性評価の感度とＴＥＧパターンの相関関係を検証して、ＴＥＧマスクを改良し、基準

材料と基準プロセスにおける材料評価用配線ＴＥＧを完成する。 
研究開発項目②「材料による金属汚染、応力影響の評価方法の開発」 
 ①のＴＥＧを用いて、基準材料と基準プロセスにおける接合素子の信頼性に影響を与え

る金属汚染、配線腐食、電荷蓄積の一般的な測定を実施して、測定法の感度を確認する。

その結果をＴＥＧマスクの改良に反映して、基準材料と基準プロセスによる金属汚染、応

力影響の評価方法を確立する。 
研究開発項目③「半導体プロセス全体を考慮した材料評価基盤の開発」 
 接合素子を含むウェーハ上に形成された配線ＴＥＧを基準プロセスでパッケージ化し、

信頼性評価を行、パッケージ組立工程における評価項目を確立する。 
 
１４．革新的省エネセラミックス製造技術開発 ［平成２１年度～平成２５年度］ 
 本プロジェクトでは従来ファインセラミックス材料では作製が困難であった複雑形状付

与や大型化を容易にし、製造プラントの省エネ化と製品の品質向上に貢献し得る革新的省

エネセラミックスの製造技術を開発することを目的として、独立行政法人産業技術総合研

究所 先進製造プロセス研究部門 北 英紀氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究

開発項目を実施する。 
【共通基盤技術】 
研究開発項目①「ニアネット成形･接合技術の開発」 
（１）設計 
 高温用途を想定したユニット形状を変えたときの熱応力発生の仕方を把握し、ユニッ

ト形状の仕様を決定する。 
（２）成形 
・成形基礎：原料の粒度配合、充填密度がニアネット成形に及ぼす影響を把握するとと
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もに、要求性能と経済性を考慮した成形技術の検討を行う。 
・成形プロセス：光造形法により、計算に基づき決定された高度な断熱、軽量、強度を

具備したユニットを試作し成形条件の 適化を図る。 
（３）焼成 
・焼成基礎：表面処理・改質等の条件について検討を行う。 
・焼成プロセス：ユニットを試作し、焼成条件の 適化を図る。 

（４）接合技術 
・設計と基礎検討：ＳｉＣセラミックスの接合界面に対して、ナノレベル構造解析と可

変電荷ポテンシャル法を用いた分子動力学計算等を用いて接合界面構造形成現象を解

析する。 
・接合基礎：反応焼結（ＲＢＡＯ）法をベースとして、金属とセラミック粉末からなる

ペーストを接合面に介在させ、固体反応により接合体をうるための検討を実施する。 
・接合プロセス：ゾーン加熱型の局所加熱試作炉の性能評価及び改良を行う。 
・燃焼合成：反応誘導技術について系統的に精査する。 
・レーザー利用技術：Ｂ４Ｃの接合を目指した基礎実験を行う。 
・非破壊検査技術：小型接合材サンプルのＸ線ＣＴ試験による微小欠陥観察を行い、粉

体精製、調整の 適化に貢献する基礎データを得る。 
研究開発項目②「ユニットの高機能化技術」 
（１）難濡れ、耐酸化耐食性向上 
・予備酸化処理したＳｉ基系セラミックス基板との適合性を評価し、コーティング方法

を検討する。 
・アルミ溶湯とコーティング材界面等のナノレベル構造解析を実施する。 

（２）高温熱反射 
・ユニットの基本構造：中空ユニットを利用した断熱性向上のため、熱放射低減コーテ

ィング、熱伝導低減軽量ナノ多孔質部材の充填、さらに熱対流低減蓄熱材充填を試み

る。 
・熱反射材料、測定技術：コーティング候補素材の反射率に及ぼす雰囲気・温度の影響

を明らかにする。 
【実用化技術】 
研究開発項目③革新的省エネセラミックスの部材化技術開発 
（１）高耐性部材の開発 
 窒化珪素系において、量産化を想定し、ユニットを大きく肉厚化できる焼成条件の

適化を行い、ユニットの試作を行う。さらに、変形を 小にするためのスラリー混合条

件、成形条件、焼成条件の 適化についても検討を行う。 
（２）高温断熱部材の開発 
 実物モデルの評価とシミュレーション結果の整合性をより高めていく。中空部材の

終形状はシミュレーションを参考に決定予定である。現状材質にて中空部材の形状によ

る性能評価を行う。中空ユニット内への断熱部材挿入の効果を確認するとともに、部材

側壁部の形状による断熱性能向上を試みる。 
（３）高比剛性部材の開発 
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 高比剛性部材として有望なＳｉＣコンポジット材料の微構造組織の改良を行い、比剛

性や加工性の改良を行う。また、「ニアネット成形技術の開発」については中規模の試

作用設備を用いて試作を行い、量産時に歩留まりが安定した成形、焼成等のプロセス条

件を検討する。 
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＜５＞エネルギー分野 
 
① 燃料電池・水素エネルギー利用技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・

省エネルギー関連業務 ＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 ①技術開発／

実証 参照］ 
 
 
② 新エネルギー技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜２＞新エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 
 
 
③ 省エネルギー技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネルギー関連

業務 ＜３＞省エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 
 
 
④ 環境調和型エネルギー技術［技術開発／実証］ ［後掲：新エネルギー・省エネル

ギー関連業務 ＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①技術開発／実証 参照］ 
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＜６＞新製造技術分野 

【中期計画】 
 我が国産業の根幹を成す製造業の強みは、川上（素材、原材料）、川中（材料・部品・装置）、川下

（ 終製品）の分厚い産業集積にあり、それらの連携・融合を通じた擦り合わせ等の製造技術が国際優

位性を維持・強化し、経済発展の源泉となっている。 
 しかし、近年我が国は、急速に少子化・高齢化が進み人口減少社会に突入している。また、中国、韓

国等の技術力向上に伴うコスト競争、ＢＲＩＣｓ諸国の経済発展による資源の大量消費と環境問題等が

生じている。このように、我が国を取り巻く情勢・環境は大きく転換してきている。 
 我が国の産業競争力を強化し、ものづくりナンバーワン国家を目指すためには、これまで以上に高付

加価値製品・技術を創出し、省資源、省エネルギー、環境低負荷等を実現する効率的な製造プロセスを

確立することが喫緊の課題となっている。 
 第２期中期目標期間においては、持続可能な成長維持と国際競争力の強化を実現し、ものづくりナン

バーワン国家を目指す。このため、環境、省エネルギー等に配慮した分野横断的・共通基盤的な製造技

術の整備・強化に向けてユーザーの指向に則した製造技術の高度化及び革新的な新技術の創出に取り組

むこととし、以下のような研究開発を推進する。 

 
① 新製造技術 

【中期計画】 
 我が国の製造業の強みは高性能電子部品・デバイスの小型化・省エネルギー化技術及び設計、擦り合

わせ等の製造プロセスの効率化技術にあり、機構はこれら技術の高度化と新たな産業創成を行ってき

た。 
 しかし、２００７年問題を始めとした３つの制約（資源・環境・人口）を克服し、今後も激化する製

造分野の国際競争を勝ち抜くためには、我が国の強みである「ものづくり」を更に強くし、持続可能な

成長維持を実現させる技術戦略が不可欠である。 
 このため、第２期中期目標期間においては、マイクロナノ製造技術を用いて様々な機能・用途を持つ

高付加価値ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）の開発及び我が国のものづくり力を結集してＭＥＭＳを

含む製造プロセスの更なる省エネルギー化及び環境低負荷化等を推進する。具体的には、第２期中期目

標期間中に新しい機能を提供する世界初のＭＥＭＳデバイスを４種類以上開発し、製造プロセスの省エ

ネルギー化及び環境低負荷化に貢献する。さらに、第２期中期目標期間中に、新製造分野における人材

育成、設計・開発支援等を目的とした知識データベースを２種類以上（総登録データ数１，０００件以

上）開発するとともに、企業独自の技能・ノウハウを体系化し、後継者に伝授するシステム技術等の開

発を行う。 

 
１．異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト ［平成２１年度～平成２

４年度、中間評価：平成２２年度］ 
 サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要

な新しいコンセプトに基づき、基盤的プロセス技術群の開発及びそのプラットフォームの

確立を目的に、技術研究組合ＢＥＡＮＳ研究所 所長 遊佐 厚氏をプロジェクトリーダ

ーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 
 バイオ材料に関しては、 終目標を達成できる生体適合性界面形成のための材料や手法
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を選定する。有機材料に関しては、本研究で得られたプロセス技術を新規有機半導体デバ

イスの開発へ応用してプロセスの有効性を検証する。 
 また、バイオ・有機異種材料の組立プロセス技術を開発し、 終目標を達成するための

手法を決定する。有機分子ナノピラー構造、有機分子ナノポーラス構造、直線及び網目構

造などのナノ構造形成のための手法を選定する。 
研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 
 中性粒子ビームプロセス 適化により、アスペクト比３０以上の超低損傷シリコンナノ

構造を実現し、側壁の傾斜角や等方性・異方性の制御をする。 
 また、３次元構造表面に、１００ｎｍ以下の径のナノ粒子・自己組織化ドットを配置す

るための機能性ナノ構造体修飾技術、化合物半導体ナノドット形成を構築する。また、酸

化物製膜において、ナノサイズの開口でアスペクト比３０以上の微細溝や孔へＳｉＯ２を

空隙なく埋め込む。 
研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 
 噴出し型大気圧プラズマ成膜装置の導入・立ち上げを行い、 終目標に示される特性を

有する電子的機能膜、機械的機能膜を形成する基本プロセスを開発する。 
 さらに、繊維状基材上に、上記非真空薄膜堆積プロセスにより、 終目標に示される電

子的機能膜等を形成する基本プロセスを開発する。 
研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 
 異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見を系

統的に蓄積してデータベース化する。また、蓄積するデータ数は５００件以上とする。 
研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」 
 異分野融合型次世代デバイス製造技術を活用し、高機能センサネットシステムの実用化

と、低環境負荷型製造プロセスの確立に向けた開発を行う。 
 
２．高出力多波長複合レーザー加工基盤技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平成

２６年度］ 
 ユーザーニーズの高まっている「高出力・高品位」で「低コスト」な半導体パルスファ

イバーレーザー発振技術及びそれを利用した加工技術を開発し、次世代製品に向けたレー

ザー加工の基盤技術を確立する目的で、基本計画に基づき、プロジェクトリーダーの選定

及び公募による実施者の選定を行い、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「レーザー高出力化技術の開発」 
 高出力領域での効率と信頼性を両立した高出力・低コスト半導体レーザーの実現に必須

な、新規半導体素子や素子作製プロセスの開発、光ファイバーの開発を行う。 
研究開発項目②「レーザー高品位化技術の開発」 
 レーザーのパルス波形制御技術、ファイバー増幅技術、固体セラミックスによる増幅技

術、高出力波長変換技術により、高品位・高出力パルスファイバーレーザーの開発を行う。 
研究開発項目③「多波長複合加工技術の開発」 
 ＣＦＲＰ、太陽電池等デバイス、チタン部品の非接触、高品位、高速加工を実現するた

め、レーザー加工システムを開発し、（１）切断接合、（２）表面処理、（３）粉末成形に

おけるレーザー加工技術の開発を行う。 
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② ロボット技術 

【中期計画】 
 我が国のロボット技術は世界トップレベルにあるが、近年我が国において少子高齢化や女性の社会進

出の進展に伴い、製造現場での労働者不足、高齢者増加に伴う福祉・介護サービスの拡充、家事等の代

替を担うには至っていないのが現状である。 
 このため、第２期中期目標期間においては、製造現場や家庭環境等の様々な環境における課題を解決

するロボット技術の基盤整備及び実用化推進を行う。具体的には、第２期中期目標期間中に、ロボット

開発の効率化・低コスト化につながるロボットモジュールを１２種類以上開発する。また、製造現場や

家庭環境等での導入を目指した７種類以上の次世代ロボットのプロトタイプの開発等を行う。 

 
１．戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 将来の市場ニーズ及び社会的ニーズから導かれる「ミッション」を、必要とされるロボ

ットシステム及び要素技術を開発し活用することにより達成することを目的に、千葉工業

大学 未来ロボット技術研究センター 副所長 平井 成興氏をプロジェクトリーダーと

し、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「次世代産業用ロボット分野」 
（１）「柔軟物も取扱える生産用ロボットシステム」 

 柔軟物（コネクタ付ケーブル等）を筐体内に取り付ける一連の作業を実現するプロト

タイプ・ロボットシステムの開発及び実証として、「ＦＡ機器組立ロボットシステムの

研究開発」を行う。 
（２）「人間・ロボット協調型セル生産組立システム」 

 作業手順の改善、機種切り替え、生産量の変動に対しての対応能力を有し、かつ、組

立作業者をロボット技術が安全を確保しつつ物理的・情報的に支援するプロトタイプ・

ロボットシステムの開発及び実証として、「先進工業国対応型セル生産組立システムの

開発」を行う。 
研究開発項目②「サービスロボット分野」 
（１）「片付け作業用マニピュレーションＲＴシステム」 

 多様な形状を有する対象物を識別し、人と同等程度の速度で確実に把持し、周囲環境

を認識し、所定の位置に収納する作業を実現するプロトタイプ・ロボットシステムの開

発及び実証として「乱雑に積層された洗濯物ハンドリングシステムの研究開発」を行う。 
（２）「高齢者対応コミュニケーションＲＴシステム」 

 高齢者対応コミュニケーションＲＴの実現形として、在宅高齢者のバイタルデータ

（生体情報）、及び問診対話に基づくコミュニケーションから行動履歴を取得し、これ

らのデータを自動で解析することで、健康維持のためのアドバイスを提供する在宅健康

管理ＲＴシステムの開発及び実証として「コミュニケーションＲＴによる高齢者の在宅

健康管理・支援システムの開発」を行う。 
（３）「ロボット搬送システム」 

 建物内の指定場所に設置された搬送箱を、ロボットが建物内を自律走行しながら指定

された搬送先へ搬送する作業を実現するプロトタイプ・ロボットシステムの開発及び実

証として「全方向移動自律搬送ロボット開発」を行う。 



83 

研究開発項目③「特殊環境用ロボット分野」 
（１）「被災建造物内移動ＲＴシステム」 

 複数の遠隔操縦型ロボットが階段やドアのある建物内でオリエンテーリングを行い決

められたエリアを人間よりも速く、迅速に移動することを実現するプロトタイプ・ロボ

ットシステムの開発及び実証として「閉鎖空間内高速走行探査群ロボットの研究開発」

を行う。 
（２）「建設系産業廃棄物処理ＲＴシステム」 

 建物解体時に発生する廃棄物のうち異なる５種類以上の材質を選別判定でき、かつ、

建物解体時に発生する廃棄物を素材料毎に分離できることを実現するプロトタイプ・ロ

ボットシステムの開発及び実証として「次世代マニピュレータによる廃棄物分離・選別

システムの開発」を行う。 
 

２．次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト ［平成２０年度～平成２３年度］ 
 次世代ロボット開発の共通化・標準化の観点から、我が国に蓄積されたロボット用ソフ

トウェア技術を再活用可能な形でモジュール化開発を行い、開発したモジュールをロボッ

トシステムに組み込むことにより有効性の検証を行うことを目的に、東京大学大学院情報

理工学系研究科教授 佐藤 知正氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施

する。 
研究開発項目①－１「ロボット知能ソフトウェアプラットフォームの開発」 
 ＲＴコンポーネント化された知能モジュール群を統合し、次世代ロボットシステムのシ

ミュレーション・動作生成・シナリオ生成・システム設計を行うことのできるロボット知

能ソフトウェアプラットフォームの性能向上を行う。 
研究開発項目①－２「ロボット知能ソフトウェア再利用性向上技術の開発」 
 研究開発項目②から⑦の各研究体の知能モジュール開発工程において、開発仕様等記述

方式の統一化を行うとともに、知能モジュールの機能仕様書及び試験仕様書に基づいた品

質試験、一元的な蓄積・管理及び提供を行うための体制を整備しつつ、再利用性の高い高

品質ソフトウェア群を開発するための手法を確立する。 
研究開発項目②「作業知能（生産分野）の開発」 
 教示支援に関する知能モジュール群及びチョコ停対応に関する知能モジュール群、認識

に関する知能モジュール群の開発において、研究開発の中心を知能モジュール群の統合に

移し、知能モジュールの高度化を図りつつ 終目標を達成するための具体的な見通しを得

る。 
研究開発項目③「作業知能（社会・生活支援分野）の開発」 
 作業計画に関する知能モジュール群及び作業遂行知能モジュール群の開発において、研

究開発の中心を知能モジュール群の統合に移し、知能モジュールの高度化を図りつつ 終

目標を達成するための具体的な見通しを得る。 
研究開発項目④「移動知能（社会サービス産業分野）の開発」 
 移動環境認識知能モジュール群及び人環境安全移動知能モジュール群の開発において、

研究開発の中心を知能モジュール群の統合に移し、知能モジュールの高度化を図りつつ

終目標を達成するための具体的な見通しを得る。 
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研究開発項目⑥「移動知能（生活支援分野）の開発」 
 操縦移動知能モジュール群の開発及び自律移動知能モジュール群の開発において、研究

開発の中心を知能モジュール群の統合に移し、知能モジュールの高度化を図りつつ 終目

標を達成するための具体的な見通しを得る。 
研究開発項目⑦「コミュニケーション知能（社会サービス産業分野及び生活支援分野）の

開発」 
 環境・状況・対象認識知能モジュール群の開発や対話支援知能モジュール群の開発等に

おいて、研究開発の中心を知能モジュール群の統合に移し、知能モジュールの高度化を図

りつつ 終目標を達成するための具体的な見通しを得る。 
 
３．基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト ［平成２０年

度～平成２２年度］ 
 本プロジェクトでは、生活環境やロボットで使用される各種要素部品を、ＲＴシステム

で利用しやすい共通の接続方式、制御方式のもとで利用可能な形で提供（ＲＴコンポーネ

ント化）するための基盤を開発する。またＲＴコンポーネント化された各種要素部品を用

いることで既存の生活環境を簡単にＲＴシステム化し、さまざまな生活支援機能を提供す

ることが可能であることを示す。本開発によってＲＴシステムの開発基盤を充実させるこ

とにより、製造分野をはじめとする一部の分野に限られているＲＴ適応分野を拡大するこ

とを本プロジェクトの第一の目的とする。さらに、ロボット分野への中小・ベンチャーや

異業種を含む多様な企業や研究機関等の新規参入を促進することにより、ロボット産業の

裾野拡大を図ることを第二の目的とし、名城大学理工学部機械システム工学科教授 大道 

武生氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
 研究開発項目①「基盤通信モジュール及び開発ツールの開発」においては、平成２１年

度までに開発した基盤通信モジュール、ＲＴ要素部品管理モジュール、開発ツールを実証

システムに適用し、総合評価を行う。 
 研究開発項目②「基盤通信モジュールを用いたＲＴ要素部品の開発」においては、基盤

通信モジュールと組み合わせた小型ドライバモジュール、小型リニアアクチュエータを実

証システムに設置し、実証試験を行う。また、これらを利用した窓サッシ（インテリジェ

ントウィンドウ（窓）システム）の実証機を作成し、実証システムに組み込んで総合評価

を行う。 
 研究開発項目③「ＲＴ要素部品群によるＲＴシステムの開発・実証」においては、住宅

用インテリジェント空調システムやインテリジェント・ウィンドウシステムの実証評価を

行うための、住宅版実証ＲＴシステムを構築し、各種ハードウェア、ソフトウェアの実

証・評価を行う。さらに、本実証ＲＴシステムに対する安全性の検討手順を構築する。 
 
４．生活支援ロボット実用化プロジェクト ［平成２１年度～平成２５年度］ 
 生活支援ロボットとして産業化が期待されるロボットを対象に関係者が密接に連携しな

がら安全に係る試験を行い、安全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性検

証手法の研究開発を実施することを目的に、引き続き独立行政法人産業技術研究所 知能

システム研究部門 研究部門長 比留川 博久氏をプロジェクトリーダーとし、次の研究
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開発を実施する。 
研究開発項目①「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 
・ロボット毎にリスク見積のための判断指標を提示する。機械・電気安全、機能安全につ

いての安全性試験の試験方法の検討を行う。 
・移動作業型、人間装着型、搭乗型ロボットのドキュメントによる設計段階における規格

適合評価方法の検討を行う。 
研究開発項目②「安全技術を導入した移動作業型（操縦が中心）生活支援ロボットの開

発」 
・移動作業型（操縦が中心）ロボットのリスク低減に必要な安全技術の開発とその技術を

搭載したロボットの開発を行う。 
・当該ロボットが対象とする安全性試験（予備試験）を実施する。 
研究開発項目③「安全技術を導入した移動作業型（自律が中心）生活支援ロボットの開

発」 
・移動作業型（自律が中心）ロボットのリスク低減に必要な安全技術の開発とその技術を

搭載したロボットの開発を行う。 
・当該ロボットが対象とする安全性試験（予備試験）を実施する。 
研究開発項目④「安全技術を導入した人間装着（密着）型生活支援ロボットの開発」 
・人間装着（密着）型ロボットのリスク低減に必要な安全技術の開発とその技術を搭載し

たロボットの開発を行う。 
・当該ロボットが対象とする安全性試験（予備試験）を実施する。 
研究開発項目⑤「安全技術を導入した搭乗型生活支援ロボットの開発」 
・搭乗型生活支援ロボットのリスク低減に必要な安全技術の開発とその技術を搭載したロ

ボットの開発を行う。 
・当該ロボットが対象とする安全性試験（予備試験）を実施する。 
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＜７＞各分野の境界分野・融合分野及び知的基盤研究分野 
【中期計画】 
 「第３期科学技術基本計画」においては、異分野間の知的な触発や融合を促す環境を整えることや、

新興領域・融合領域へ機動的に対応しイノベーションに適切につなげていくことの重要性が提唱されて

おり、従来の技術区分にとらわれない更なる境界分野・融合分野における取組を進めることが必要であ

る。 
 このため、第２期中期目標期間においては、急速な知識の蓄積や新知見の獲得によって、異分野技術

の融合や新たな技術領域が現れることを踏まえ、従来の取組を更に強化し、生涯健康や安全・安心等を

中心とした社会ニーズや社会的貢献の実現を視野に入れつつ、上記のライフサイエンス、情報通信、環

境、ナノテクノロジー・材料及びエネルギー等の境界分野及び分野を跨ぐ技術の融合領域における研究

開発を推進する。 
 また、社会ニーズを把握・意識しつつ、安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整備のための研究

開発を推進する。 

 
１．安全・安心な社会構築に配慮した知的基盤整備事業 
１．１ 知的基盤研究開発事業 ［平成１１年度～平成２２年度］ 
 広範な分野での産業の活性化及び新規産業の創出に資するため、知的基盤として活用さ

れる技術、機器等の開発並びにデータ等の整備及び利用技術開発を実施する。平成２１年

度に中間評価を実施し、重点的に整備すべき技術課題である３テーマを引き続き実施する。 
 
２．基盤技術研究促進事業 ［平成１３年度～］ 
 産業投資特別会計から出資を受けて飛躍的な技術的進歩の達成や新規市場の創造等をも

たらす知的資産が形成されるような鉱工業基盤技術に関する試験研究テーマを委託により

行う基盤技術研究促進事業について、継続事業１件を実施する。なお、継続事業に対して

中間評価を実施する。 
 
３．戦略的国際標準化推進事業 ［平成１６年度～］ 
 国際標準化に向けた研究開発等を実施し、我が国の研究開発成果の国際市場での普及を

図り、国内産業の国際競争力を強化する。平成２２年度においては、ＮＥＤＯにおける研

究開発事業終了後にその研究開発成果の普及のために実施する「標準化フォローアップ」

を１８テーマ程度、国内の標準化課題を解決するための課題設定型テーマ公募事業として

「標準化研究開発」及び「標準化先導研究」を実施する。 
 
４．イノベーション推進事業（次世代戦略技術実用化開発助成事業） ［平成１９年度

～］ 
 民間企業独自の研究開発リソースが十分でないよりリスクの高い中期の実用化開発を支

援する。具体的には、次世代に向けた技術のブレークスルーを目指す民間企業から広くテ

ーマを公募し、研究開発終了後５年以内で実用化の可能性の高い優れた提案に対し、助成

金を交付する。平成２２年度においては、平成２２年度及び平成２３年度に研究を開始す

るテーマの採択を実施するとともに、継続分６０テーマを実施する。また、平成２１年度

採択のテーマについて延長評価を実施し、延長による開発成果の向上に著しい効果が見込
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まれる等必要なものについては、１年間の事業延長を認め、事業を実施する。前年度まで

に終了した１７テーマについては、技術的成果、実用化見通し等を評価する事後評価を実

施する。なお、事後評価の結果に関しては、第２期中期計画期間中を通して６割以上が

「順調」との評価を得ることを目指す。 
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（別添） 
【新エネルギー・省エネルギー関連業務における技術分野ごとの計画】 

（２）新エネルギー・省エネルギー関連業務 

＜１＞燃料電池・水素エネルギー利用技術分野 
 
① 技術開発／実証 

【中期計画】 
 燃料電池は、エネルギー効率が高く、ＣＯ２排出抑制に資するなど環境負荷が低いことに加え、エネ

ルギーセキュリティの向上、産業競争力の強化や新規産業の創出等の観点からも重要な技術分野であり、

その政策的位置付けはますます重要になっている。第３期科学技術基本計画における戦略重点科学技術

の一つとして「先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」が位置付けられ、新国家エ

ネルギー戦略においては運輸エネルギー次世代化として燃料電池自動車に関する技術開発の推進が必要

とされている。また、新経済成長戦略においては世界をリードする新産業群創出のための戦略分野の一

つとして燃料電池が位置付けられ、さらに、経済成長戦略大綱において、新産業創出の分野として燃料

電池及び次世代自動車向け電池が位置付けられるとともに、運輸エネルギーの次世代化のために燃料電

池自動車を含む次世代クリーンエネルギー自動車の技術開発と普及促進の必要性が挙げられている。 
 第２期中期目標期間においては、燃料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用化・普及に資する

ため、技術開発、安全・基準・標準化及び導入支援・実証研究等を一体的に推進する。具体的には、燃

料電池自動車、定置用燃料電池等の早期の実用化・普及に向け、固体高分子形燃料電池及び固体酸化物

形等の燃料電池の研究開発並びに燃料電池自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド車等に資する

蓄電池システム等関連技術の研究開発を実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上及びコスト低減を図

る。第２期中期目標期間中には定置用燃料電池で発電効率３２％（ＨＨＶ、高位発熱量）、耐久性４万

時間、自動車用燃料電池で車輌効率５０％（ＬＨＶ、低位発熱量）、耐久性３，０００時間の見通しが

得られる技術基盤確立等を目標とする。 
 また、水素エネルギーの本格的利用に向け、水素の製造・輸送・貯蔵及び水素インフラストラクチャ

等の研究開発を実施し、効率向上、信頼性・耐久性向上、小型化及びコスト低減等を図る。併せて、技

術開発課題の抽出、安全性・信頼性等の確認、基準・標準の制定・見直し及び社会的認知・受容の推進

等のために必要な普及基盤整備及び実証研究・試験等を実施する。また、今後の導入普及状況を踏ま

え、その時期に応じた適切な業務を国の方針を踏まえつつ実施する。 

 
 
１．固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 固体高分子形燃料電池（以下、ＰＥＦＣ）の本格商用化に要求される低コスト化・信頼

性向上等に資する基盤技術開発、市場拡大・普及促進等に資する実用化技術開発、革新的

な低コスト化・信頼性向上等に資する次世代技術開発、国際標準化の支援等を総合的に推

進し、ＰＥＦＣの普及に必要な要素技術を確立すること等を目的とする。なお、研究開発

項目①基盤技術開発については、原則としてプロジェクトリーダーを定め、以下の研究開

発を実施する。 
研究開発項目①「基盤技術開発」 
 格段の低コスト化・高信頼性化を可能とするＰＥＦＣの「電解質膜・電極接合体（ＭＥ

Ａ）」及び「電極触媒」に関する革新的かつ実用的な材料の開発を行う。また、反応・劣
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化等の詳細なメカニズムを解明することで上記の材料開発を支援する解析評価技術の開発

及びセル解析評価の共通技術の開発を行う。さらに、我が国の国際市場での優位性の確立

に資する国際標準化等を推進する。 
研究開発項目②「実用化技術開発」 
 燃料多様化技術、多用途・高付加価値システム、低コスト生産技術及び安全技術の開発

等、ＰＥＦＣシステムの普及促進・市場拡大に資する実用化技術開発に着手する。 
研究開発項目③「次世代技術開発」 
 ２０２０年以降の燃料電池自動車等の本格商用化に求められるＰＥＦＣの格段の高信頼

性化・低コスト化のために、現状技術の延長にない次世代技術に関する萌芽的かつ革新的

なテーマを捉え、先導的な研究開発に着手する。 
 
２．固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度、中

間評価：平成２２年度］ 
 固体酸化物形燃料電池の信頼性・耐久性、運用性及び効率の向上とコスト競争力を実現

するために必要な要素技術を確立することを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所 

横川 晴美氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「基礎的・共通的課題のための研究開発」 
（１）耐久性・信頼性向上のための基礎研究 
 熱力学的解析・化学的解析・機械的解析により劣化機構を解明し、加速劣化因子を抽

出する。さらに、セルスタックの三相界面構造変化を観察・解析し、劣化現象との関係

に定量的な評価を加え、耐久性試験を実施し、劣化要因を特定し、余寿命式を提案する。 
（２）原料・部材の低コスト化及び低コストセルスタック・モジュールの技術開発 
 セルスタック部材の共通仕様の候補材の試作・評価と単セルの発電試験を継続して実

施する。 
研究開発項目②「実用性向上のための技術開発」 
（１）運用性向上のための起動停止技術開発 
 平成２１年度の起動停止試験から得られた熱サイクル影響の評価を基に、熱衝撃緩和

スタック・モジュール構造の開発を行う。 
（２）超高効率運転のための高圧運転技術の開発 
 酸化還元サイクル耐性を向上したセルスタック及びセルスタックを集合したカートリ

ッジでの検証試験を実施する。 
 

３．水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度、中間

評価：平成２２年度］ 
 水素供給インフラ市場立ち上げ（２０１５年頃を想定）に向け、水素エネルギーの導

入・普及に必要な一連の機器及びシステムに関する技術を確立することを目的として、以

下の研究開発を実施する。なお、プロジェクトリーダーを平成２２年度から設置すること

を検討している。 
研究開発項目①「システム技術開発」 
 ７０ＭＰａ級水素ステーションシステムにおいて、システムの 適仕様を検討する。ま



90 

た、課題、問題点を抽出し、機器開発にフィードバックする。 
 ハイブリッドタンクの開発では、タンクを試作し、性能評価等を行う。 
研究開発項目②「要素技術開発」 
 各ステーション機器、材料の試作を行い、耐久性、安全性の評価試験等を行う。また、

燃料電池自動車及び水素インフラ機器に使用する金属材料開発及び耐水素脆化特性の材料

データの取得を事業内容に追加し、公募を実施する。 
研究開発項目③「次世代技術開発・フィージビリティスタディ等」 
 水素エネルギーの導入、普及に関し、革新的な次世代技術開発を引き続き実施する。ま

た、新規に燃料電池自動車及び水素インフラに係る基準標準化に関する研究開発のための

公募を実施する。 
 
４．水素先端科学基礎研究事業 ［平成１８年度～平成２４年度、中間評価：平成２２

年度］ 
 水素社会到来に向け、水素物性や水素脆化の基本原理の解明、対策検討等、根本的な現

象解析を目的に、独立行政法人産業技術総合研究所水素材料先端科学研究センター 村上 

敬宜氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「高圧水素物性の基礎研究」 
 １００ＭＰａ、５００℃を測定範囲とする高精度ＰＶＴデータの取得、密度測定、粘性

係数等を測定する。 
研究開発項目②「高圧／液化による金属材料等の水素脆化の基本原理の解明と材料強度特

性に関する研究」 
 耐水素材料評価指針、予ひずみ材の水素強度指針を作成する。 
研究開発項目③「液化・高圧化状態における長期使用及び加工（成形・溶接・表面修飾）、

温度などの影響による材料強度特性研究（金属材料）」 
 金属の原子間の結合に及ぼす水素の影響、鋼中の正確な水素固溶度の把握を実施する。 
研究開発項目④「液化・高圧化状態における長期使用及び加工（成形・溶接・表面修飾）、

温度などの影響による材料強度特性研究（高分子材料）」 
 ゴム材料中の水素定量、水素位置特定の精度を向上させる。 
研究開発項目⑤「高圧水素トライボロジーの研究」 
 軸受、バルブ、シール等摺動材料について、水素トライボロジー基礎特性のデータベー

スを構築する。 
研究開発項目⑥「材料等内の水素拡散、漏洩などの水素挙動シミュレーション研究」 
 材料中の欠陥周辺に存在する水素の分布状況、転位の運動に及ぼす水素の影響のシミュ

レーションを実施する。 
 
５．水素貯蔵材料先端基盤研究事業 ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 水素貯蔵材料の基本原理の解明、計算科学等材料研究への応用技術の基礎を確立するこ

とを目的に、独立行政法人産業技術総合研究所エネルギー技術研究部門 秋葉 悦男氏を

プロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 
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 平成２１年度までに構築してきた構造評価手法の更なる高度化を図り、材料系の構造と

反応機構について多面的な解析を進める。 
研究開発項目②「非金属系水素貯蔵材料の基礎研究」 
 平成２１年度までに構築してきた各種技術の更なる高度化を図り、非金属系材料の構造

解析を行う。なお、新たに無機系水素貯蔵材料に係る材料科学的研究を公募して実施する。 
研究開発項目③「水素と材料の相互作用の実験的解明」 
 水素化・脱水素化反応過程のその場観察等を重点課題として設定する。なお、水素化物

モデル物質に係る材料科学的研究を追加して実施する。 
研究開発項目④「計算科学による水素貯蔵材料の基盤研究」 
 平成２１年度までの研究成果を活用して、水素貯蔵特性を向上させるための研究を行う。

なお、計算科学的手法の実証のため、材料科学的研究を公募して実施する。 
研究開発項目⑤「中性子実験装置による水素貯蔵材料に関する共通基盤研究」 
 中性子全散乱装置を用いた水素貯蔵材料の構造研究を、中性子全散乱装置としての性能

検証と平行して行う。また、水素貯蔵材料への計算機を用いた構造モデリングを進める。 
 
６．固体酸化物形燃料電池実証研究 ［平成１９年度～平成２２年度］ 
 固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の実用化の促進を図るために、ＳＯＦＣシステムの

実負荷環境下における実証データの着実な収集及び評価分析を実施し、今後のＳＯＦＣ技

術開発の開発課題を抽出することを目的とする。 
 平成２２年度は、燃料種の異なる０．５～１０ｋＷ規模の定置用ＳＯＦＣシステムの実

証データ収集及び分析を実施する。また、これまでに実負荷環境に設置し、収集した実証

データの分析を終え、実用化における技術開発の課題を明確にする。 
 
７．燃料電池システム等実証研究 ［平成２１年度～平成２２年度］ 
 水素インフラ、燃料電池自動車等の実際の使用状態における実測データを取得し、水素

インフラ、燃料電池自動車等の有用性を検証するとともに、実用化のための課題抽出、さ

らには燃料電池自動車等の社会受容性向上を図ることを目的に、以下の研究を実施する。 
研究開発項目①「水素インフラ等実証研究」 

 将来の商用インフラモデル検討と提案、水素インフラの実使用条件におけるデータ評価

分析により実用化に向けた課題抽出、水素インフラの安全性検証、規制見直しの具体的計

画の策定、車両・インフラ間で固有の要求項目（充填圧力等）について整合性のある対応

策、車両・インフラ間で協力して検討すべき項目（充填プロトコル、安全性向上機能）の

対応策を達成する。 
研究開発項目②「燃料電池自動車等実証研究」 

 燃料電池自動車等の実使用条件におけるデータ評価分析により実用化に向けた課題抽出、

燃料電池自動車等の省エネルギー効果、環境負荷低減効果の確認を行う。 
研究開発項目③「広報・調査」 

 燃料電池自動車及び水素インフラ等の認知・理解度向上を図り、また海外との情報交換、

国際協力、基準・標準化における提案等を行う。 
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８．系統連系円滑化蓄電システム技術開発 ［後掲：＜２＞新エネルギー技術分野 ①

技術開発／実証 ７．参照］ 
 
９．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池自動車等の早期実用化に資するため、高性能か

つ低コストな蓄電池及びその周辺機器の実現を目指し、以下の研究開発を実施する。なお、

要素技術開発は各企業を中心とした競争的な開発フェーズであり、次世代技術開発は大学

等を中心とした技術シーズ育成のフェーズであることから、プロジェクトリーダーは設定

せずに研究開発項目ごとに技術委員会を設置し、複数名によるマネジメントを実施してい

る。 
研究開発項目①「要素技術開発」 
 次世代クリーンエネルギー自動車に用いられる高性能リチウムイオン電池の開発、正極、

負極材料及び電解質材料等の開発並びに蓄電池の周辺機器等の開発を行う。 
研究開発項目②「次世代技術開発」 
 空気電池、硫黄電池などに代表される次世代の革新的な蓄電池の構成とそのための構成

材料及び電池反応制御技術等を開発する。 
研究開発項目③「基盤技術開発」 
 リチウムイオン電池の基本性能評価試験方法の選定、寿命評価方法の開発、劣化要因の

解明、安全性評価試験方法の検討を行う。 
 
１０．革新型蓄電池先端科学研究事業 ［平成２１年度～平成２７年度］ 
 電池の基礎的な反応メカニズムを解明することにより、本格的電気自動車用の蓄電池

（革新型蓄電池）の実現等に向けた基礎技術を確立することを目的としてＮＥＤＯプログ

ラムマネージャー兼京都大学特任教授 小久見 善八氏をプロジェクトリーダーとし、以

下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「高度解析技術開発」 
 高輝度Ｘ線等の量子ビームを用いた測定手法や解析技術により電極の劣化挙動を解析す

るとともに、活物質／電解質界面から活物質バルクに至る領域に対してＸＡＦＳ測定技術

等を適用する。 
研究開発項目②「電池反応解析」 
 分光分析装置や高分解能顕微鏡装置を用いリチウムイオン電池のＭｎ系酸化物正極や黒

鉛負極の劣化挙動、電解質の還元分解挙動を調べる。また、電池内の反応分布を解析する

ための測定系を構築し、モデル実験により測定手法を検証する。 

研究開発項目③「材料革新」 
 正極の表面被覆材料や被覆手法の選定を進め、そのキャラクタリゼーションを行うとと

もに、劣化試験後の電極材料を各種分光法等により計測する。 
研究開発項目④「革新電池」 
 現行技術水準を超えるポストリチウムイオン電池の基礎技術確立のため、項目①、②の

解析技術を応用しながら、反応メカニズム等の解析手法を開発する。 
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１１．蓄電複合システム化技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 需要側での分散電源の大量導入に対する電力安定化対策に資するエネルギーマネージメ

ントシステムに関わる蓄電池技術開発及び実証を行う事を目的として、以下の研究開発項

目の研究に着手する。 
研究開発項目①「要素技術開発」 
 需要側に設置する蓄電池及びその利用技術の開発。また、これを用いたエネルギーマネ

ージメントシステムの有効性を実証する。 
研究開発項目②「共通基盤技術開発」 
国際展開も視野に入れ、システムとしての評価技術開発、標準化等を推進する。 

 
１２．次世代蓄電材料評価技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 高性能蓄電池材料評価に関する課題とそのアプローチ手法を明確化することにより、的

確かつ迅速に評価可能な新材料評価手法を確立するため、以下の研究開発項目に着手する。 
（ａ）蓄電製造工程における、活物質と結着材等の材料どうしの相互影響の明確化 
（ｂ）電池形成後の電気化学特性、信頼性、安全性に及ぼす材料の影響の明確化 
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＜２＞新エネルギー技術分野 

【中期計画】 
 新エネルギーは、これまで主として経済性の面での制約があることから普及が難しいとされてきた

が、近年、技術革新や導入支援策等により、経済性の制約は大幅に緩和されており、太陽光発電に代表

されるように世界的に見てもその導入が飛躍的に増大しているところである。また、世界全体で環境・

エネルギー問題への関心が高まる中、新エネルギー等の導入拡大、エネルギー効率の飛躍的向上及びエ

ネルギー源の多様化に資する新エネルギー技術の重要性は、これまで以上に高まっている。このため、

短期及び中長期の対策を視野に入れ、アイディア発掘を含めた新エネルギー技術開発・実証及び導入普

及業務等を推進する。 

 
① 技術開発／実証 

【中期計画】 
 技術開発／実証については、以下の分野を中心として実施する。 

 
・太陽光 

【中期計画】 
 技術開発に関し、ヨーロッパ、特にドイツにおける太陽光発電産業の急速な伸びがあり、累積導入量

ではドイツが日本を抜いて１位となった。また、半導体産業の成長に加え、太陽電池需要の大幅な伸び

により、世界的なシリコン材料不足が顕在化した。 
 第２期中期目標期間においては、シリコン需給がますます不透明な状況となるものと予想されるた

め、太陽光発電の継続的な普及拡大のためには、非シリコン、省シリコン型の太陽電池の重要性はさら

に高まるものと考えられる。これを踏まえ、非シリコン、省シリコン型の太陽電池で６～１６％のモジ

ュール変換効率等を目指し、これら太陽電池の低コスト化・高効率化等の太陽光発電システムに係る研

究開発を推進し、将来、太陽光発電が我が国のエネルギー源の一翼を担うよう、その普及拡大を図る。 
 実証に関し、２０１０年度における導入目標達成に資するため、太陽光、太陽熱の利用設備につい

て、更なる普及に向けた機器の性能向上・コスト低減がいよいよ求められてくる。 
 第２期中期目標期間においては、更なる普及の推進対策として、太陽光及太陽熱フィールドテスト事

業について、コスト低減を促す仕組みを設け、今後の利用の着実な普及を目指す。また、得られた成果

や知見が効果的に広く国民に情報提供できるよう、普及啓発活動を推進する。 

 
・風力発電 

【中期計画】 
 ２０１０年度における導入目標達成に向け、風力発電技術や系統連系技術が重要となっている。 
 第２期中期目標期間においても、風力発電導入に係る技術開発等を実施するとともに、新たに風力発

電に対する我が国特有の課題克服や洋上風力発電導入に向けた技術開発等に着手する。 
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・バイオマス 

【中期計画】 
 技術開発に関し、平成１９年１月の米国ブッシュ大統領の年頭演説における今後１０年でガソリン消

費量を２０％削減するとの発表により、バイオエタノールを積極的に導入する方針を明確にしたことを

受け、それらの燃料開発や資源確保の動きが世界的に加速されるといった大きな変化があった。かねて

より、機構において実施してきた液体燃料化技術では、機構の研究開発成果により廃木材からの商用エ

タノール製造プラント（米国、３万ｋｌ／年）が世界に先駆けて実用化される見込みであるが、こうし

た環境変化を踏まえ、食料事情と競合せず国内賦存量の豊富な木質等のセルロース系バイオマス（農業

残さ含む）由来の液体燃料製造技術について、更なる低コスト化を実現する研究開発に重点化する方針

を機構として明確にしたところである。 
 第２期中期目標期間においては、２０１０年以降に普及が期待される革新的な技術の実用化ニーズの

高まりが見込まれる。そこで、機構の重点化の方針に基づき、セルロース系バイオマス（農業残さを含

む）由来の液体燃料製造技術の２０１５年～２０３０年での導入拡大に向け、第２期中期目標期間中に

３５％のエネルギー回収率を目指す研究開発等を実施する。 
 実証に関し、京都議定書目標達成計画においてバイオマスの熱利用を中心とした挑戦的な導入目標が

設定されたことを踏まえ、多種多様なバイオマスからのガス化、発酵、直接燃焼等に係る技術実証、運

用研究等を経て、食品工場や製材所等での地産地消型モデルを中心としたバイオマスの導入を促進し、

２０１０年の導入目標の達成を確実にすることが必要である。 
 第２期中期目標期間においては、２０１０年の導入目標の達成に向け、上記の運用研究事業等に取り

組む。さらに、２０１０年以降、２０１５年～２０３０年における導入拡大に向け、国内賦存量の豊富

な木質等のセルロース系バイオマス（農業残さ含む）からの液体燃料製造技術に係る研究開発成果の技

術実証、運用研究等に着手する。 

 
・系統連系技術 

【中期計画】 
 風力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギーは、地球温暖化防止に資する貴重なエネルギー源であ

るが、自然の影響を受けやすく出力が不安定な電源である。 
 このため、第２期中期目標期間においては、このような不安定な電源の導入に不可欠な系統連系技術

の実証研究等を実施する。また、系統連系円滑化のための蓄電システム技術開発について、２０１０年

でコスト４万円／ｋＷｈ、寿命１０年の蓄電システムの実現等を目指すとともに、これまでの実証研究

等の成果を受けて、今後の導入普及やコスト低減に資する技術開発など系統連系技術の普及導入に資す

る実践的な研究開発段階に移行する。 

 
・超電導技術 
【中期計画】 
 イットリウム系高温超電導線材については、高性能線材、低コスト線材ともに臨界電流値３００Ａ、

線材長５００ｍを達成するなど実用化レベルに達するとともに、将来の超電導機器開発に向けた線材と

しての課題である超電導特有の交流損失低減の目処も得られている。 
 第２期中期目標期間においては、実用レベルに達したイットリウム系線材の更なる性能向上を図り、

同時に、同線材を使用した次世代の高機能電力機器（２７５ｋＶ・３ｋＡケーブル及び６６ｋＶ・５ｋ

Ａケーブル、６６ｋＶ／６ｋＶ ２ＭＶＡ級変圧器、２ＭＪ級ＳＭＥＳ要素コイル及び２ＭＶＡ／１Ｍ

Ｊ級ＳＭＥＳ等）の実用化を見通した重要な技術等を開発し、その効果を信頼性等を含めて確認する。 
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１．太陽エネルギー技術研究開発 ［平成２０年度～平成２６年度］ 
研究開発項目①「革新的太陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事

業）」（平成２０年度～平成２５年度） 
 平成２０年度に採択した、３グループ（３４機関）の実施体制にて引き続き研究開発

を継続する。各グループの主たる研究開発の概要は以下のとおり。 
（１）ポストシリコン超高効率太陽電池の研究開発 
 東京大学先端科学技術研究センター情報デバイス分野教授 中野 義昭氏をグループ

リーダーとして以下の研究開発を実施する。 
 平成２２年度は、「集光型多接合」においてはケミカル・ビーム・エピタキシー成長

によりＩｎＧａＡｓＮ単接合太陽電池を試作し、非集光での変換効率１５％以上を目指

す。また、格子不整合ＩｎＧａＡｓの転位挙動解析、集光動作特性解析と合せ、集光型

多接合太陽電池で４２％以上の変換効率を目指す。「量子ドット超格子型セル技術」で

は、中間層厚１０ｎｍ以下の薄膜化による量子ドット超格子材料において、ポンプ・プ

ローブ法等により非線形光吸収過程による光吸収増大を実証する。 
（２）高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発 
 独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電研究センターセンター長 近藤 道雄氏

をグループリーダーとして以下の研究開発を実施する。 
 平成２２年度は、「メカニカルスタック技術」においては透明導電層による接合技術

の開発を進める。そのために透明導電接着フィルムの要素技術の開発を進め、そのフィ

ルムによりバンドギャップの異なる２種のセルを機械的に接合することを確認し、二端

子セルになることを目指す。同様に、「ナノシリコン／ナノカーボンを用いた新概念太

陽電池」においてはカーボンナノチューブを用いた太陽電池の原理検証を進める。その

ためにカーボンチューブを用いｐｎ接合を形成し多重励起子による太陽電池の実現を進

める。 
（３）低倍率集光型薄膜フルスペクトル太陽電池の研究開発 
 東京工業大学大学院理工学研究科電子物理工学専攻教授 小長井 誠氏をグループリ

ーダーとして以下の研究開発を実施する。 
 平成２２年度は、｢バンドエンジニアリング」としては、ナノドット禁制帯幅制御技

術、マルチエキシトン生成による量子効率倍増効果の原理実証、Ｇｅ膜の遷移型制御技

術の開発などを行う。「薄膜フルスペクトル太陽電池」としては、シリコン系薄膜集光

型セル、及びカルコパイライト系集光型セルの開発を行う。「光のマネージメント・Ｔ

ＣＯ」としては表面プラズモン効果の明確化等を行う。 
 また、国際シンポジウムを開催し、引き続き国内研究者情報交流を進める。 

（４）革新的太陽電池評価技術の研究開発 
 独立行政法人産業技術総合研究所太陽光発電研究センター 評価チーム長 菱川善博

氏を研究開発推進者として、米国国立再生可能エネルギー研究所（ＮＲＥＬ）等と共同

して以下の研究開発を実施する。 
（ア）集光型多接合太陽電池評価技術 
集光型太陽電池の屋内における高精度評価技術を開発するとともに、日本と米国内で

の屋内外性能測定との比較検証を実施する。 
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（イ）薄膜多接合太陽電池評価技術 
幅広いスペクトル領域で感度特性を有するＳｉ系以外および３接合以上を含めた革新

的材料および構造を持つ薄膜多接合太陽電池の評価技術を開発する。  
（５）日・ＥＵエネルギー技術協力 太陽光分野 
 日・ＥＵの研究機関が協力して太陽電池に関する研究開発を実施する。 
 平成２２年度は「集光型太陽光発電システムと高効率太陽電池モジュール技術」につ

いて日・ＥＵそれぞれで公募を実施し、委託研究機関を決定し、研究開発を開始する。 
研究開発項目②「太陽光発電システム次世代高性能技術の開発」（平成２２年度～平成２

６年度） 
 低炭素社会の実現のため我が国政府が打ち出した太陽光発電の導入規模を２０２０年

に現状の２０倍（２６ＧＷ）、２０３０年に４０倍（５３ＧＷ）にするとの目標達成に

資する技術開発を行う。豊田工業大学大学院工学研究科教授 山口 真史氏及び、東京

工業大学統合研究院特任教授 黒川 浩助氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究

開発を実施する。 
（１）結晶シリコン太陽電池 
 低コストシリコン原料の製造技術では、結晶シリコンキャリア寿命：４００μｓｅｃ

（拡散長約１ｍｍ）以上、ソーラーグレードシリコン純度：７Ｎ以上を目指す。１００

μｍ以下の超薄型セル高効率化技術の開発では、厚さ１００μｍ以下、面積１５ｃｍ角

のセルにおいて、変換効率２５％以上、モジュールでの変換効率２０％以上を目指す。 
（２）薄膜シリコン太陽電池 
 高効率化では、３０×４０ｃｍ基板に製膜した２接合以上の多接合薄膜シリコン太陽

電池においてモジュール変換効率１４％以上（安定化効率）を目指す。生産性向上では、

幅１ｍ以上の基板において製膜速度２．５ｎｍ／ｓ以上、膜厚分布±５％以下とする。 
（３）ＣＩＳ・化合物系太陽電池 
 高効率化では、サブモジュール（３０ｃｍ角程度）で変換効率１８％、小面積セル

（１ｃｍ角程度）で変換効率２５％を目指す。製造プロセス開発では、軽量基板上での

製造技術や新規な低コスト製造プロセスを用いたサンプル出荷を目指す。集光型太陽電

池の低コスト化開発では、モデルシステムを実際に建設し、そのコストを基にプラント

建設コストを算出する。 
（４）色素増感太陽電池 
 高効率かつ耐久性に優れたモジュールの開発を目指す。効率は、セル変換効率 １

５％（１ｃｍ角）以上、モジュール変換効率 １０％（３０ｃｍ角）以上を目指す。モ

ジュール化・耐久性向上では、ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験・耐久性試験において

相対効率低下１０％以内を目指す。 
（５）有機薄膜太陽電池 
 高効率かつ耐久性に優れたモジュールの開発を目指す。効率は、セル変換効率 １

２％（１ｃｍ角）以上、モジュール変換効率 １０％（３０ｃｍ角）以上を目指す。モ

ジュール化技術開発・耐久性向上では、ＪＩＳ規格Ｃ８９３８の環境試験・耐久性試験

において相対効率低下１０％以内を目指す。 
（６）共通基盤技術 
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 システムを構成するモジュール等の性能、耐久性、安全性、システムとしての発電量

算定評価や信頼性評価等の各種評価方法の確立、国際的な規格化・標準化、システムの

認証、リサイクル・リユースの技術開発等の産業基盤の整備などを行う。 
 
２．風力等自然エネルギー技術研究開発 ［平成２０年度～平成２５年度］ 
研究開発項目①「次世代風力発電技術研究開発」（平成２０年度～平成２４年度） 
（１）基礎・応用技術研究開発 
（ア）複雑地形における風特性の精査 
 引き続き、ＩＥＣ６１４００－１（Ｅｄ．３）内の風車クラス１・乱流カテゴリー

A を越える複雑地形において高所（５０ｍ以上）の風特性を高精度かつ信頼性の高い

計測手法で計測し、複雑地形における厳しい風特性を詳細に調査・解析する。長期間

の風計測データを収集することによって、計測データの統計的信頼性を確保し、複雑

地形風モデルの開発・評価に結びつける。 
（イ）複雑地形ＣＦＤシミュレーション及び風洞実験技術の高度化 
 引き続き、得られたデータとのさらなる比較・検証を通じて、複雑地形における乱

流強度の評価に適したＣＦＤシミュレーション技術の検討、及びシミュレーション結

果の不確かさの評価を実施する。これによってある程度信頼性が確認されたＣＦＤ及

び風洞実験技術を、複雑地形風特性モデルの適合性の評価、及びリモートセンシング

技術の応用技術開発・検証の際の援用技術として応用していく。 
（ウ）複雑地形風特性モデルの開発・検証 
 引き続き、実計測、風洞実験、ＣＦＤシミュレーション解析結果を統合することに

よって、普遍的な複雑地形風特性モデルを開発・検証する。 
（エ）複雑地形・台風要因極値風特性モデルの開発・検証 
 「複雑地形風特性モデル」の開発・検証を、新たに「複雑地形・台風要因極値風特

性モデル」の開発・検証として発展させることによって、我が国の厳しい風特性・気

象条件を包含した普遍的な風特性モデルを開発・検証し、ＩＥＣ国際標準として提案

することを目指す。 
（オ）リモートセンシング技術の精度・信頼性調査 
 引き続き、複雑地形におけるＳＯＤＡＲ・ＬＩＤＡＲの実計測による信頼性評価を

実施する。また、ＣＦＤシミュレーション・風洞実験技術を援用し、複雑地形におけ

る風速のリモートセンシング計測誤差補正手法を研究開発し、その手法の検証を行う。 
（カ）リモートセンシング技術の応用研究 
 従来の風計測マストに加えて、風速のリモートセンシング機器を併用した、風車単

体あるいはウインドファーム全体の年間発電量評価技術について研究開発し、その推

定精度を検証する。 
（キ）ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定への参画・成果発信 
 引き続き、ＩＥＡ風力国内委員会を運営し、ＩＥＡ Ｗｉｎｄ実施協定の参画を支

援するとともに、ＩＥＡ風力実施協定活動への情報発信を行う。 
（ク）小形風車ラベリング実証試験 
 標準的な試験方法に基づき、小形風車ラベリング実証試験を実施する。模擬的なラ
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ベリング審査を実施することによって、ラベリング試験・審査方法における現状の課

題を抽出する。また、小形風車の試験手法に関する標準化研究を実施する。 
（２）自然環境対応技術等［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：平成２２年度］ 
（ア）落雷保護対策 
ⅰ）全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測 
 平成２１年度までに設置した落雷電流計測地点（２５ヶ所）、落雷様相観測地点

（１２ヶ所）からの雷データを収集・整理する 
ⅱ）落雷被害詳細調査 
 平成２０年度，平成２１年度で実施したアンケート調査、ヒアリング調査の情報

を整理するとともに、引き続き平成２２年度もアンケート調査及び必要に応じて現

地ヒアリング調査(現地被害状況調査を含む)を行う。 
ⅲ）落雷保護対策の検討 
 収集した雷計測データから、下記に示す解析・検討を行う。 
・計測・観測地点の落雷特性の検討を行う。 
・計測データと標定データとの相関などの検討を行う。 
・計測結果と被害状況との相関の把握と対策レベルを設定する。 

ⅳ）全体取りまとめ 
・高精度落雷リスクマップを作成する。 
・風力発電設備に対するより効果的な落雷保護対策技術の確立に向けた検討を行う。 
・上記した落雷保護対策を整理し、日本型風力発電ガイドラインへの反映を検討す

る。 
・平成２０年度，平成２１年度に引き続き、「落雷保護対策検討委員会」の運営を

行う。 
・高精度落雷リスクマップの作成、風力発電設備に対するより効果的な落雷保護対

策技術の確立並びに本型風力発電ガイドラインの審議に加えて、事業の中間評価

のために、３ヵ年の事業成果として中間評価資料の審議を行う。 
（イ）故障・事故対策調査 
ⅰ）調査の方向付けや故障事故情報に関する審議を行うため、「風力発電故障・事故

対策委員会」を設置し、運営を行う。 
ⅱ）故障・事故デーダの収集分析を行い、データベース及び故障・事故対策事例集の

高度化を図り、その情報を広く公開するとともに、技術開発課題等の抽出を行う。 
（ウ）風車音低減対策 

ⅰ）平成２１年度に実施した文献調査、メーカー等関係者からのヒアリング及び風車

音の計測データを基に、音源の発生メカニズムや音源レベルの検証とそれぞれの周

波数特性について分析を行う。 
ⅱ）ナセルやブレード等を対象とした風車音低減対策を検討し、有効かつ効果的と考

えられる対策を実機に施し、騒音測定、周波数分析によって得られたデータを基に、

その効果を検証する。 
研究開発項目②「洋上風力発電等技術研究開発」（平成２０年度～平成２５年度） 

 我が国特有の海上風特性や気象・海象条件を把握して、これらの自然条件に適合した
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風況観測手法や洋上風力発電システムの設計指針、風力発電機等の技術開発、施工方法

及び環境影響評価手法の確立に資する。平成２２年度においては、洋上風況観測システ

ムの詳細設計の決定、観測タワーの製作、環境影響調査を実施するとともに、気象・海

象条件把握に係る研究開発を実施する。また洋上風力発電システムの実証研究を開始す

る。 
 その他、我が国の海域特性を踏まえた海洋エネルギー利用に係わる検討を実施する。 

 
３．バイオマスエネルギー技術研究開発 ［平成１６年度～平成２８年度］ 
研究開発項目①「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発」（平成１６年度～平成２

４年度） 
（１）バイオマスエネルギー等先導技術研究開発 
 平成１９年度採択テーマ及び平成２０年度採択テーマのうち継続を決定したテーマ、

平成２１年度採択テーマ、加速的先導技術開発として実施することとしたテーマについ

て研究開発を行う。代表事例として、加速的先導技術開発である「セルロースエタノー

ル高効率製造のための環境調和型プロセス開発」では、水熱処理を行ったソフトセルロ

ースに対して麹菌由来の高効率酵素で部分糖化を行い、オリゴ糖分解酵素を表層に提示

したアーミング酵母によりエタノール発酵を行う新規なプロセスを構築する技術を開発

する。また、中長期的先導技術開発である「疎水性イオン液体や耐塩性酵素を用いたセ

ルロース系バイオマスの前処理・糖化技術に関する研究開発」では、疎水性イオン液体

によるバイオマス溶解度増加、耐塩性酵素による酵素活性向上等により、従来、水熱処

理や硫酸処理を行っていたバイオマスの前処理・糖化工程の環境負荷及びコスト低減を

目的に研究開発を行う。平成２２年度より新規に設定した中長期的先導技術開発内の植

物創成枠である「糖化酵素を高度に蓄積するバイオ燃料用草本植物の開発」では、植物

体内器官に糖化酵素を蓄積させ、外部から投入する酵素量の低減を目指す。平成２２年

度では、モデル植物であるシロイヌナズナへの高濃度蓄積機能導入に関する研究開発等

を行う。 
 平成２１年度採択テーマ及び加速的先導技術開発のテーマについては、平成２２年度

末に開催する技術委員会において、研究開発の加速・継続等を判断する。 
（２）バイオマスエネルギー等転換要素技術開発 
 平成２０年度及び平成２１年度に採択したテーマについて引き続き研究開発を実施す

る。代表事例として、「自己熱再生方式による革新的バイオマス乾燥技術の研究開発」

では、乾燥により蒸発した高温の水蒸気から顕熱と潜熱の両方を回収し、消費エネルギ

ーを大幅に低減可能とするバイオマス乾燥プロセスの実用化検証を行う。また、「高分

子膜モジュールを用いたセルロース系バイオエタノール濃縮・膜脱水システムの研究開

発」では、バイオエタノールの濃縮・脱水工程において、従来多用されているゼオライ

ト膜ではなく、高分子膜法を用いることで、画期的な省エネルギー化と低コスト化を目

指す。具体的には、低コストの高分子膜モジュールを用いて蒸留塔と膜法を組合せた省

エネ型濃縮・脱水システムの研究開発を行う。 
研究開発項目②「Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業」（平成１９年度～平成２３

年度） 
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 本実証研究は、既存のバイオマス資源と輸送用燃料流通システム等に即した地産地消型

の社会モデルの構築・検証及びＥ３使用実績を一般に広く周知させることによる本格的な

Ｅ３導入・普及の促進を行うことを目的として、実証エリア内で発生するバイオマス原料

から製造されたエタノールにより、Ｅ３流通の実証を行う。平成２２年度においては、平

成２１年度に引き続いて実証運転を継続し、種々の実証データの取得・分析を行う。また、

平成２２年度からは、Ｅ３と並行してＥ１０についても導入実証研究を開始する。 
（１）Ｅ３・Ｅ１０製造に関する実証研究 

Ｅ３・Ｅ１０製造設備の運転性能、安全性能、品質安定性に関する実証データの取

得・分析を行い、Ｅ３・Ｅ１０製造設備の設備性能及び運用を総合的に確認する。 
（２）Ｅ３・Ｅ１０輸送に関する実証研究 

Ｅ３・Ｅ１０輸送時の品質安定性（水分混入リスク評価等）に関する実証データの取

得・分析を行い、Ｅ３・Ｅ１０輸送の運用を総合的に確認する。 
（３）サービスステーションにおける実証研究 

Ｅ３の品質安定性（水分混入リスク評価等）、Ｅ３・Ｅ１０供給及び品質管理に関す

る実証データの取得・分析を行い、給油設備とサービスステーションの運用を総合的に

確認する。 
（４）社会システムモデルの検討 

上記（１）～（３）の実証データを元に、本モデルの地産地消・地域循環型のＥ３・

Ｅ１０製造、輸送、供給における経済性の評価検討を行うとともに、Ｅ３・Ｅ１０普及

のためのハンドブックを作成する。 
研究開発項目③「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」（平成２１年度

～平成２５年度） 
 食料と競合しない草本系又は木質系バイオマス原料からのバイオエタノール生産につい

て、大規模安定供給が可能な植物栽培からエタノール製造プロセスまでの一貫生産システ

ムを開発し、更には我が国におけるバイオ燃料の持続可能な導入のあり方についても検討

すること目的として、Ｈ２１年度に採択した２テーマにつて、以下の研究開発を実施する。 
（１）バイオエタノール一貫生産システムに関する研究開発 
 多収量草本系植物及び早生樹のセルロース系目的生産バイオマスについて、実用化段

階において食料生産に適さない土地で栽培することを前提に、国内（一部海外を含む）

の試験圃場で本格的な栽培試験を行い、収穫量等のデータ収集を行い、植物種の選抜、

栽培技術を開発するとともに、収穫・運搬・貯蔵技術の開発も併せて行う。また、前処

理～糖化～発酵～濃縮・脱水～廃液処理に至るエタノール製造プロセスについて、試験

プラントの建設に着工する。 
（２）バイオ燃料の持続可能性に関する検討 
 中長期において導入が想定されるバイオ燃料のＧＨＧ排出量について標準的定量値を

作成する。 
研究開発項目④「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」（平成２２年度

～平成２８年度） 
 本プロジェクトは、２０３０年頃の実用化を目標とするＢＴＬ（Biomass to Liquid）、
微細藻類等の次世代技術開発と、２０１５年以降のバイオマス利用の早期拡大に向け、メ
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タン発酵、ガス化技術等のコンパクト化、建設、ランニングコストの削減を目的とする実

用化技術開発を実施する。 
 先導研究フェーズ（名称：次世代技術開発）、実用化開発フェーズ（名称：実用化技術

開発）の２種の研究開発を実施する。具体的には、次世代技術開発は、バイオマスを気体、

液体、固体燃料、電気等のエネルギーに転換する技術に関連した２０３０年の実用化を目

指した次世代の研究開発及び将来の革新的なブレイクスルーにつながる基礎研究を実施す

る。実用化技術開発は、バイオマスを気体、液体、固体燃料、電気等のエネルギーに転換

する技術に関連した実用化の研究開発を実施する。 
 平成２２年度より毎年公募を実施予定する。 
 （提案公募型事業） 
 
４．新エネルギー技術フィールドテスト事業 ［平成１８年度～平成２５年度］ 
 新エネルギー分野における太陽光発電、太陽熱利用、風力発電及びバイオマス熱利用技

術の２０１０年度における我が国の導入目標達成に資するため、以下の研究開発を実施す

る。 
（１）太陽光発電新技術等フィールドテスト事業 
 平成１８年度から平成２０年度までに設置した１，４８９件の実証運転データを収集

するとともに、太陽光発電設備システムを導入する事業者へ有用となる資料及び情報を

提供するために、フィールドテストで取得したデータの集約、分析及び評価を実施する。

平成２２年度新規公募は行わない。 
（２）太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業 
 平成１８年度から平成２０年度までに設置した６３件の実証運転データ等を収集する

とともに、太陽熱利用システムを導入する事業者への有用となる資料及び情報を提供す

るために、共同研究先又は研究助成先から得られたデータの集約、分析・評価を実施す

る。平成２２年度新規公募は行わない。 
（３）地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業 
 平成２２年度においては、バイオマス熱利用について目に見えるモデル事例を作り出

す、又は新規技術の有効性と信頼性を評価することを目的に平成１９年度及び平成２０

年度に採択した５事業の実証研究を行い、得られた実証試験データをバイオマス熱利用

システムを導入する事業者へ有用となる資料及び情報として提供するために、データの

集約、分析及び評価を実施する。 
 
５．超電導技術研究開発 ［平成１９年度～平成２４年度］ 
研究開発項目①「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」（平成１９年度～平成２４年

度） 
 平成２２年度においては東京電力株式会社技術開発研究所長 原 築志氏をプロジェク

トリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
 平成２２年度は、これまでの成果を基に、実証場所に布設・建設する超電導ケーブルの

製造、端末、ジョイントの必要部材の製作、現地基礎工事の実施等を行う。冷却システム

においては、実証場所と同様な形態での事前のシステム検証試験を実施し、冷凍機、ポン



103 

プの複数台での制御方法、メンテナンス方法について検証する。また、トータルシステム

については高温超電導ケーブルシステムの線路建設、運転監視、運用・保守を検討し実証

場所における施工手順書、運転手法、トラブル対策をまとめる。 
（１）高温超電導ケーブルの総合的な信頼性研究 
（イ）トータルシステム等の開発 
 実証場所における高温超電導ケーブルシステムの線路建設手順書の作成、運転監視手

法のまとめ、保守・メンテナンス手順書の作成を行う。また、変電設備の詳細設計検討

を行う。冷却システムにおいては、冷凍機３台、液体窒素循環ポンプ２台を組み合わせ、

各機器の制御方法、温度・圧力の制御実証、故障時の切換え方法、メンテナンス方法に

ついて検証する。 
（ロ）送電システムの運転技術の開発 
 実証場所における、高温超電導ケーブルシステムの運転手法、トラブル・故障時の対

策・対応方法についてまとめる。 
（ハ）実系統における総合的な信頼性の研究 
 実証場所に布設・建設する超電導ケーブルの製造、端末、ジョイントの必要部材の製

作を行う。また、超電導ケーブルシステム構築準備のための実証場所での基礎工事・整

備、冷却室、制御・計測室等の建築を行う。さらに、実証ケーブル用冷却システムの建

設、監視・制御システムの構築を行う。 
（２）超電導ケーブルの適用技術標準化の研究 
 平成２２年度においては、高温超電導ケーブルの国際規格化進めるために、ＣＩＧＲ

ＥあるいはＩＥＣの活動をサポートすべく、引き続きデータの提供を行うこととする。 
研究開発項目②「イットリウム系超電導電力機器技術開発」（平成２０年度～平成２４年

度、中間評価：平成２２年度） 
（１）ＳＭＥＳの開発研究 
・通電電流２ｋＡ以上、フープ応力６００ＭＰａ連続印加にて使用可能なＳＭＥＳコイ

ルの開発を継続する。 
・電気絶縁２ｋＶ以上、冷却能力３Ｗ／ｍ２の伝導冷却性能の開発を継続する。 
・クエンチ保護システムの検討継続及びＳＭＥＳシステム適用性検証試験計画の検討を

開始する。 
・ＰＬＤ法における高速厚膜成膜及びＭＯＤ法における人工ピン止め点導入技術の長尺

化を検討する 
・線材の薄肉高強度化技術の適用による高Ｉｃ化技術及び長尺化技術の開発を行う。 

（２）電力ケーブルの開発研究 
・大電流・低交流損失ケーブルの中間目標を達成する（交流損失：２．０Ｗ／ｍ－相＠

５ｋＡ、多層導体・三心ケーブルの設計、短絡電流検証、システム設計検討） 
・高電圧 絶縁・低誘電損失ケーブルの中間目標を達成する（ケーブル損失：０．８Ｗ

／ｍ＠３ｋＡ、単心ケーブル設計、中間・終端接続部の試作・評価、短絡電流検証、

システム設計検討） 
・線材特性把握としてのケーブル耐久試験適正条件を決定する 
・低損失、高臨界電流密度、低コストのための線材製造技術を開発する（ Ｊｅ＝１５
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ｋＡ／ｃｍ２×２０ｍの安定作製技術確立、Ｊｅ＝３０ｋＡ／ｃｍ２×５０ｍの開

発） 
（３）電力用変圧器の開発研究 
・低損失巻線モデルの設計・試作、多層転位モデル、短絡電流モデルの検証を行う。 
・小型・高効率な膨張タービン、ターボ式圧縮機の改良継続、冷却システムの設計検討

を行う。 
・数１００ｋＶＡ限流機能付加変圧器の設計・試作を行う。（当初計画を変更：平成２

３年度→平成２２年度へ繰上げ） 
・２ＭＶＡ級変圧器モデルの設計検討を行う。 
・低損失化のための特性均一化及び細線加工の技術開発を行う。 
・磁場中高Ｉｃ線材及び低損失線材に対する線材製造技術開発の低コスト化を行う。 

（４）超電導電力機器の適用技術標準化の研究 
・超電導線関連技術標準化は平成２２年度版規格素案作成、国際合意に向けた活動を行

う。 
・超電導電力ケーブル関連技術標準化は平成２２年度版規格素案作成、国際合意に向け

た活動を行う。 
・超電導機器関連技術標準化は機器別仕様調査結果のまとめ、標準化体系を作成 

 
６．スマートコミュニティ推進事業 ［平成１８年度～平成２５年度］ 
研究開発項目①「大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究」（平成１８年度～

平成２２年度） 
 ＭＷ級の大規模太陽光発電出力を平滑化することにより、電力系統の品質に悪影響を及

ぼさないシステム等を開発し、その有効性を実証することを目的として、北海道電力株式

会社総合研究所太陽光発電プロジェクト推進室長 斎藤 裕氏をプロジェクトリーダーと

し、また、株式会社ＮＴＴファシリティーズエネルギー事業本部技術部担当部長 田中 

良氏をサブプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
（１）稚内サイトにおける大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究 
 これまで構築した大規模ＰＶシステム構築の評価を実施し、設計手法を確立する。ま

た、大規模ＰＶシステムにおける系統安定化対策技術を確立する。 
 数時間オーダーでの計画運転を可能とする大規模ＰＶ出力制御技術を確立する。 
 大規模ＰＶシステム設置に関する技術的評価に関するシミュレーションの開発、及び

運用性、経済性及び環境性に関する効果を定量的に評価することが可能なシミュレーシ

ョン手法を確立する。 
 平成２２年度に得られるデータ、及びこれまでに得られているデータ、知見を基、大

規模ＰＶシステム導入の指針となる手引書を北杜サイトと連携し作成する。 
（２）北杜サイトにおける大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究 
 先進的ＰＶモジュールで構成される大規模ＰＶシステにおける運用面における特性比

較、設置方法、性能、経済性の評価を実施し、設計、評価方法を確立する。また、開発

した系統安定化機能を具備したＰＣＳの評価を実施し、妥当性、課題を検証する。 
大規模ＰＶシステム設置に関する技術的評価に関するシミュレーションの開発、及び
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運用性、経済性及び環境性に関する効果を定量的に評価することが可能なシミュレーシ

ョン手法を確立する。 
 平成２２年度に得られるデータ、及びこれまでに得られているデータ、知見を基、大

規模ＰＶシステム導入の指針となる手引書を稚内サイトと連携し作成する。 
研究開発項目②「風力発電系統連系対策助成事業」（平成１９年度～平成２３年度） 
 風力発電の普及拡大時に懸念される出力変動を制御する蓄電池等電力貯蔵設備、制御シ

ステムの技術開発に資するため、風力発電所に蓄電池等電力貯蔵設備を併設する事業者

（地方公共団体等を含む）に対し、事業費の一部に対する助成を行い、そこから得られる

風力発電出力、風況データ、気象データ等の実測データを原則２年間取得し、分析・検討

を行う。 
 平成２２年度においては、平成２１年度に竣工した１件の実測データを収集するととも

に、平成２１年度に新規採択した１件の蓄電池等電力貯蔵設備１．２万ｋＷ相当（風力発

電設備容量２．０万ｋＷ）の導入を開始する。 
研究開発項目③「米国ニューメキシコ州における日米スマートグリッド実証」（平成２１

年度～平成２５年度） 
［後掲：＜５＞国際関連分野 ６．参照］ 
 
７．系統連系円滑化蓄電システム技術開発 ［平成１８年度～平成２２年度］ 
 風力発電や太陽光発電等の新エネルギーの出力変動を極小化するため、低コストで長寿

命、且つ安全・高性能なＭＷ級の蓄電システムの実用化を目的に、神奈川大学 客員教授 

佐藤 祐一氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「実用化技術開発」 
 新型ニッケル水素電池の研究開発、リチウムイオン電池による系統連系円滑化蓄電シス

テムの研究開発、新エネルギー・電力事業用リチウムイオン蓄電システムの高性能・低コ

スト化の研究開発を行う。 
研究開発項目②「要素技術開発」 
 電力貯蔵用アドバンストリチウムイオン電池の研究開発、系統連系円滑化蓄電システム

の研究開発、新型電気二重層キャパシタ及びその蓄電システムの研究開発、新型ニッケル

水素電池の研究開発、リチウムイオン蓄電システムの高性能・低コスト化の研究開発を行

う。 
研究開発項目③「共通基盤研究」 
 本プロジェクトで開発するモジュール及びシステムに適用可能なコスト評価方法、寿命

評価、安全性評価、性能評価の開発を進め、これらを実用化技術開発、要素技術開発の開

発品に適用し、評価する。 
 
８．新エネルギーベンチャー技術革新事業 ［平成１９年度～］ 
 新・国家エネルギー戦略（平成１８年５月）における新エネルギーイノベーション計画

「新エネルギー・ベンチャービジネスに対する支援の拡大」や総合資源エネルギー調査会

新エネルギー部会中間報告書（平成１８年５月）における「ベンチャー企業による多様な

技術革新の活性化」に基づき、ベンチャー企業等が保有している潜在的技術シーズを活用
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することで、継続的な新エネルギー導入普及のための新たな技術オプションの発掘・顕在

化を実現し、次世代の社会を支える産業群を創出するため、再生可能エネルギー及びその

関連技術に関する技術課題を提示し、それらの解決策となる技術について、多段階選抜方

式による研究開発を委託及び助成により実施する。 
平成２２年度は、採択したフェーズ１（ＦＳ／調査研究：委託）の１９件テーマのうち、

ステージゲート評価により継続が認められたテーマについてフェーズ２（研究開発：委

託）に着手する。また、平成２１年度にフェーズ２（研究開発：委託）１年目として実施

している４テーマのうち、ステージゲート評価により継続が認められた３テーマについて

研究を継続する。 
 平成２１年度に制度変更を行った基本計画に基づき、フェーズＡ（フィージビリティ・

スタディ：委託）、フェーズＢ（基盤研究：委託）及びフェーズＣ（実用化研究開発：２

／３助成）について公募により実施者を選定し、実施するとともに、ハンズオン支援を実

施する。また、平成２３年度新規採択に係る公募を年度内に実施する。 
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② 導入普及業務 

【中期計画】 
 第２期中期目標期間においては、地球温暖化対策の追加・強化が図られる見通しであることを踏ま

え、以下に留意しつつ実施する。 
・経済原則上、導入コストの低い案件群から導入がなされていくものであることを認識しつつ、全体と

して我が国のエネルギー需給構造の高度化が達成されるような案件選定・採択を行う。 
・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等

の非営利団体が実施する新エネルギー等関連設備の導入普及、普及啓発活動、ビジョン策定活動、技

術指導活動への支援を行う。 
・新エネルギー等の加速的な導入促進のため、先進的な新エネルギー等導入事業を行う者に対し支援を

行い、事業者レベルでの新エネルギー等の導入拡大を促す。 
・新エネルギー等の普及に伴い生じる課題を抽出し、有識者、事業者、地方公共団体等の関係者と協力

しつつ、課題を解決するための事業環境整備を行う。 
・新エネルギーの導入に係る債務保証業務については、制度の安定運用を図りつつ、新エネルギーの導

入目標達成に向けて適切な実施に努めるとともに、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構の融資業務等の見直し（平成１８年１２月１８日）」を踏まえ、当該制度の在り方及び機構で業

務を実施する必要性について、第２期中期目標期間終了時に改めて検討し、結論を得る。 

 
 ２０２０年までに温室効果ガス排出量２５％削減（１９９０年比）の実現を政府が掲げ

ており、その実現に向けて、新エネルギー等の技術開発、フィールドテスト業務、実証業

務と併せて導入普及業務を実施する。その際、予算の規模や性格、導入事業者を取り巻く

情勢、外部要因等を考慮しつつ、各事業を効率的に実施する。 
 また、国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地

方自治体やＮＰＯ等の非営利団体が実施する新エネルギー等に関する普及啓発活動、ビジ

ョン策定活動への支援を行う。 
 具体的には以下の事業を平成２２年度に実施する。 
 
１．地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業 ［平成１０年度～平成２２

年度］ 
 地域レベルでの新エネルギー等及び省エネルギーの導入普及に向けた取組の円滑化を図

るため、地方公共団体が当該地域においてそれらの導入普及を図るために必要となるビジ

ョンの策定事業及びフィージビリティスタディ調査事業への支援を行う。 
 
２．新エネルギー等非営利活動促進事業 ［平成１５年度～平成２２年度］ 
 地域草の根レベルでの新エネルギー等及び省エネルギーの導入普及を図るため非営利民

間団体等が行う新エネルギー等及び省エネルギーの導入普及に資する普及啓発事業への支

援を行う。 
 
３．新エネルギー利用等債務保証制度 ［平成９年度～平成２４年度］ 
 新エネルギー利用等債務保証制度については、既保証案件の事業並びに債務償還の状況

を踏まえつつ、制度の安定的な運用を図る。 
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 また、「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の融資業務等の見直しにつ

いて（平成１８年１２月１８日 経済産業省）」を踏まえ、当該制度の在り方及び当機構

で債務保証業務を実施する必要性について検討する。 
 
４．地熱開発促進調査 ［昭和５５年度～平成２２年度］ 
 探査リスク等により開発が進んでいない地熱有望地域について、機構が先導的な調査を

行うことによって企業等の開発を誘導し、地熱開発の促進を図ることを目的に、地熱開発

促進調査を実施する。平成２２年度においては、地熱開発調査重点地域を中心に選定した

調査地点において、資源調査、環境調査及びそれら調査結果の総合評価を行う。また、調

査終了地点について、速やかに発電所建設につながるように適宜フォローアップを行う。 
 
５．地熱発電開発事業 ［平成１１年度～平成２２年度］ 
 地熱発電は環境負荷の小さい純国産エネルギーとしてその開発促進が重要とされている

一方、開発から運転までのリードタイムが長く、多額の投資が必要である。そのため、地

熱発電所の建設を目的とした調査井の掘削、あるいは地熱発電施設の設置等（バイナリー

サイクル発電施設設置は除く。）を行う地熱発電事業者に対する支援を行い、地熱発電開

発の促進を図る。 
 
６．中小水力発電開発事業 ［平成１１年度～平成２２年度］ 
 水力発電は環境負荷の小さい純国産エネルギーとしてその開発促進が重要とされている

一方、開発地点の小規模化・奥地化に伴い初期投資が大きく、初期の発電単価が他の電源

と比較して割高となる傾向にあるため、中小水力開発（１千ｋＷ超３万ｋＷ以下）を行う

事業者へ支援を行い、中小水力発電開発の促進を図る。 
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＜３＞省エネルギー技術分野 

【中期計画】 
 中国、インドを始めとするアジア諸国の高度経済成長を背景に、今後も世界のエネルギー需要の増加

傾向が継続すると予想されている。一方で、エネルギー供給の中心地域である中東地域は政治的に不安

定さが増す等の状況の下、世界のエネルギー需給構造は変化しつつあり、原油価格は過去 高水準で推

移している。 
 また、「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という長期目標

を我が国が世界に提案したほか、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書統合報

告書が発表される等、所謂「ポスト京都」に向けて、温室効果ガスの排出量削減に向けた議論が活発化

している。こうした中、我が国の省エネルギー技術は大きな期待を集めている。 
 一方、我が国においては、京都議定書（平成１７年２月発効）の目標達成計画を策定したものの、平

成１７年度における我が国のエネルギー起源二酸化炭素排出量は基準年比１３．６％増という状況にあ

る。 
 こうした背景の下、機構の省エネルギーに関する取組としては、温室効果ガス排出量の大幅削減に貢

献する革新技術の開発と、京都議定書目標達成計画のクリアという短期的目標への貢献の両立が求めら

れるようになった。 

 
① 技術開発／実証 

【中期計画】 
 技術開発／実証では、「新・国家エネルギー戦略」を受けて策定された「省エネルギー技術戦略」で

示されたシナリオや技術ロードマップに沿って、実現性が高く、波及効果も含め省エネルギー効果が大

きいテーマを重点課題に設定して開発を行う。 
 第２期中期目標期間においては、上記に加え、「Cool Earth ５０」で提言された「世界全体の温室効

果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」という目標に資する革新的技術の発掘と推進

にも取り組む。具体的には、第２期中期目標期間中に発光効率４０ｌｍ／Ｗを目指す有機ＥＬ照明技術

の開発等を推進する。 
 加えて、情報量の爆発的増加に伴いエネルギー消費量の大幅増が予想されるＩＴ分野における省エネ

ルギー技術の開発や、交通流改善により自動車のエネルギー消費率削減を図るためのＩＴＳ

（Intelligent Transport Systems）技術の開発等を行う。 

 
 
１．エネルギー使用合理化技術戦略的開発 ［平成１５年度～平成２２年度］ 
 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月）で示された２０３０年までにさらに３

０％以上のエネルギー消費効率の改善を図るという目標を達成するため、「省エネルギー

技術戦略」に記載された技術を重点分野として明示した上で、大学、民間企業等に対して

幅広く研究テーマの公募を行い、革新的な省エネルギー技術の先導研究から実用化開発、

実証研究までを産業、民生（家庭・業務）、運輸の各部門横断的に戦略的に行うことを目

的とするものである。 
 平成２２年度は 終年度として、継続分１５件のテーマを実施する。なお、継続テーマ

の実施体制変更に伴う実施者の公募を必要に応じて行う。新たなテーマの公募は行わない。 
 



110 

２．省エネルギー革新技術開発事業 ［平成２１年度～平成２５年度］ 
 本制度は、エネルギーイノベーションプログラムの一環として実施し、大幅な省エネル

ギー効果を発揮する革新的な技術の開発を目指して、挑戦研究フェーズ、先導研究フェー

ズ、実用化開発フェーズ、実証研究フェーズ及び事前研究を推進する。 
 平成２２年度においては、平成２２年度に研究開発を開始するテーマの採択を行い、実

施するとともに、継続分３９件のテーマを実施する。また、平成２３年度新規採択に係る

公募を平成２２年度内に実施する。 
 
３．グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト（グリーンＩＴプロジ

ェクト） ［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：平成２２年度］ 
 中期（２０１３年以降のポスト京都議定書）・長期（２０３０年）・超長期（２０５０

年）までを視野に置き、データセンタの消費電力量を３０％以上削減可能なエネルギー利

用の 適化を実現するデータセンタに関する基盤技術確立と、ネットワーク部分の年間消

費電力量を３０％以上削減する革新的な省エネルギー化を可能とするネットワーク・ルー

タに関する要素技術の確立を目的に、産業技術総合研究所研究コーディネーター 松井 

俊浩氏プロジェクトリーダーとし、平成２１年度に引き続き以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「エネルギー利用 適化データセンタ基盤技術の研究開発」 
（１）サーバの 適構成とクラウド・コンピューティング環境における進化するアーキテ

クチャーの開発 
 （ア）将来の進化を想定した低消費電力アーキテクチャーの開発 
 （イ）ストレージシステム向け省電力技術の開発 
 （ウ）クラウド・コンピューティング技術の開発 
（２） 適抜熱方式の検討とシステム構成の開発 
（３）データセンタの電源システムと 適直流化技術の開発 
（４）データセンタのモデル設計と総合評価 
研究開発項目②「革新的省エネルギーネットワーク・ルータ技術の研究開発」 
（１）ＩＴ社会を遠望した、情報の流れと情報量の調査研究 
（２）情報のダイナミックフロー測定と分析ツール及び省エネルギー型ルータ技術の開発 
（３）社会インフラとしてのネットワークのモデル設計と総合評価 
 
４．エネルギーＩＴＳ推進事業 ［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：平成２２

年度］ 
 自動運転・隊列走行の要素技術確立及び、国際的に信頼されるＩＴＳ（Intelligent 
Transport Systems）によるＣＯ２削減効果評価方法の確立を目的に、名城大学理工学部

教授 津川 定之氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「自動運転・隊列走行技術の研究開発」 
（１）全体企画、実証実験及び評価 
 平成２１年度に引き続き、プロトタイプ実験車を用いて自動運転・隊列走行のための

各要素技術の機能・性能試験及び改良を行うとともに、完成したプロトタイプ実験車で

走行実験を行い基本技術の機能・性能を確認する。 
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（２）自律走行技術等の要素技術の開発 
 平成２１年度に引き続き、以下の開発項目を実施し、基本技術の開発を完了する。 

 （ア）自律走行技術の開発 
 （イ）走行環境認識技術の開発 
 （ウ）位置認識技術の開発 
 （エ）車車間通信技術の開発 
 （オ）自動運転・隊列走行制御技術の開発 
 （カ）省エネ運転制御技術の開発 
研究開発項目②「国際的に信頼される効果評価方法の確立」 
 平成２１年度に引き続き、以下の研究開発を実施し、交通流からのＣＯ２排出量推計に

関するシミュレーション及びデータベースのプロトタイプ開発を完了する。 
（１）ハイブリッドシミュレーション技術開発 
（２）プローブによるＣＯ２モニタリング技術の開発 
（３）車両メカニズム・走行状態を考慮したＣＯ２排出量推計モデル 
（４）交通データ基盤の構築 
（５）ＣＯ２排出量推計技術の検証 
（６）国際連携による効果評価手法の相互認証 
 
５．革新的ガラス溶融プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：

平成２２年度］ 
ガラス産業における革新的省エネルギー技術の確立を目的に、独立行政法人物質・材料

研究機構ナノスケール物質萌芽ラボ長 井上 悟氏をプロジェクトリーダーとし、以下の

研究開発を実施する。 
研究開発項目①「気中溶解（インフライトメルティング）技術開発」 
・多相アークの電極損耗のメカニズム解明を行う。 
・インフライトメルティングガラスの清澄に関する現象の定量的把握と融液挙動について

調査を行う。 
・プラズマ及びハイブリッド加熱の特徴を明確にし、液晶用ガラスの 適気中溶融加熱条

件を提案する。 
・カレットなしでソーダ石灰ガラスを製造する場合における溶融エネルギーとして１００

０ｋｃａｌ／ｋｇ－ｇｌａｓｓ以下でかつ必要なガラス化率を試験炉で達成するための

運転条件を探求する。 
・１トン／日の気中溶解試験炉での１週間程度の長期間稼動試験を実施し、ガラス中の泡

の目標値達成を目指す。 
・試験炉のシミュレーションの精度向上を目指す。 
研究開発項目②「ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発」 
・ソーダ石灰ガラスカレットに造粒原料を添加して溶融試験を行う。 
研究開発項目③「ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発」 
・撹拌装置と運転条件をさらに適正化し、連続運転により透過光評価で４時間以内に均質

化することを確認する。 
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・泡、脈理の定量評価法を完成させる。 
 
６．資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発 ［平成２１年度～平成２３

年度］ 
 鉄鋼業における資源対応力強化と革新的省エネルギー技術を確立するため、民間企業等

が実施する以下の実用化開発を支援する。 
研究開発項目①「革新的塊成物の組成・構造条件の探索」 
 革新的塊成物の 適成型技術を確立するため、以下の技術開発を行う。 
（１）実験室規模小型成型試験 
（２）連続成型設備（３０ｔ/ｄ）の開発 
（３）塊成物強度向上のためのバインダー探索 
研究開発項目②「革新的塊成物の製造プロセスの開発」 
 目標とする品質を持った革新的塊成物を連続的かつ安定に製造するための製造技術を確

立するため、以下の技術開発を行う。 
（１）実験室規模炉乾留試験 
（２）３０ｔ/ｄ規模パイロット竪型乾留炉の設計 

（３）３０ｔ/ｄ規模パイロット竪型乾留炉の建設と実証 

研究開発項目③「革新的塊成物による高炉操業プロセスの開発」 
 革新的塊成物の高炉内挙動を再現する高炉シミュレータを構築し、モデル計算によって

革新的塊成物の高炉操業に及ぼす影響と効果を確認し、 適高炉操業技術を開発するため、

以下の技術開発を行う。 
（１）高炉内反応効率改善のための炉内配置の適正化 
（２）高炉内反応平衡制御のための操業条件の適正化 
 
７．次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業 ［平成２１年度

～平成２２年度］ 
 太陽光発電や家庭用燃料電池等の導入により、直流電源が普及しつつある。一方で家庭

内のパソコン、ファックスなど、家電には直流で動作するものが多い。現在のところ家庭

内の配線は交流のため、直流→交流、交流→直流による変換ロスが発生し、省エネルギー

の観点から好ましくない。このような背景から、家庭内に直流の配線インフラを整備する

ことや機器側の対応など、直流を直流のまま使うことを検討する必要がある。そこで、将

来住宅内に低電圧の直流配線が普及し、既存の交流配線と併用される時代に備え、直流シ

ステムの技術開発を行い、省エネルギー効果を実証する。平成２１年度に引き続き、以下

の研究開発項目における実用化開発を支援・実施する。 
研究開発項目①「住宅内交流・直流併用システムの実証」 
（１）低電圧（４８Ｖ以下）直流配線の実住宅での設置 
（２）安全等実運用に関わる技術課題の抽出と検討 
（３）交流・低電圧直流システムによる省エネルギー可能性検討 
研究開発項目②「住宅内直流配線・情報ネットワーク融合可能性」 
研究開発項目③「有識者委員会等による将来の直流システムの検討」 
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８．次世代型ヒートポンプシステム研究開発 ［平成２２年度～平成２４年度］ 
 ヒートポンプの高効率化の目標（「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」の「超高効

率ヒートポンプ」では２０３０年に現状比１．５倍、２０５０年に現状比２倍、「蒸気生

成ヒートポンプ」では、２０２０年頃にＣＯＰ４．０）を達成するためには、機器単体の

要素技術の開発だけでは限界があるため、熱源の多様化、熱搬送の効率化、利用側の負荷

変動への対応、躯体設計との適合などを適切かつ高度に統合し、システム全体での効率を

大幅に改善することを目的とした研究開発を実施する。公募により実施者を選定し、実施

する。 
 
９．革新的セメント製造プロセス基盤技術開発 ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 セメント製造におけるエネルギー消費の８～９割を占める焼成温度約１，４５０℃のク

リンカ焼成工程を対象として焼成温度低下又は焼成時間短縮を実現することを主とした、

革新的セメント製造プロセスを構成する以下の基盤技術開発を実施する。平成２２年３月

下旬に公募を開始する予定である。 
研究開発項目①「革新的セメント製造プロセスの設計と評価」 
（１）省エネ型クリンカ焼成システムのための要素技術開発 
（ア）焼成温度低下の効果を有する鉱化剤の選定・開発 
（イ）クリンカ焼成プロセスのシミュレーション解析技術の開発 
（ウ）クリンカ焼成プロセスの計測技術の開発 

（２）セメント製造プロセスの設計 
・プロセスのマテリアルバランスとエネルギーバランスの調査 
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② 導入普及業務 
【中期計画】 
 我が国は、地球温暖化問題に関して、平成１７年２月の京都議定書発効を受け同年４月に京都議定書

目標達成計画を策定し、これまで温室効果ガス排出削減に取り組んでおり、産業部門、民生部門、運輸

部門の３セクターにおける各部門のエネルギー消費動向を踏まえつつ、エネルギー使用の合理化が総合

的に推進されることが必要である。 
 第２期中期目標期間においては、２０１０年における国の長期エネルギー需給見通し及び京都議定書

目標達成計画の実現に向けた短期対策として、以下に留意しつつ実施する。 
・全体として我が国のエネルギー使用の合理化が推進されるような案件選定・採択を行う。 
・産業部門においては、産業間連携等により更なる省エネルギーが推進されるよう、また、エネルギー

消費の伸びが著しい民生・運輸部門においては、実効性のある省エネルギー施策が推進されるよう導

入普及事業を適切に実施する。特に民生部門については、省エネルギー推進対策として、住宅・建築

物に省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステムの導入促進を図るとともに、性能、費用対効果

等の情報を取得し公表することにより、住宅・建築物に対する省エネルギー意識の高揚を図る。 
・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治体やＮＰＯ等

の非営利団体が実施する省エネルギーに係る普及啓発活動、ビジョン策定活動への支援を行う。 

 
 ２０２０年までに温室効果ガス排出量２５％削減（１９９０年比）の実現を政府が掲げ

ており、その実現に向けて、産業部門、民生部門、運輸部門の３セクターにおける各部門

のエネルギー消費動向を踏まえつつ、エネルギー使用の合理化が推進されるよう導入助成

事業を適切に実施する。その際、以下に留意しつつ、予算の規模や性格、導入事業者を取

り巻く情勢、外部要因等を考慮しつつ、各事業を効率的に実施する。 
・全体として我が国のエネルギー使用の合理化が推進されるような案件選定・採択を行う。 
・産業部門においては、更なる省エネルギーが推進されるよう導入普及事業を適切に実施

する。民生部門については、省エネルギー推進対策として、住宅・建築物に対し、省エ

ネルギー性の高い高効率エネルギーシステムの導入促進やその性能、費用対効果等の情

報の取得・公表を図ることにより、住宅・建築物に対する省エネルギー意識の高揚を図

る。 
・国民全体への啓発活動の重要性や公的部門における取組の重要性にも配慮し、地方自治

体やＮＰＯ等の非営利団体が実施する省エネルギーに係る普及啓発活動、ビジョン策定

活動への支援を行う。 
 具体的には以下の事業を平成２２年度に実施する。 
 
１．エネルギー使用合理化事業者支援事業 ［平成１０年度～平成２４年度］ 
 事業者の更なる省エネルギーを進めるための取組を強力に支援し、支援プロジェクトの

内容を広く普及することにより、一層の省エネルギーの取組を促進し、エネルギー使用の

合理化を推進する。特に、先端的な設備・技術や中小企業の取組等に対する支援を強化し

ていく。 
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２．住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業 ［平成１１年度～（ＢＥＭ

Ｓ：平成１４年度～）～平成２２年度］ 
 住宅及び建築物への省エネルギー性の高い高効率エネルギーシステムの導入に対して支

援を行うとともに、その性能、費用対効果等の情報を取得しそれを公表することにより、

住宅及び建築物に対する省エネルギー意識を高揚させる。併せて、機器のエネルギー需要

を管理するＢＥＭＳ（ビル・エネルギー・マネジメント・システム）の導入に対して支援

を行い、機器の 適な制御や運転管理によって業務用ビル等におけるエネルギーの効率的

な利用を図り、省エネルギーの普及促進を図る。 
 
３．温室効果ガス排出削減支援事業 ［平成１５年度～平成２４年度］ 
 中小企業等による省エネルギー設備導入を支援することにより、中小企業者等の一層の

省エネルギーへの取組を促すとともに、｢国内クレジット制度｣の排出削減方法論の拡充・

拡大及びその環境整備に寄与することを目的とする。 
 
４．地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業 ［再掲：＜２＞新エネルギ

ー技術分野 １．参照］ 
 
５．新エネルギー等非営利活動促進事業 ［再掲：＜２＞新エネルギー技術分野 ２．

参照］ 
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＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 
 
① 技術開発／実証 

【中期計画】 
 我が国は、化石エネルギー利用の技術分野において、過去の貴重な経験を生かし、ＮＯｘ／ＳＯｘ／

煤塵等、地域の環境問題への対応に関する世界トップクラスの技術を有している。また、化石エネルギ

ーの大部分を輸入に依存していることから、産業分野においてエネルギー原単位を低減するための省エ

ネルギー技術についても、世界 先端の水準にある。このような状況の中、我が国の産業競争力の更な

る向上を図るため、石炭等の化石エネルギーの利用効率をより一層高めることも重要である。一方、近

年アジア地域を中心とした経済の伸長により、世界のエネルギー需要が着実に増加すると予想されてお

り、また、ＣＯ２等の地球温暖化ガスの排出量の抑制は、地球環境問題への対応のために、益々その重

要性を増している。さらに、水銀等の微量金属の排出規制強化も重要な課題として取り上げられようと

している。このような状況の下、我が国の環境調和型エネルギー技術開発は、地域の環境問題への対応

や地球規模の環境問題への対応のみならず、化石エネルギーの安定供給対策も視野に入れた包括的かつ

戦略的な技術開発を進めていく必要がある。 
 第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応､ＣＯ２問題等地球規模の環境問題へ

の対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するために、発電分野におけるＣＯ２のゼロ

エミッション化を目指し、石炭ガス化プロセスからＣＯ２を分離・回収するための技術開発、我が国に

おけるＣＣＳ（Carbon dioxide Capture and Storage）の実施可能性調査、製鉄プロセスから排出され

るＣＯ２を大幅に低減するための革新的な技術開発及び石炭利用に係る微量成分の環境への影響を低減

するための技術開発等を実施する。また、石炭ガス化プロセスからのＣＯ２分離・回収技術開発につい

ては、ＣＯ２を９９％以上の純度で分離・回収する技術等を確立する。 

 
１．環境調和型製鉄プロセス技術開発 ［平成２０年度～平成２４年度、中間評価：平

成２２年度］ 
 ＣＯ２発生量を大幅に削減する、環境に調和した革新的な製鉄プロセス技術の確立を目

的に、新日本製鐵株式会社執行役員 三輪 隆氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発を実施する。 
 研究開発項目①「鉄鉱石還元への水素活用技術の開発」においては、改質ガス炉内吹き

込みの影響の解明を行う。 
 研究開発項目②「ＣＯＧのドライ化・増幅技術開発」においては、平成２２年度からベ

ンチ規模触媒試験装置の製作を開始する。 
 研究開発項目③「水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発」においては、改質ＣＯ

Ｇ雰囲気下における熱間強度評価を行い、技術開発の 終目標を提示する。 
 研究開発項目④「ＣＯ２分離・回収技術の開発」においては、ＣＯ２化学吸収プロセス

評価プラント（３０ｔ／日）による化学吸収液評価試験を行う。また、物理吸着ベンチス

ケール試験装置（３ｔ／日）を設計・製作し、実ガスによる試験を行う。 
 研究開発項目⑤「未利用顕熱回収技術の開発」においては、スラグを連続的に凝固させ

るロール成形ベンチ装置等の設計・製作を行う。製鉄所内の低温排熱回収・発電に係る要

素技術の絞り込み及び低位熱発電システム低コスト化研究を行う。 
 研究開発項目⑥「製鉄プロセス全体の評価」においては、製鉄プロセス全体の 適化の
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評価・検討を行う。 
 
２．ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト ［平成４年度～平成２６年度］ 
 地球環境問題への対応及び化石エネルギー資源の安定供給への対応を推進するため、ゼ

ロエミッション型石炭火力発電の実現を目指すとともに、我が国のクリーン・コール・テ

クノロジーの国際競争力強化のための技術開発・調査研究を、以下の事業項目について実

施する。 
① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 

※「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」のうち「発電からＣＯ２貯留

までのトータルシステムのフィージビリティー・スタディー」を改称。 
② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 

※「革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電プロジェクト」のうち「革新的ガス化技術に

関する基盤研究事業」と「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発（ＳＴＥＰ ＣＣＴ）」と

を統合。 
③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 
④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電 適化調査研究（新規） 
⑤ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発（新規） 

 
① ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究 ［平成２０～２４年度］ 

（１）石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収システムの概念設計 
 石炭ガス化発電とＣＯ２分離・回収設備を付加したシステムの概念設計データの全体

システムへの提供を行う。また、実施してきた感度分析、経済性分析等については、

新情報を用いた精査を行い、全体のとりまとめに繋げるとともに、全体システムグルー

プの業務をサポートする。 
（２）ＣＯ２輸送システムの概念設計 

 商用機について、ＣＯ２船舶輸送、ＣＯ２パイプライン輸送、ＣＯ２貯蔵基地等の概念

設計を行うとともに、輸送システム全体の概念設計を実施し、設計を完了させる。また、

商用機の概念設計により得られたデータを用い、概略の建設コストを算出するとともに、

平成２１年度に実施した輸送形態別の輸送コストを精査する。 
（３）ＣＯ２の貯留システムの概念設計と貯留ポテンシャル評価 

 選定した貯留候補と考えられる３つのサイトについて、平成２１年度に実施した貯留

ポテンシャル調査、貯留の可能性調査を精査する。また、貯留システムの概念設計や貯

留システムの経済性評価についても精査を行い完成させる。さらに、輸送システムを考

えた圧入方法のケース検討については、１～２ケースに絞り込み概念設計を完成させる。 
（４）全体システム評価（発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの評価） 

・全体調整・取り纏め 
 事業全体に係わる横断的な事項や概念設計について、スコープ調整を実施し、各要素

技術間の連携強化を行うことで発電から貯留までのトータルシステムの評価検討を実施

する。 
・経済性評価モデルの構築と評価 
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 ＣＯ２を分離・回収し、輸送・貯留・モニタリングするまでのトータルシステムの経

済性評価のためのモデル構築用データーベースの整備を行う。 
・エネルギー需給影響評価モデルの構築と評価 
 革新的ゼロエミッション石炭火力発電システムの導入・普及が、我が国のエネルギー

需給構造に及ぼす影響を分析するとともに、ＣＯ２排出削減への貢献を分析するための

モデルを構築する。 
（５）特定サイトにおける石炭ガス化発電からＣＯ２貯留に至るトータルシステムの概念

設計 
 概念設計を行った全体システムについて、負荷変動時の対応、貯留側条件との受け渡

し条件の検討を行う。また、輸送・貯留部分については、昇圧・輸送システム、海底施

設、圧入施設、貯留層モニタリング施設の概念設計を完了させ、トータルシステムへの

統合とコスト評価を実施する。 
 
② ゼロエミッション石炭火力基盤技術 ［平成１９～２４年度］ 

研究開発項目①「革新的ガス化技術開発の基盤研究事業」 ［平成２０～２４年度、中間

評価：平成２２年度］ 
（１）「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

 石炭ガス化システムから回収したＣＯ２を酸化剤の一部として用いることにより、石

炭ガス化システムの効率を大幅に向上することのできるＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣシ

ステムの実用基盤技術の本格的な試験を行うため、酸素－ＣＯ２ガス化技術の開発では、

ＣＯ２供給装置を設置した小型ガス化炉設備で酸素－ＣＯ２ガス化の基本性能を実証す

るとともに、引き続き高温・高圧ガス化実験装置で基本ガス化反応の解析・評価し、各

種炭種のＣＯ２ガス化反応機構の解明を実施する。また、高ＣＯ条件での乾式ガス精製

の 適化では、石炭ガス化炉からの実ガスで性能評価試験を行い、脱硫性能を検証する。 
（２）「石炭ガス化発電用高水素濃度対応低ＮＯｘ技術開発」 

 引き続き高水素濃度燃料対応低ＮＯｘバーナの性能を向上するため、大気圧要素試験

で高濃度水素の燃料に対して燃焼性能を検証し、マルチクラスタバーナ形式低ＮＯｘ燃

焼器を改良する。また、水素・窒素・メタン供給設備による幅広い燃料組成での燃焼試

験を行い、高水素濃度での燃焼性能を検証する。なお、本事業は、基盤研究ではあるが、

平成２２年度から、バーナ構造の 適化で得られる一部知見を実用化での検証に移行し

ていくことから、共同研究として実施する。 
研究開発項目②「次世代高効率石炭ガス化技術」 ［平成１９～２３年度］ 
 既存の熱分解炉分離型循環流動層において、熱分解炉をダウナー構造に改造することで、

チャーの水蒸気ガス化反応に対する熱分解分離の効果、ダウナーにおけるタール捕捉効果

に関する検討を行う。また、試作した大型循環流動層コールドモデルの粒子循環量、粒子

滞留時間分布及び固気接触等の流動特性を明らかにする。さらに、各設備の構造の 適化

及び固気分離部と気泡流動層の連接方式の 適化についても検討する。 
研究開発項目③「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」 
（１）微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積 ［平成１９～２２年度］ 
 石炭燃焼プロセスにおいて、微量成分の高精度分析手法の標準化を目的とした 分析
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技術の課題の整理を実施し、微量成分の分析データを加えてデータベースの拡充を図り、

規格化に資するデータを蓄積する。 
（２）高度除去技術 ［平成１９～平成２２年度］ 
 石炭火力発電設備の煙突出口濃度３μｇ－Ｈｇ／ｋＷｈを目標値とする高度微量成分

除去技術を開発するため、各種調査を踏まえて、大型燃焼炉や排煙処理試験装置等にお

ける除去方式の選定や操作条件などの検討を行う。 
 
③ クリーン・コール・テクノロジー推進事業 ［平成４年度～平成２６年度］ 
 石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ等による地球規模及び地域的な環境

問題への対応、エネルギー需給の安定化への対応等を図るため、以下の事業を実施する。 
（１）海外ＣＯ２対策技術、ＣＣＳプロジェクトに係る情報収集・意見交換 

 欧州、米国、豪州、中国などにて進められている高効率化に向けた７００℃級超々臨

界圧発電（Ａ－ＵＳＣ）、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の取り組み状況と、それ

らとＣＣＳとを組合せたプロジェクトの 新動向等の技術動向を把握するため、現地調

査、技術交流や情報・意見交換等を実施する。 
（２）ＣＣＴ開発等先導調査及びその他ＣＣＴ推進事業 
 石炭ガス化技術を活用したコプロダクション技術等の開発など、ＣＣＴ開発関連の先

導調査を実施するとともに、ＣＣＴ開発における普及可能性や技術開発の動向、ＣＣＴ

導入に向けた取り組み等を把握するため、専門家や有識者を活用した調査、技術交流や

情報・意見交換等を実施する。 
（３）ＩＥＡの各種協定に基づく技術情報交換の実施 
 ＩＥＡ／ＣＣＣ（Clean Coal Centre）では、クリーン・コール・テクノロジーに関

する技術調査を行っており、これに参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うと

ともに、国内関係者への情報提供を行う。 
 
④ 燃料電池対応型石炭ガス化複合発電 適化調査研究（新規） ［平成２２年度～平成

２３年度］ 
 高効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＣＳを

用いた革新的なゼロエミッション化を目指し、以下の研究開発を実施する。 
研究開発項目①「酸素吹石炭ガス化技術に関する 適化検討」 
 酸素吹石炭ガス化技術の基礎的検討を行うとともに、ゼロエミッション石炭火力発電シ

ステムに関する 適化検討を行い、実証試験の実施 計画策定を行う。また、多用途利用

の検討及び商用普及に向けた検討を行う。 
研究開発項目②「酸素吹石炭ガス化複合発電実証試験に関する 適化検討」 
 実証プラント設備への要求事項を明らかにした上で実証試験設備の基本設計及び合理化

検討の一部を行う。 
 
⑤ 革新的ＣＯ２回収型石炭ガス化技術開発 ［平成２２年度～平成２５年度］ 

 次期ＩＧＣＣに 適なＣＯ２分離回収技術の開発と新規ＣＯ２分離回収技術等の調査を

行うべく、以下の研究開発を実施する。 
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（１）次期ＩＧＣＣに 適なＣＯ２分離回収技術の開発 
（ア）ＣＯ２分離回収試験設備の設計・製作 

酸素吹石炭ガス化炉で生成される石炭ガス化ガスからＣＯ２を分離回収する試験設

備[物理吸収法（Sour Gas Shift＋Selexol）：供試ガス１，０００ｍ３Ｎ／ｈ規模のパ

イロット試験設備]の設計・製作を実施する。 
（イ）酸素吹石炭ガス供給設備の整備等 

ＣＯ２分離回収試験の実施準備として、酸素吹石炭ガス化炉の新設若しくは既設設

備の改造を実施する。 
（２）新規ＣＯ２分離回収技術等調査及び有望技術フィールド試験 

 新規ＣＯ２分離回収技術及びＣＯ２回収システムに関し、ＣＯ２分離設備が不要な「Ｃ

Ｏ２回収型石炭ガス化技術」、回収したＣＯ２の昇圧ロス低減が可能な「高圧再生型吸収

液によるＣＯ２分離回収技術」等について調査検討を実施し、性能・信頼性・大型化等

に関して評価する。 
 
３．国際連携クリーンコール技術開発プロジェクト ［後掲：＜５＞国際関連分野 ５．

参照］ 
 
４．産炭国事業化実証・普及事業 ［平成２２年度～］ 
 我が国は石炭需要の９９％以上を海外からの輸入に依存しており、今後も海外炭の安定

供給を確保していくには、産炭国（インドネシア、豪州等）と関係強化が重要である。昨

今のアジア地域を中心とした石炭需要の増大、気候変動問題への対応等から、我が国に対

する産炭国の石炭利用に係るニーズは多様化している。世界全体の石炭埋蔵量の約半分を

占めながら、利用が限定されている褐炭・亜瀝青炭といった低品位炭や、未活用の炭層メ

タン、炭鉱メタン等の高度利用もその一つである。本事業は、産炭国政府等との合意に基

づき、我が国で構築されたこれら石炭関連技術の実証・普及事業を実施する。平成２２年

度においては、未利用の低品位炭の改質技術として、インドネシアにおける熱水改質石炭

スラリー技術にかかる実証・普及事業を実施する事業者を公募により選定し、助成する。 
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＜５＞国際関連分野 

【中期計画】 
 近年におけるアジア諸国の経済発展はめざましく、とりわけＢＲＩＣｓの一角を担う中国、インドの

経済成長に伴うエネルギー需要の伸びは著しい。また、中東情勢や経済動向等により、原油価格の不安

定性が増大している状況にある。さらに、京都議定書の発効により、エネルギー・環境分野における国

内外での対応策が喫緊の課題となっている。かかる状況等を踏まえ、第１期中期目標期間においては、

我が国のエネルギー安全保障の確保及び環境対策を講じること等を目的とした海外実証業務等（共同研

究を含む。）について、実用性、経済性等を重視した事業運営を行ってきた。 
 第２期中期目標期間中においては、アジア諸国の更なる経済発展が見込まれるところ、これに伴う技

術レベルの向上、法制度、エネルギー関連の諸制度等が整いつつある国も見受けられ、エネルギー・環

境分野等における事業のニーズも多様化している。一方、テロ行為、政情不安などにより、治安の悪化

を招いている国も散見されるなど事業を推進する上で相手国の情勢をより一層慎重に見極めていくこと

が必要となっている。以上を踏まえ、第２期中期目標期間においては、企画競争・公募を徹底するとと

もに、より効果的・効率的に事業を推進すべく、以下の点について拡充を図り、もって我が国のエネル

ギー安全保障の確保、環境対策の推進等に寄与する。また、エネルギー関連施設の立地条件、技術進歩

による設備能力向上、政府予算の状況その他適当な条件を加味した上で、第１期中期目標期間と同水準

以上の件数のエネルギー使用合理化技術等の実証事業の実施等を目指す。 
・実施対象国と対象技術の選定に関し政府の政策上の優先度を踏まえ、普及可能性と波及効果の発揮に

注力 
・対象分野・技術の拡大（商業ビル等民生分野向けの技術、新エネルギー技術（太陽光発電、バイオマ

ス等）を始めとする代エネ技術、環境調和型エネルギー技術（ＣＣＴ、石炭資源の有効利用技術

等）、従来のエネルギー多消費産業（鉄鋼、セメント、電力等）に加え、エネルギー消費の高い裾野

産業（中小企業）向けの技術等） 
・我が国の省エネ技術、環境調和型エネルギー技術等の普及等を加速化させるため、実施対象国の国土

面積、地域性、地理的要因等の国情を踏まえた適切な事業運営の推進、及び普及促進を図る事業の拡

充 

 
１．太陽光発電システム等国際共同実証開発事業 ［平成４年度～平成２２年度］ 
 太陽光発電システム等の導入が進んだ場合を想定し、アジア地域の途上国と協力して、

大容量型太陽光発電システムの構築又は新たな電力供給・制御機器を活用したシステムの

構築等の新たな技術的課題を解決すること等を実施すること等により、太陽光発電システ

ム等の再生可能エネルギーの供給安定化や一層の普及を図ることを目的として、平成２２

年度は以下の事業を実施する。 
（１）「ＰＶ＋小水力＋キャパシタ」（ラオス） 
 実証研究システムに係る機器の設置を完了し、サイトの電力品質、気象条件、システ

ムの特性等に応じた実証研究目標を設定し実証試験を行う。運転・保守・維持管理等が

適切に行える体制を構築し、現地又は日本にて管理研修を行う。 
（２）「設計支援ツール開発事業」 

 前年度までに実施された太陽光実証事業の成果を踏まえ改良・検証・評価等を行い、

設計支援ツールの更なる 適化を図る。 
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２．国際エネルギー消費効率化等技術普及協力事業 ［平成５年度～平成２４年度］ 
平成２２年度より「国際エネルギー使用合理化等対策事業」の制度を見直し、新たに実

施するものである。本事業では基本的にその費用のうち中核的費用を委託の対象とし、そ

の他は委託先の負担とする。ただし、「国際エネルギー使用合理化等対策事業」として実

施されているものは従前のとおりとする。 
（１）国際エネルギー消費効率化等技術普及推進事業 
 新たな技術実証事業候補案件の事業化可能性について、相手国の政府機関、サイト候

補企業等との協議、条件調整を含む必要なＦＳを行う。また、関係国におけるエネルギ

ー有効利用技術の普及を通じて我が国への石油代替エネルギーの安定供給の確保に資す

るため、我が国の省エネルギー技術等の普及可能性検討、関係国のエネルギー施策、エ

ネルギー消費動向等の把握・分析、エネルギー有効利用方策の提言、省エネルギー診断

を含む専門家派遣、招へい研修、キャパシティビルディングを実施する。さらに、事業

実施国における対象技術の普及を加速化するため、事業終了直後の案件のみならず、必

要に応じて数年前に終了した案件も対象として、省エネルギー診断も含む相手国関係企

業等への技術専門家の派遣等（必要に応じ、相手国関係企業等関係者の招へい研修）に

よる啓発、技術指導等を行う。 
（２）国際エネルギー消費効率化等技術実証事業 
 関係国におけるエネルギー有効利用技術の普及を通じて我が国への石油代替エネルギ

ーの安定供給の確保に資するため、我が国の有する省エネルギー技術又は石油代替エネ

ルギー技術等を、当該技術の普及が進んでいない関係国に適用し、有効性を実証する。

上記ＦＳおよびフォローアップ事業と組み合わせて１テーマの一連の事業として実施す

る。 
 
３．京都メカニズム開発推進事業 ［平成１０年度～平成２４年度］ 
 ＣＤＭ／ＪＩによる技術移転の拡大と地球規模の温暖化対策への貢献を目指し、ＣＤＭ

／ＪＩ事業の発掘調査、ＣＤＭ／ＪＩのホスト国に対する体制整備等の支援等、京都メカ

ニズムを円滑に推進するための事業を展開し、京都メカニズムの裾野を拡大するとともに、

我が国の京都議定書目標達成に必要なクレジットの確保に貢献する。 
 
４．国際石炭利用対策事業 ［平成５年度～］ 
 我が国における石炭資源の安定的かつ適切な供給の確保及びアジア地域の環境負荷の低

減に資するため、関係国（アジア・太平洋地域を中心とした開発途上国等）において、我

が国の有する優れたクリーン・コール・テクノロジー（ＣＣＴ）の基礎調査、実施可能性

調査、実証、普及等を目的に、平成２２年度は以下の事業を実施する。 
（１）「クリーン・コール・テクノロジー実証普及事業」 
  平成１９年度、平成２０年度にモデル事業化した２件のモデル事業については、引き

続き事業を実施する。また、平成２１年度に実施したＦＳについては、今後の当該技術

の普及の可能性等を把握するための評価を実施する。 
  また、ＣＣＴ実証普及事業として、新規事業の実施可能性等を検討する。 
  さらに、これまで実施した事業のフォローアップ等を行う。 
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（２）「クリーン・コール・テクノロジー移転事業」 
  これまでのモデル事業の成果、相手国ニーズを踏まえて、相手国におけるＣＣＴの普

及を支援するため、フォローアップセミナー等を実施する。 
（３）「国際協力推進事業」 
  今後のＣＣＴ協力推進のため、情報収集等を実施する。 
  上記事業については、公募によって実施者を選定し実施する。 
 
５．国際連携クリーンコール技術開発プロジェクト ［平成２２年度～平成２６年度］ 
 昨今、世界的に気候変動への対応が加速化する中、我が国と欧米等との間において、技

術的にそれぞれ強みを持ち、相互補完性がある二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術につ

いて、官民連携の下で共同研究等の協力を検討・推進しているところである。 
 また、中国でも、ＣＣＳ－ＥＯＲ（石油増進回収）に関連して、我が国のクリーン・コ

ール・テクノロジーと併用したＣＣＳ技術に係る取組への我が国の関与・協力に期待して

おり、ゼロエミッション石炭火力の実現を目指す我が国にとっても、国土の制約等のある

中で、共同研究等を通じたその実現可能性の検討は、有用である。 
 本事業は、石炭火力を発生源とする日本型ＣＣＳの早期確立を図るため、我が国の研究

機関と欧米等の研究機関による共同研究や中国におけるＥＯＲの技術検討を、対象国との

合意に基づいた国際的な連携事業として実施する。 
 平成２２年度においては、以下の技術開発・調査研究等を行う。 
研究開発項目①「クリーンコール技術に関する基盤的国際共同研究」 
 石炭使用により発生するＣＯ２の分離・回収・貯留（ＣＣＳ）技術分野において、発生

源での高効率化（発電・ガス化・燃焼）又は低炭素化／クリーン燃料製造、ＣＯ２貯留に

かかる安全性確保等、将来の実用化や技術のブレークスルーを目指した基礎的・基盤的技

術等について、欧米等の研究機関等との共同研究を実施する。 
研究開発項目②「中国での石炭起源のＣＯ２のＣＣＳ－ＥＯＲ適応に関する調査研究」 
 ＣＯ２分離回収システムの検討や、我が国が保有するモニタリング技術・システム・イ

ンテグレーション技術の中国ＣＣＳ－ＥＯＲへの適用、油田層の回収・漏洩等の将来予測

等、中国における石炭火力起源のＣＯ２によるＣＣＳ－ＥＯＲの実施に向けた経済性・実

現性検討等について、中国の研究機関等との共同調査研究を実施する。 
 
６．スマートコミュニティ推進事業（米国ニューメキシコ州における日米スマートグリ

ッド実証） ［平成１８年度～平成２５年度］ 
 平成２１年度の事前調査にて具体化を行った実証研究実施計画に基づき、詳細検討及び

シミュレーションによるシステムの詳細設計、構成機器の製作を行う。また、スマートグ

リッドの技術面における効果や信頼性、経済性及び環境性に関する検討項目を詳細化する。

併せて、全ての 終目標達成のための方策やプロセスを明らかにする。また、米国との共

同研究体制を通じ、米国の標準化活動に参加する有識者との交流を確立する。 
 
７．研究協力事業 ［平成５年度～］ 
 産業、環境、エネルギー分野において開発途上国単独では解決困難な技術課題、技術ニ



124 

ーズに対処するとともに、途上国における研究開発能力の向上を図るため、我が国の技術

力、研究開発能力を生かしつつ、発展途上国の研究機関と共同で調査・研究等を実施する。 
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＜６＞石炭資源開発分野 

【中期計画】 
 我が国は世界 大の石炭輸入国であり、近年の一次エネルギー供給に占める石炭の割合は約２割であ

る。また、原油と一般炭の熱量当たりの価格差は数年前の約３倍から５倍程度に拡大しており、石炭の

割安感が顕在化している。過去５年間の世界の一次エネルギー消費の伸び率は約２割であるが、石炭需

要については、約３割の増加となっている。特に、中国、インドを中心としたアジアの伸びが顕著であ

り、２０１０年には全世界の石炭需要の５割以上がアジアに集中することから、今後、アジアを中心と

して石炭需要がますます拡大し、需給のタイト化が見込まれている。 
 このため、第２期中期目標期間中においては、我が国において主要なエネルギーの一つである石炭の

安定供給確保を図るという政策目的に資するため、初期調査から開発に至る各段階において事業を引き

続き実施する。その際、以下に留意するものとする。 
・海外における石炭の探鉱に必要な地質構造調査事業については、将来の日本への石炭供給の可能性を

多面的に評価しつつ、地域の選定を行い、各年度の調査結果を十分に評価した上で、世界の石炭需給

構造の変化に対応するように、平成２３年度又は次段階の事業内容を検討する。 
・我が国民間企業の探鉱等の調査に対する支援事業については、期待される炭量、炭質、周辺インフラ

状況、炭鉱権益の取得可能性等を評価し、案件の選定を行う。この際、有望な事業については、集中

してリソーシスを分配する等の配慮を行い、成果の 大化を目指すものとする。 
・炭鉱技術の移転事業については、石炭関連業務でこれまで蓄積してきた知見やネットワークを活用

し、アジア・太平洋地域における産炭国の炭鉱技術者に対し、生産・保安技術等に関する炭鉱技術の

効果的な移転を行う。このことにより、産炭国との関係強化を図りつつ産炭国の石炭供給能力の拡大

に資する。 
 これらの事業を通じ、採掘により次第に減耗していく石炭の安定供給確保を図るため、第２期中期目

標期間中に、新たに石炭埋蔵量を１１０百万トン確認すべく努力する。 
 
 
１．海外炭開発可能性調査 ［昭和５２年度～］ 
 石炭の安定供給及び適正供給に資する海外の石炭賦存量の確認、地質構造等の解明を行

い、炭鉱開発の可能性について把握するため、民間事業者が行う地表踏査、試錐調査、物

理探査等の調査に対する補助金交付を、補助対象地域のポテンシャルを踏まえつつ４件を

目安に実施する。 
 また、民間企業による更なる探査活動を促進させるため、平成２１年度に実施した民間

企業からのニーズ把握を踏まえ、必要に応じ運用を見直すとともに、平成２２年度も引き

続き民間企業からのニーズ把握を行う。また、平成２３年度実施案件の発掘に努める。 
 
２．海外炭開発高度化等調査 ［平成６年度～］ 
 我が国における海外炭の効率的・安定的供給の確保の方策を検討し、特に石炭需要の伸

びが大きいアジア太平洋地域の石炭需給が我が国の石炭安定供給確保に与える影響を検討

するため、民間企業だけでは石炭資源関連の情報収集が困難又は不足している国・地域に

ついての情報収集を必要に応じて相手国政府機関等の協力のもとに行い、国内民間企業等

に提供する。 
 具体的な調査内容については、民間企業等のニーズを踏まえて選定し、海外産炭国にお

けるインフラ整備、開発計画等の石炭需給の見通しや、新たな石炭供給ソース発掘のため
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の調査を行う。また、調査結果については、海外産炭国における石炭需給や炭鉱開発等に

関わる諸問題の解決に資するように、必要に応じ、相手国に提供する。 
 なお、アジア・太平洋域内における石炭開発・石炭需給動向に関する包括的な問題解決

及び共通認識に資するためのセミナー等の開催については、平成２２年度から、新規「産

炭国石炭開発・利用協力事業」の「（３）石炭情報交換事業」に統合・整理し、事業を継

承する。 
 
３．産炭国石炭産業高度化事業（炭鉱技術移転事業） ［平成１９年度～平成２３年度］ 
 アジア地域での石炭産業は坑内掘への移行や採掘箇所の深部化・奥部化の進行が見込ま

れる。このような状況下、我が国の炭鉱技術を活用した技術移転を進め、アジア地域の石

炭需給安定と我が国への石炭安定供給確保を図る。 
 中国、ベトナム、インドネシア等の海外産炭国の炭鉱に対し、我が国の優れた坑内掘炭

鉱技術の移転を進め、普及することにより、生産量・生産能率の向上及び保安対策による

事故死亡率の低減を図り、もって我が国への石炭の安定的かつ低廉な供給の確保に資する。 
 具体的には、中国、ベトナム等の炭鉱技術者等を研修生として受け入れ、炭鉱現場等を

活用した受入研修（国内受入研修）を実施する。また、日本人技術者等を指導員として中

国、ベトナム、インドネシア等に派遣し、各国の炭鉱に即した研修（海外派遣研修）を実

施することにより、我が国の優れた炭鉱技術の海外移転を行う。また、必要に応じ、海外

派遣研修のみを行う国については、当該国の政府関係者、炭鉱技術者等を日本に招聘し、

我が国の優れた炭鉱技術等の把握を通じ、同国への派遣研修に反映させることにより、海

外派遣研修の効果の 大化を図る。 
 また、研修事業（国内受入研修・海外派遣研修）に寄与するために、ワークショップ等

を開催するとともに、専門家・学識経験者等を海外産炭国に派遣し、技術動向調査を実施

する（国際交流事業）。 
 
４．産炭国石炭開発・利用協力事業 ［平成２２年度～］ 
 我が国が今後も海外炭の安定供給を確保していくためには、産炭国のニーズを踏まえ、

石炭開発や石炭関連技術に係る重層的な協力関係の構築が必要である。このため、次の事

業を実施する。 
１）海外地質構造調査 
 石炭の賦存が期待されるものの我が国民間企業が進出することが難しい地域において、

産炭国政府機関との合意に基づき、先行的な地質構造調査等の基礎的調査を共同で実施

し、我が国民間企業の探鉱・開発への参入を誘導する。 
 具体的には、ベトナム・ファーライドンチョウ石炭共同探査（２年目）、インドネシ

ア・中央カリマンタン石炭共同探査（新規）、インドネシア・石炭資源解析調査フォロ

ーアップ事業（２年目）及びモンゴル等における当該事業案件発掘のためのプロジェク

ト選定事前調査を実施する。 
２）産炭国共同基礎調査 
 産炭国において石炭開発の支障となっている環境対策や低品位炭利用等の課題につい

て、産炭国政府機関等と共同で調査し、改善策の検討や我が国が有する石炭開発・利用
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技術の適用性を評価する。具体的には、コークス製造適用性評価（インドネシア）、炭

鉱メタンガス回収調査（豪州）等を実施する。 
３）石炭情報交換事業 
 産炭国政府機関等との情報収集や意見交換の継続的な実施を目的とした、石炭情報交

換事業を実施する。 
 具体的には、アジア・太平洋（ＡＰＥＣ）石炭セミナー及び産炭国官民石炭セミナー

の開催及び参画、産炭国への調査団派遣、産炭国政府要人招聘等を実施する。 
 
５．産炭国事業化実証・普及事業 ［再掲：＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①

技術開発／実証 ４．参照］ 
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＜７＞技術開発等で得られた知見の活用等 

【中期計画】 
 新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。この際、「安

定供給の確保」、「環境への適合」及びこれらを十分配慮した上での「市場原理の活用」というエネルギ

ー政策目標の同時達成を効率的に実現することを念頭に置き、新たに開発した新エネルギー・省エネル

ギー技術を円滑かつ着実に市場に普及させていくため、技術開発、経済性等の評価・普及啓発に資する

ための実証試験、実用化段階における初期需要の創出を図るための導入促進の各ステージで得られた知

見を次のステージにフィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得られた研究開発の成果につ

いては、必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 

 
 新エネルギー・省エネルギー技術開発・実証及び導入普及業務等を戦略的に推進する。

この際、技術開発、経済性等の評価・普及啓発に資するための実証試験、実用化段階にお

ける初期需要の創出を図るための導入促進の各ステージで得られた知見を次のステージに

フィードバックするなど三位一体で推進する。なお、得られた研究開発の成果については、

必要に応じて知的基盤の整備や国際標準化を図る。 
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166,595

29,544

42,824

5,000

698

2,575

2,289

249,526

169,520

29,544

42,824

241

7

8,663

3,243

254,043

【人件費の見積り】

平成２２年度には６，９０２百万円を支出する。

【注記1】

【注記2】

【注記3】

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手
当に相当する範囲の費用である。

  各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によってい
るので、端数において合計とは合致しないものがある。

  「金額」欄の計数は、国庫納付金が発生する資産売却収入等の支出が伴う
収入が発生した場合には、その増加する収入金額を限度として、支出の金額
を増額することができる。

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２２年度補正予算（第１号）に
より措置された「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」のグリー
ン・イノベーション、ライフ・イノベーションの推進に係る事業費が含まれ
ている。

支 払 利 息

一 般 管 理 費

そ の 他 支 出

計

受 託 経 費

借 入 金 償 還

業 務 収 入

そ の 他 収 入

計

支　　出

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

政 府 出 資 金

貸 付 回 収 金

業 務 経 費

国庫補助金事業費

予　算　(総　計）
（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

収　　入

運 営 費 交 付 金

国 庫 補 助 金

別表１-１
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73,844

600

4,711

2,255

212

81,621

74,337

600

4,711

1,973

1,061

82,682

【人件費の見積り】

平成２２年度には１，７２０百万円を支出する。

【注記】

国 庫 補 助 金

（単位：百万円）

区　　　　分

運 営 費 交 付 金

別表１-２

金　　　　額

収　　入

予　算　(一般勘定）

業 務 収 入

そ の 他 収 入

受 託 収 入

国 か ら の 受 託 収 入

計

受 託 経 費

支　　出

一 般 管 理 費

業 務 経 費

国 庫 補 助 金 事 業 費

そ の 他 支 出

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当
する範囲の費用である。

　運営費交付金収入及び業務経費には、平成２２年度補正予算（第１号）により措置
された「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」のグリーン・イノベーショ
ン、ライフ・イノベーションの推進に係る事業費が含まれている。
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4,858

90

199

5,148

4,755

393

5,148

【人件費の見積り】

平成２２年度には２８５百万円を支出する。

別表１-３

（単位：百万円）

金　　　　額

予　算　(電源利用勘定）

業 務 収 入

収　　入

運 営 費 交 付 金

区　　　　分

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当
する範囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

一 般 管 理 費

計
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87,892
28,944

38,113
50

1,012

156,012

84,210
28,944
38,113
4,745
2,182

158,194
【人件費の見積り】

平成２２年度には４，１９６百万円を支出する。

5,000
110
103

5,213

5,031
169

5,200
【人件費の見積り】

平成２２年度には８８百万円を支出する。

別表１-５

（単位：百万円）

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

一 般 管 理 費

計

業 務 収 入

収　　入

政 府 出 資 金

予　算　(基盤技術研究促進勘定）

金　　　　額区　　　　分

業 務 経 費

国 庫 補 助 金 事 業 費

一 般 管 理 費

計

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

受 託 経 費

そ の 他 支 出

（単位：百万円）

国 庫 補 助 金

受 託 収 入

支　　出

そ の 他 収 入

業 務 収 入

計

国 か ら の 受 託 収 入

別表１-４

区　　　　分

収　　入

運 営 費 交 付 金

予　算　(エネルギー需給勘定）

金　　　　額
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353

17

235

605

1

241

7

134

383
【人件費の見積り】

平成２２年度には４８百万円を支出する。

346

53

523

922

1,187

1,247

2,433
【人件費の見積り】

平成２２年度には５６５百万円を支出する。

別表１-７

区　　　　分

収　　入

業 務 収 入

貸 付 回 収 金

予　算　(石炭経過勘定）
（単位：百万円）

計

予　算　(鉱工業承継勘定）

別表１-６

業 務 収 入

収　　入

貸 付 回 収 金

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

計

金　　　　額

そ の 他 収 入

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

計

一 般 管 理 費

支　　出

業 務 経 費

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

そ の 他 収 入

計

支　　出

業 務 経 費

借 入 金 償 還

支 払 利 息

一 般 管 理 費
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0

5

5

2

2
【人件費の見積り】

平成２２年度には０百万円を支出する。

別表１-８

区　　　　分

収　　入

予　算　(特定事業活動等促進経過勘定）
（単位：百万円）

金　　　　額

業 務 収 入

計

一 般 管 理 費

　但し、上記金額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当する範
囲の費用である。

計

そ の 他 収 入

支　　出
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収支計画(総　計）

253,243

253,243

242,981

8,794

7

1,461

246,826

246,674

166,595

2,290

45,533

29,544

160

974

1,579

152

純利益(△純損失) △ 6,417

前中期目標期間繰越積立金取崩額 4

総利益(△総損失) △ 6,413

【注記1】

【注記2】

収 益 の 部

経 常 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

臨 時 利 益

業 務 収 益

受 託 収 入

補 助 金 等 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

財 務 収 益

雑 益

業 務 費

金　　　　額

費 用 の 部

別表２-１

（単位：百万円）

一 般 管 理 費

区　　　　分

経 常 費 用

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によってい
るので、端数において合計とは合致しないものがある。

財 務 費 用

雑 損

  「一般勘定」、「電源利用勘定」及び「エネルギー需給勘定」の退職手
当については、運営費交付金を財源としている。
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収支計画(一般勘定）

82,030

82,030

79,822

2,019

190

82,051

82,051

73,844

2,226

5,103

600

42

18

217

純利益(△純損失) 21

0

総利益(△総損失) 21

【注記】

運 営 費 交 付 金 収 益

雑 損

業 務 収 益

費 用 の 部

（単位：百万円）

金　　　　額

業 務 費

一 般 管 理 費

区　　　　分

経 常 費 用

経 常 収 益

受 託 収 入

補 助 金 等 収 益

別表２-２

収 益 の 部

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

雑 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

財 務 収 益

前中期目標期間繰越積立金取崩額
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5,167

5,167

4,482

418

267

5,169

5,169

4,858

24

6

281

2

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0

2
【注記】

区　　　　分

経 常 費 用

収支計画(電源利用勘定）

費 用 の 部

金　　　　額

雑 損

（単位：百万円）

資 産 見 返 負 債 戻 入

財 務 収 益

雑 益

別表２-３

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

純利益(△純損失)

総利益(△総損失)

収 益 の 部

経 常 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益

業 務 費

一 般 管 理 費
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収支計画(エネルギー需給勘定）

158,359
158,359
152,600

4,847
912

158,536
158,384
87,892

22
40,429
28,944

94
51

951
152
176

前中期目標期間繰越積立金取崩額 3
180

【注記】

5,193
5,193
5,030

164
215
215
35

106
75

△ 4,978
△ 4,978

【注記】

別表２-４

収 益 の 部

雑 損

財 務 収 益

業 務 収 益

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 収 益

雑 益

受 託 収 入

総利益(△総損失)

（単位：百万円）

区　　　　分

費 用 の 部

金　　　　額

運 営 費 交 付 金 収 益

補 助 金 等 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

雑 益

一 般 管 理 費

経 常 収 益

（単位：百万円）

別表２-５

費 用 の 部

臨 時 利 益

純利益(△純損失)

収支計画(基盤技術研究促進勘定）

  退職手当については、運営費交付金を財源としている。

　「純損失」は、鉱工業基盤技術に関する試験研究に係る業務費等の計上によるものであ
る。

金　　　　額区　　　　分

業 務 収 益

財 務 収 益

純利益(△純損失)

総利益(△総損失)

収 益 の 部

経 常 費 用

業 務 費
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収支計画(鉱工業承継勘定）

137

137

131

7

258

257

7

249

2

1

120

120

2,354

2,354

1,048

1,214

92

593

593

540

53

△ 1,761

△ 1,761
【注記】

業 務 費

収 益 の 部

経 常 収 益

臨 時 利 益

雑 益

経 常 費 用

財 務 収 益

区　　　　分

費 用 の 部

収支計画(石炭経過勘定）

純利益(△純損失)

総利益(△総損失)

雑 損

一 般 管 理 費

金　　　　額

（単位：百万円）

別表２-７

  「純損失」は、国からの出資金を石炭経過業務の費用に充てたことによるものである。

純利益(△純損失)

総利益(△総損失)

財 務 収 益

雑 益

別表２-６

区　　　　分

費 用 の 部

経 常 費 用

（単位：百万円）

業 務 収 益

収 益 の 部

財 務 費 用

一 般 管 理 費

経 常 収 益

金　　　　額
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収支計画(特定事業活動等促進経過勘定）

2

2

2

4

4

4

0

2

2

財 務 収 益

雑 益

別表２-８

経 常 費 用

費 用 の 部

経 常 収 益

金　　　　額

（単位：百万円）

区　　　　分

収 益 の 部

総利益(△総損失)

一 般 管 理 費

純利益(△純損失)
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262,725

250,429

116

3,485

8,695

262,725

244,680

166,595

42,824

29,544

698

2,740

2,279

11

5,000

13,034

【注記】

資 金 収 入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

投資活動による収入

業 務 収 入

資金計画（総　計）

別表３-１

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 金 支 出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

そ の 他 の 収 入

受 託 収 入

国庫補助金による収入

貸付金の回収による収入

財務活動による収入

　各別表の「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によってい
るので、端数において合計とは合致しないものがある。

政府出資金による収入

前年度よりの繰越金
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83,748

81,592

29

1,061

1,066

83,748

81,619

73,844

4,711

600

2,255

209

3

2,127

資金計画（一般勘定）

別表３-２

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

資 金 収 入

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

そ の 他 の 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

運営費交付金による収入

受 託 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

国庫補助金による収入

業 務 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入
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5,950

5,138

6

806

5,950

5,147

4,858

90

199

1

803

（単位：百万円）

金　　　　額

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入

区　　　　分

資金計画（電源利用勘定）

投 資 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

別表３-３

業 務 活 動 に よ る 支 出

資 金 支 出

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 収 入

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

運営費交付金による収入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



144 

 

162,406

155,931

71

2,182

4,221

162,406

156,042

87,892

38,113

28,944

87

1,006

6

6,357

5,911

5,199

1

711

5,911

328

225

103

5,000

583

資 金 収 入

区　　　　分

資金計画（基盤技術研究促進勘定）

投 資 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

（単位：百万円）

資 金 支 出

業 務 活 動 に よ る 支 出

金　　　　額

資 金 支 出

投 資 活 動 に よ る 支 出

業 務 活 動 に よ る 収 入

受 託 収 入

業 務 活 動 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

運営費交付金による収入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

財 務 活 動 に よ る 収 入

別表３-４

資金計画（エネルギー需給勘定）

金　　　　額

（単位：百万円）

区　　　　分

政府出資金による収入

国庫補助金による収入

別表３-５

そ の 他 の 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

投 資 活 動 に よ る 収 入

業 務 収 入
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1,471

141

1

241

1,089

1,471

606

353

18

235

866

2,782

2,425

8

348

2,782

934

346

66

521

1

1,847

投 資 活 動 に よ る 収 入

前 年 度 よ り の 繰 越 金

資金計画（石炭経過勘定）

金　　　　額

（単位：百万円）

区　　　　分

貸付金の回収による収入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

財 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

投 資 活 動 に よ る 支 出

資 金 支 出

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

資 金 支 出

貸付金の回収による収入

資金計画（鉱工業承継勘定）

別表３-６

（単位：百万円）

区　　　　分 金　　　　額

業 務 活 動 に よ る 支 出

業 務 活 動 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る 支 出

前 年 度 よ り の 繰 越 金

別表３-７

翌 年 度 へ の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 支 出

業 務 活 動 に よ る 収 入
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456

2

454

456

5

0

5

451

業 務 活 動 に よ る 支 出

翌 年 度 へ の 繰 越 金

前 年 度 よ り の 繰 越 金

資 金 収 入

業 務 活 動 に よ る 収 入

業 務 収 入

そ の 他 の 収 入

別表３-８

金　　　　額区　　　　分

資 金 支 出

（単位：百万円）

資金計画（特定事業活動等促進経過勘定）


